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公的賃貸住宅団地における団地再編に向けた駐車場整備の課題とあり方 
Concept of Reorganization of Parking Space in Public Rental Housing Complex. 
 
保持尚志 
 
≪概要≫ 
わが国では、国民の高齢化、少子化、人口の減少が進行している。今後の公的賃貸住宅団地（以下団地）には、それらに対応した社会福祉の増進を担うため、団地内に
新たな施設を導入するリフォー ムを行い、地域における社会福祉の拠点となること、団地やその周辺住民同士のコミュニティを強化したり、単身高齢者や子育て世帯など
の多様な世帯の暮らしを支える施設や機能を導入することが求められている。さらに行政によるこれまでの団地駐車場の設置基準の設定や建築指導は、自家用車普及に伴
う駐車場不足を背景に量的安全性の確保を強化してきたが、大規模な駐車場によって団地と地域が断絶したり、敷地内の住環境を劣化させるなど、地域の空間利用の課題
を発生させている。 
しかし今後の高齢化や人口の減少を考慮すると、わが国の自家用車台数は減少する可能性がある。今後の団地では余剰の駐車場が生じ、これを再構成することにより、
新たな施設や機能を導入したり、空間利用の課題の解決が可能になると考えられる。そして一部の行政機関では、量的安全性確保の視点に対して新たな視点が必要という
認識のもとで設置基準や建築指導の見直しに取り組もうとしている。 
このような背景のもと、地域の福祉拠点となる施設や、暮らしをより望ましいものにする施設や機能の導入、さらに地域の空間利用の改善（これらを団地再編とする）
において、駐車場のあり方が課題であると考えられ、特に今後築50年が経過する昭和40年代に建設された団地（以下S40年代団地）では、高齢化や人口の減少が進行し
ており、団地再編の必要性が高く、早急な対応が求められている。 
 本研究は、昭和 40年代に建設された団地の駐車場を対象として「駐車場の再構成によって、新たな施設や機能の導入が可能であることを明らかにし、今後の
駐車場整備のあり方を示すこと」によって、総合的に駐車場の今後のあり方を模索、提案することを目的とする。 
本研究では、管理戸数200戸以上の大阪府営住宅194団地（内S40年代団地94）、大阪府住宅供給公社団地38団地（同22）、大阪府内UR賃貸住宅125団地
（同34）を対象に、各団地の駐車場設置数、駐車場の契約数、入居戸数を調査した。また大阪都心から約25kmに位置するS40年代団地の男山団地（UR男山
団地4,602戸4,215世帯、分譲団地1,350戸1,300世帯）の居住世帯を対象に、世帯構成、自家用車保有状況、利用時間等の自家用車利用状況、また将来の自家
用車保有意向についての記述式アンケート調査（回収数それぞれ1,119、814）、UR男山団地の居住世帯を対象にカーシェアリング利用意向についての記述式ア
ンケート調査（回収数 606）、カーシェアリング利用世帯へのヒアリング調査（調査世帯数 12）を行った。さらに大阪府下の 42市町村を対象として、開発指導
要綱などの駐車場設置基準を調査し、また共同住宅開発時の駐車場設置に係る指導状況について各市町村の開発指導担当に対する記述式アンケート調査を行った。 
 S40年代団地についてみると、府営住宅では72団地中69団地、公社団地では14団地中12団地、UR賃貸住宅では23団地中17団地において余剰の駐車場があ
り、一団地あたりの余剰台数は府営住宅で約81台、公社団地で約54台、UR賃貸住宅では約125台であった。これより多くのS40年代団地には余剰の駐車場があ
ることが明らかとなり、「駐車場の再構成の方向」は、「余剰の駐車場を団地再編に資する場所として転用、活用すること」であると示した。そして再構成の方向から
みた今後の「駐車場整備のあり方」は、駐車場が多様な目的に転用可能な計画、設計であることを述べた。 
 一方、都市郊外のS40年代団地であるUR男山団地は、調査世帯の約48%が 60、70歳代（世帯の最年長者の年齢、以下同）の世帯であり高齢化が進んでい
たが、自家用車保有率は 56.7%であり、団地の駐車場設置率 55.8%を上回り、余剰の駐車場がなかった。また将来の自家用車保有状況は、60歳代以上の世帯で
は保有台数が減少するが、20～50歳代の世帯、特に子育て世帯（未成年の子がいる世帯）では増加することより、自家用車保有率は 58.4%へと上昇すると予測
された。ただし団地が立地する市の開発指導要綱における設置基準は80%であり、これと比較すると現状、将来とも大きく下回った。これより駐車場に余剰が無
い団地においても、将来の自家用車保有率には数ポイントの増加が見込まれるが、設置基準を大きく下回ることが明らかとなり、「駐車場の再構成に向けた課題」
は「団地再編に向けて自家用車削減の施策導入が必要であること」「数ポイントの保有率増加に対応した駐車場を整備すること」「団地再編時の設置基準の適用は
大きな余剰を生む恐れがあり、開発指導のあり方を再考する必要があること」であると示した。そして、再構成の課題からみた今後の「駐車場整備のあり方」は、
カーシェアリングなどの導入により自家用車数の削減を計画すること、緑地、広場などの共用空間を駐車場に容易に転用できる設計にすること、さらに開発指導
においては、基準の見直しなどにより駐車場が過剰とならない指導とすることであると述べた。 
UR男山団地においては、余剰の駐車場がなかったが、これをカーシェアリングの導入により創出することは可能であろうか。UR男山団地世帯を対象としたア
ンケート調査の結果、自家用車保有世帯の16.4%の世帯において、自家用車からカーシェアリングに乗換える意向があった。さらにカーシェアリングへ乗換えた
世帯の利用実態から、自家用車の年間使用時間が200時間以下の車両について、また居住世帯の自家用車利用実態から、年間使用時間が600時間以下の車両につ
いて、カーシェアリングへの転換が可能と予測された。UR男山団地では、実現性が高い場合において自家用車2,348台中124台を削減し、面積1,680m2の転用、
また潜在的には457台の削減、6,285m2の転用が可能であると予測された。これよりカーシェアリング導入が自家用車の削減に対して有効であることが明らかと
なり、「駐車場の再構成に向けた方法」は、「カーシェアリングの導入と普及に向けた施策を実施すること」であると示した。そして再構成の方法からみた「駐車
場整備のあり方」は、再編時にカーシェアリングの導入を計画すること、住棟近傍にカーシェアリング車両を配置するなどカーシェアリングに対して利便性が高
い設計とすること、開発指導においてはカーシェアリング導入により設置基準を緩和するなどの導入促進を図ることであると述べた。 
 ここまでの検討において、いずれも開発指導の今後のあり方が課題となることがわかった。大阪府下の市町村における共同住宅開発時の駐車場設置の基準につい
てみると、最も設置率の高い場合で「100%以上」、最も低い場合で「50%以上」が設定されていた。43市町村のうち、12市町村では、開発規模、用途地域などの開
発条件別に基準値を変えていたが、29市町村では開発条件に関わらず一律に指定していた。居住世帯の自家用車保有が少ない場合に基準緩和を認めた事例があったの
は 10市町村で、それらは高齢者用専用住宅を対象としたものであった。これより新規開発とは目的が異なる団地再編について、開発条件として開発指導要綱などに
位置づけている市町村は無いことが明らかとなり、「駐車場の再構成の実現に向けた行政の課題」は、団地再編を対象とした「空間の有効活用を目的とする駐車場整備
の指導体系をつくること」であると示した。そして行政の課題からみた「駐車場整備のあり方」は、行政の指導として、団地再編に対応した基準の整備や緩和措置等
の運用を行うこと、個々の団地の自家用車保有状況に応じた駐車場計画を指導すること、カーシェアリング導入など自家用車削減計画を指導すること、新たな施設や
機能の導入を考慮した駐車場の設計を指導することであると述べた。 
 最後に本論文では、これらの検討で得られた、駐車場の再構成の方向、課題、方法、および再構成の実現に向けた行政の課題を総括し、「駐車場の再構成により、団
地に新たな施設や機能を導入することが可能であること」を示した。また「駐車場整備のあり方」について、計画、設計、開発指導それぞれの視点から、「駐車場を自
家用車保有の需要を満たす空間としてのみ整備するのではなく、団地に求められる機能の変化、需要の変化に応じて、多様な使い方ができる空間として整備すること」
「駐車場整備に際してカー シェアリングなどの自家用車削減を施策として導入すること」また一方で、「これまで不法駐車対策を目的として行われてきた駐車場の開発
指導を、新たな施設、機能を導入することを目的とした指導へと転換すること」であることを示し、人口減少が見込まれる中で、柔軟性に富んだ駐車場の設置基準、
指導のあり方が求められると論じた。 
 本研究の成果は、地域における社会福祉の拠点や、地域のコミュニティを強化したり、多様な世帯の暮らしを支える施設や機能の導入という公的賃貸住宅団地に対する新し
い要求に対して、「余剰の駐車場の活用が可能であること」「カー シェアリング導入によって駐車場の転用が可能であること」を具体的に示し、今後の団地再編における駐車場整
備の考え方、方向性として「駐車場は多目的にかつ柔軟に再構成できる空間とすること」を導いたことである。また本論文は、今後において具体的な団地再編が求められるなか
で、現在の団地の駐車場の状況と駐車場に対する行政指導の現状を俯瞰し、さらにカー シェアリング普及等の新たな社会状況の変化を取り入れ、量的確保だけではないフレキシ
ブルな空間利用の必要性に言及し、現状の駐車場の有効活用を図るための再整備の明快な考え方とその根拠を示した。さらに共同住宅開発における駐車場整備に係る市町村の建
築行政に対して、今後の開発指導の方向として「駐車場の量に対する指導から、計画、設計に対する指導への転換の必要」を具体的に示し、他の一般的な集住環境における駐車
場整備に関する行政指導のあり方にも大きな示唆を与えるものである。 
 
≪各章の要旨≫ 
 序論では、本研究の背景として、わが国における国民の高齢化、少子化、人口減少の進行に対して、団地再編を行うことにより、団地が地域における社会福祉の中核
となること、コミュニティを強化したり、単身高齢者や子育て世帯などの多様な世帯の暮らしをより望ましいものにするため、それを可能とする施設や機能を導入するこ
とが期待されていること、一方で自家用車保有状況の変化から、団地の余剰駐車場の再構成により、団地再編における新たな施設や機能の導入が可能と考えられることを
述べ、解決すべき課題は、「団地再編に向けた駐車場整備のあり方を示すこと」であると述べた。 
そして本研究の目的が、「駐車場の再構成により団地に新たな機能を導入することが可能であることを明らかにし、公的賃貸住宅団地の再編における駐車場整
備のあり方を示すこと」であると述べ、本研究の意義、対象、および方法について示した。 
また既往研究を概観し、団地駐車場に係る課題が1960～90年代は駐車場の管理や数量であったが、近年は駐車場計画のあり方へと変わってきたことを示しつ
つ、本研究の位置付けについて「団地再編に向けた駐車場整備のあり方」を論ずるものとして他にないことを示した。 
 
 第1章では、管理戸数200戸以上の大阪府営住宅194団地（内S40年代団地94）、大阪府住宅供給公社団地38団地（同22）、大阪府内UR賃貸住宅125団
地（同34）を対象に行った、各団地の駐車場設置数、駐車場の契約数、入居戸数の調査、また大阪府下の42市町村における開発指導要綱などの駐車場設置基準
の調査の結果から、既設の駐車場台数が市町村の設置基準を満たさない団地の状況、既設の駐車場台数に余剰がある団地の状況を明らかにした。 
S40年代団地についてみると、①調査対象とした150団地中131団地が市町村の設置基準を満たしていないこと、②131団地のうち109団地について駐車場の余剰の有
無をみると98団地において駐車場台数に余剰があること、③98団地における駐車場のうち91団地は平面駐車場であり、転用が容易な構造であることがわかった。 
これより多くのS40年代団地には転用が容易な余剰の駐車場があることが明らかとなり、「駐車場の再構成の方向」は、「余剰の駐車場を団地再編に資する空間として転用、
活用すること」であると示した。さらに再構成の方向からみた「駐車場整備のあり方」について計画、設計、および行政の開発指導の視点から述べた。 
 
 第2章では、大阪都市圏に属する八幡市（京都府）にある昭和40年代に整備された男山団地（UR男山団地4,602戸4,215世帯、分譲団地1,350戸1,300世
帯）の居住世帯を対象に実施した、世帯構成、自家用車保有状況、将来の自家用車保有意向についての記述式アンケート調査結果（回収数それぞれ1,119、814）
から、団地における駐車場設置率の過不足の状況と今後の自家用車需要を明らかにした。 
UR男山団地についてみると、①自家用車保有率（自家用車台数/世帯数）は 56.7%であり、団地の駐車場設置率（駐車場台数/管理戸数）の 55.8%を上回り、
余剰の駐車場はないと判断されること。また②将来の自家用車保有状況は、60歳代以上の世帯では保有台数が減少するが、20～50歳代の世帯、特に子育て世帯
（未成年の子がいる世帯）では増加することより、自家用車保有率が58.4%へと上昇すると予測されること。③ただし八幡市の開発指導要綱における設置基準は
80%であり、これと比較すると大きく下回ることがわかった。 
これより、駐車場に余剰が無い団地においては、将来の自家用車保有率に数ポイントの増加が見込まれるが、設置基準を大きく下回ることが明らかとなり、「駐
車場の再構成に向けた課題」は「団地再編に向けて自家用車削減の施策導入が必要であること」「数ポイントの保有率増加に対応した駐車場を整備すること」「団
地再編時の設置基準の適用は大きな余剰を生む恐れがあり、開発指導のあり方を再考する必要があること」であると示した。さらに再構成に向けた課題からみた
「駐車場整備のあり方」について計画、設計、および行政の開発指導の視点から述べた。 
 
 第3章では、UR男山団地（4,602戸4,215世帯）の居住世帯を対象に実施した、利用時間等の自家用車利用状況についての記述式アンケート調査結果（回収
数 1,119）、カーシェアリング利用意向についての記述式アンケート調査結果（回収数 606）、カーシェアリング利用世帯へのカーシェアリング利用状況のヒアリ
ング調査結果（調査世帯数12）から、カーシェアリングの導入と普及によって削減可能と考えられる自家用車の台数、転用が可能になる駐車場の平面積を明らか
にした。 
UR男山団地では、①自家用車保有世帯の 16.4%の世帯において、自家用車からカーシェアリングに乗換える意向があること、②カーシェアリングへ乗換えた
世帯の利用実態から、自家用車の年間使用時間が200時間以下の車両について、また自家用車利用状況から、年間使用時間が600時間以下の車両について、カー
シェアリングへの転換が可能と予測されること、③UR男山団地では、実現性が高い場合において自家用車2,348台中124台を削減し、面積1,680m2の転用、ま
た潜在的には457台の削減、6,285m2の転用が可能であると予測されることがわかった。 
これよりカー シェアリング導入が自家用車の削減に対して有効であることが明らかとなり、「駐車場の再構成に向けた方法」は、「カー シェアリングの導入と普及に向けた施策
を実施すること」であると示した。さらに再構成に向けた方法からみた「駐車場整備のあり方」について計画、設計、および行政の開発指導の視点から述べた。 
 
第4章では、大阪府下の42市町村の各市町村の開発指導担当を対象として実施した、共同住宅開発時の駐車場設置に係る指導状況についての記述式アンケー
ト調査結果から、共同住宅開発における駐車場設置についての市町村の指導状況を明らかにした。 
大阪府下の市町村における共同住宅開発時の駐車場設置の基準についてみると、①43市町村のうち、12市町村では、開発規模、用途地域などの開発条件別に基準
値を変えているが、29市町村では開発条件に関わらず一律に指定されていること、➁居住世帯の自家用車保有が少ない場合に設置基準の緩和を認めた事例があったの
は10市町村で、それらは高齢者用専用住宅を対象としたものであることがわかった。 
これより、新規共同住宅開発とは開発目的が異なる団地再編を、条例、開発指導要綱等の中に位置づけている市町村は無いことが明らかとなり、「駐車場の再構
成の実現に向けた行政の課題」は団地再編を対象とした「空間の有効活用を目的とする駐車場整備の指導体系をつくること」であると示した。さらに再構成の実現
に向けた行政の課題からみた「駐車場整備のあり方」について、行政の開発指導の視点から示した。 
 
結論では、本論の第1章から第4章で示した、駐車場の再構成の方向、課題、方法、および再構成の実現に向けた行政の課題を総括し、「駐車場の再構成により、団地に新た
な施設、機能を導入することが可能であること」を示した。また第1章から第4章で示した計画、設計、開発指導それぞれの視点からの「駐車場整備のあり方」を総括し、「駐
車場整備のあり方」は、①駐車場を自家用車保有の需要を満たす空間としてのみ整備するのではなく、団地に求められる機能の変化、需要の変化に応じて、多様な使い方ができ
る空間として整備すること、②駐車場整備に際してカー シェアリングなどの自家用車削減を施策として導入すること、③これまで不法駐車対策を目的として行われてきた駐車場
の開発指導を、新たな施設、機能を導入することを目的とした指導へと転換することであると論じた。加えて今後の課題について述べた。 
以上 
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1. 研究の背景 
1.1 公的賃貸住宅の役割 
(1)公的賃貸住宅とは 
 本論文における公的賃貸住宅とは、公営住宅、公社賃貸住宅、UR賃貸住宅をいう。 
 公営住宅は公営住宅法 (1951)を根拠法として整備されてきた住宅であり、全国で
1,958,600戸(2013)ある1)。 
 公社賃貸住宅は地方住宅供給公社法(1965)を根拠法として、またUR賃貸住宅は日本住宅
公団法(1955)、住宅都市整備公団法(1980)、都市基盤整備公団法(1999)、独立行政法人都市
再生機構法(2003)をそれぞれ根拠法として整備されてきた住宅であり、公社賃貸住宅とUR
賃貸住宅を合わせて全国で 855,500戸(2013)ある。 
 これより公的賃貸住宅は合わせて 2,814,100戸あり、我が国の全住宅戸数 52,102,200戸
(2013)の 5.4%を占めている。 
公営住宅および、公社賃貸住宅、UR賃貸住宅それぞれの根拠法は、いずれも国民生活や
住民の生活の安定と社会福祉の増進に寄与することを目的として制定されており注 1)、よっ
て公的賃貸住宅は国民、住民の生活安定、福祉の増進に資するものとして整備される。 
 
(2)公的賃貸住宅の役割 
 我が国では高齢化、世帯家族数の減少、少子化が進行している8)。また今後は人口の減少
も予測されている9)。 
 公的賃貸住宅の居住世帯においても同様であり11)、UR賃貸住宅では居住する世帯主の平
均年齢は 56.8歳(2010)で、45年前の 36.2歳(1965)に対して約 20歳高齢化している。また
65歳以上の者がいる世帯の割合は 38.9%(2010)であり、25年前の 8.6%(1985)から約 30ポ
イント上昇している。世帯家族数は平均 2.12 人(2010)であり、35 年前の 3.05 人(1975)に
対して約 0.9人減少している。世帯家族数の減少は、住宅戸数の変わらない公的賃貸住宅で
は人口減少に直接結びついている。 
 家族構成が夫婦+子の世帯数の割合は 24.4%(2010)であり、40年前の 71.2%(1970)に対し
て半分以下となっている。逆に増加しているのは夫婦のみの世帯(14.8%から 24.4%)、単身
の世帯(1.9%から 35.2%)である。 
 今後の我が国では、このような高齢化、世帯家族数の減少、少子化、人口減少に対応し
た国民の生活安定、社会福祉の増進が求められる。よって公的賃貸住宅が「国民、住民の
生活安定」「福祉の増進」に資するものとして整備されるのであれば、今後の公的賃貸住宅
には、高齢化、世帯家族数の減少、少子化、人口減少に対応した社会福祉の増進を実現す
る役割が求められよう。 
 
1.2 研究の背景 
(1)研究の端緒 
 本研究は、文部科学省私立大学戦略的研究基盤形成支援事業「集合住宅“団地”の再編
（再生・更新）手法に関する技術開発研究（平成 23年～27年度）」において、具体的な研
究フィールドとした、京都府八幡市男山団地における「ストック活用型の団地再編手法の
研究」において、住棟を残しつつ再編を進めるために、様々な課題を抱える駐車場に着目
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し、駐車場台数の確保を目的として出来上がってきた駐車場を再構成することによって、
地域や団地に求められていることやものを可能にするために、今後の駐車場整備の課題と、
具体的な考え方を示す必要から始まったものである。 
 
(2)今後の公的賃貸住宅団地に求められる事業 
1) 老朽化への対応 
 公的賃貸住宅のうち、一の敷地において一棟あるいは複数棟の集合住宅によって構成さ
れる公的賃貸住宅団地についてみると、一部の団地、特に 1950年代から 60年代にかけて
整備された団地では、築後 40～50年を経ており、躯体や室内設備の劣化、耐震性能不足と
いった物理的老朽化、また住戸面積の不足、エレベータの未整備といった居住者ニーズに
対する老朽化が進行している。 
 このような老朽化した団地では、住棟そのものを建替える建替事業や、既存住棟の耐
震補強や室内外の設備改善といった長寿命化事業といった団地再生事業が進められてい
る注 2)。 
  
2)地域社会福祉の中核化への対応 
 公的賃貸住宅団地は、それが存立する地域において比較的大きな空間を有している。そ
のため公的賃貸住宅団地には、社会福祉の増進のための施設を導入することにより、地域
における社会福祉の中核となることが期待されている。 
例えば 2016年に取りまとめられた、住宅団地の再生のあり方に関する検討会による『住
宅団地の再生のあり方－とりまとめ－』注 3)では、「都市近郊等の住宅団地においては、空き
家の増加や住民の高齢化が進展し、団地の集約・再編と併せて、医療・福祉・子育て支援
施設などの生活支援施設の整備により、地域の拠点として再生していくことが求められて
いる」とされる。 
  
3)新しい暮らし方の創出への取り組み 
 高齢化や少子化に伴う人々の生活の変化に対応することを目的として、公的賃貸住宅団
地には、高齢化した世帯に対する生活利便性の向上や、子供を持つ世帯に対する子育ての
支援、年代や家族構成が多様な世帯同士を繋ぐコミュニティの醸成などの、「地域における
新しい暮らし方」を創出する場となることが求められている。一部の団地において、その
取り組みが始まっている。 
例えば京都府八幡市のUR男山団地では、団地内商店の空き店舗を転用して地域のコミュ
ニティ活動を支援する住民コミュニティスペース（1ヵ所、床面積約 50m2、2013年 11月
開所)が、また集会所の一部を転用して若年層の入居促進に寄与する子育てサロン（1ヵ所、
床面積約 30m2、2014年 12月開所)が導入されている。 
 これら以外にも、一部の団地において、商店を改装したコミュニティカフェの運営や、
敷地の一部を花壇として花を育てるサークル活動、集会所を使った図書館の運営などが行
われている。 
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4)地域における周辺からの断絶の改善、住環境の向上 
 本研究が着目した公的賃貸住宅団地の駐車場についてみると、団地敷地内に整備された
駐車場と駐車場にアクセスする自動車用通路が、周辺地域と団地との間に断絶を生じさせ
ている場合がある。 
その事例として大阪府営岸辺第一住宅について図 序-1に示した。1969年に建設された 2
棟の高層住宅棟からなる岸辺第一住宅は、大阪府北部の千里丘陵と大阪平野が接する平地
側に位置し、戸建て住宅地や、いわゆるマンションなどの集合住宅、駐車場、ショッピン
グセンター、工場、小規模な畑地などが混在する市街地内にある。図中破線で示した団地
敷地には、住棟間に広場としてオープンスペースがあるが、敷地境界線に沿って駐車場と
駐車場にアクセスする自動車用通路が配置され、地域から団地敷地が隔絶されている。 
 先に示した地域社会福祉の中核化への対応や、新しい暮らし方の創出への取り組みから
すると、団地は地域に開かれた形で存在することが望ましく、このような駐車場やアクセ
ス通路の配置を改善することが求められる。 
 
 
 
破線:敷地境界 ■:駐車場 
図 序-1 駐車場によって地域から断絶する団地 (大阪府営岸辺第一住宅) 
 
 
 また駐車場が住棟間に整備された中層集合住宅団地では、良好なオープンスペースや緑
地が駐車場によって損なわれている団地がある。その事例として大阪府住宅供給公社の茶
山台団地を図 序-2と図 序-3に、また逆に住棟間に駐車場がない事例として UR桜丘団地
を図 序-4と図 序-5に示した。 
 1971年に建設された大阪府住宅供給公社の茶山台団地は、大阪府中南部にある泉北丘陵
を開発した泉北ニュータウン内にあり、泉北急行線泉ヶ丘駅から徒歩 10分に位置する。交
通アクセスは大阪中心市街域(難波駅)まで約 30 分であり、通勤等の利便性が高い団地であ
る。この茶山台団地の駐車場設置率(＝駐車場設置台数/管理戸数)は 84%と比較的高く、住
棟間などの平らなオープンスペースには駐車場が広く整備されている。 
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一方、茶山台団地と同じく 1971年に建設されたUR桜丘団地は、大阪府と奈良県との境
にある生駒山地の北部にのびた枚方丘陵にあり、京阪交野線星ヶ丘駅から徒歩 10分に位置
する。交通アクセスは大阪中心市街域(京橋駅)まで約 20 分であり、利便性が高い団地であ
る。この UR 桜丘団地の駐車場設置率は 36%と比較的低く、多くの駐車場は団地敷地の一
部にまとめて整備されており、住棟間のオープンスペースは芝生と樹木からなる。 
 この両者を比較すると、UR桜丘団地の住棟間のオープンスペースは好ましいものであり、
駐車場によって劣化している茶山台団地の住環境の向上が今後は求められる。 
 
 
 
破線:敷地境界 ■:駐車場 
図 序-2 大阪府住宅供給公社茶山台団地平面図（一部） 
 
 
図 序-3 住棟間に整備された駐車場 
(大阪府住宅供給公社茶山台団地 2017年 11月筆者撮影) 
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破線:敷地境界 ■:駐車場 
図 序-4  UR桜丘団地平面図（一部） 
 
 
図 序-5 住棟間のオープンスペース 
(UR桜丘団地 2015年 2月筆者撮影) 
 
 
 (3)自家用車保有状況の変化 
1)自家用車台数の推移 
我が国の自家用車保有状況についてみると、自家用車台数(軽自動車を含む乗用車)は
2015年 3月末において、60,517,249台であり、45年前の 7,270,573台(1970)と比較すると
約 8倍の台数に増加している注 4)。 
 しかし年ごとの増加率の変化についてみると、1970 年から 1974 年における毎年の増加
率は平均 21.6%／年、1975年から 1999年までは平均 4.9%／年、2000年から 2009年まで
は平均 1.9%／年、2010 年から 2015 年までは 0.8%／年であり、我が国における自家用車
台数は毎年増加しつづけているものの、オイルショック前の高度成長期における自家用車
台数の増加率に比較すると、近年における増加率は低い。 
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 また近年の都市域についてみると、東京都と大阪府における自家用車台数(軽自動車を含
む乗用車)の毎年の増加率は、2000年から 2009年までは、それぞれ平均 0.05%／年、0.5%
／年、2010年から 2015年まではそれぞれ平均－0.12%／年、0.24%／年と全国の値よりさ
らに低く推移しており、特に東京都では減少している。 
 今後の我が国における高齢化の進行や人口の減少を考慮すると、今後の自家用車保有
台数は減少に向かう可能性がある注 5)。それは特に都市域において顕著となると考えられ
る。 
 
2)団地における未利用駐車場の増加 
 近年、公的賃貸住宅団地における駐車場には、未利用のまま閉鎖されている例がみられ
る。その事例として 2002年に建替えられたUR西田辺団地の立体駐車場について敷地内の
位置を図 序-6に、駐車場の状況を図 序-7に示した。 
大阪市内にある UR 西田辺団地は、地下鉄御堂筋線西田辺駅から徒歩 9 分に位置する。
交通アクセスは大阪中心市街域(天王寺駅)まで約 5分であり、都市市街地内にあり、特に利
便性が高い団地である。この UR西田辺団地の駐車場は 153台で、そのうち約 100台分は
立体駐車場となっている。駐車場設置率は 56%で、大阪市が規定する共同住宅の駐車場設
置基準(50%)を上回るものの、過剰な設置率とはなっていない。 
立体駐車場は 3 階建であり、外観意匠にも配慮された恒久構造物である(図 序-7・上  
2013 年 11 月)。しかし 2 階への入り口はバリゲートで閉鎖され(図 序-7・下 2013 年 11
月)、階段も含め立入りができない状態であり、2フロア約 70台の駐車場は未利用となって
いた。 
 駐車場利用状況の変化について、全国のUR賃貸住宅団地の駐車場を 2014 年まで管
理していた日本総合住生活株式会社(JS)の、駐車場の管理台数と契約台数の推移につ
いてみると注 6)、UR賃貸住宅団地の駐車場の契約台数は平成 16年度から減少傾向がみ
られる。UR賃貸住宅団地の駐車場では、未利用となっている駐車場が増加していると
考えられる。 
 UR西田辺団地では、行政が規定した設置基準に応じて整備された駐車場の、概ね半数は
使用されない状況となっており、このような状況は改善するべきと考えられる。 
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破線:敷地境界 ■:駐車場 
図 序-6  URサンヴァリエ西田辺 立体駐車場位置図 
 
 
 
図 序-7 2階へ上る入口が閉鎖された 3階建立体駐車場 
(URサンヴァリエ西田辺 2013年 11月筆者撮影) 
 
 
立体駐車場 
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3)カーシェアリングの普及 
 近年、我が国ではカーシェアリング利用者が増加している17)。なお、カーシェアリングと
は、一般には自動車を複数の世帯あるいは個人によって共有し、共同で利用することをい
うが、本研究ではカーシェアリング事業者による無店舗型レンタカー事業をカーシェアリ
ングとする注 7)。 
 従前の店舗を有する従前のレンタカー事業に対して、レンタカー車両を駐車場の一角に
配置するなど、車両の配置が比較的自由である。またこのため利用者が居住地近くのレン
タカー車両を利用することが可能になり、従前のレンタカーより利便性が高い。 
 全国のカーシェアリング事業者は 31社あり (2015)、その車両数は 16,418台、会員数は
681,147人(2015)である。5年前の会員数 15,894人(2010)、1,265台(2010)に対して、車両
数は約 13倍、会員数は約 4.2倍に増加している。 
 カーシェアリング利用者の増加は、これまでの我が国において一般的であった自家用車
を各世帯、個人が保有するという生活様式 (ライフスタイル)に対して、自家用車の保有を
複数の世帯、個人によって分割(シェアリング)するというライフスタイルが受け入れられて
いることを示していると考えられる。カーシェアリングの普及は、自家用車の台数を減少
させ、今後の我が国における自家用車保有状況を変化させる可能性がある。 
 
(3)研究の背景 
 今後の自家用車台数の推移、団地における空き駐車場の状況、カーシェアリングの普及
などの自家用車保有状況の変化を鑑みると、駐車場を再構成することにより、今後の団地
に求められる事業に対して、必要な用地や空間を提供できると考えられる。 
 並行配置された中層集合住宅団地では、住棟間の駐車場を削減することにより、老朽化
への対応として、エレベータの導入や、各戸の面積を拡大することが容易になる。また、
まとまった平面形で整備された駐車場は、これを削減することにより、地域の福祉拠点な
どの施設、建物を導入することが可能になる。 
 住民のコミュニティスペースや子育て支援スペースなど 30m2～50m2程度の建物であれ
ば、数台から 10台程度の駐車場を転用することにより、導入が可能になる。空き店舗、集
会所等を転用することは、位置、数量が限られ、空住戸を転用することは、居住世帯の生
活との調整に課題がある。緑地、公園を転用することは住環境の保全から避けたい。駐車
場は住棟間や住棟周辺にあり、道路に面して使い勝手が良く、緑化されておらず転用が容
易である。駐車場用地の転用は、施設などの用地確保に有効と考えられる。 
 また駐車場の再構成により、今後は団地をより地域に開かれた形にすることを目指すべ
きであり、利用されない駐車場は、緑地や公園、花壇、遊歩道などに転用することにより、
住環境の向上に資することができる。 
 一方、UR西田辺団地のように、余剰の駐車場がある団地では、住民の自家用車需要に対
して過剰な駐車場台数となっている可能性がある。公的住宅に限らず集合住宅(共同住宅)
を建築する際には、条例や開発指導要綱等に示された設置基準(駐車場台数)に基づく建築指
導がなされるが、団地に求められる事業が多様化し、また自家用車保有状況が変化しつつ
ある中で、建築指導の見直しや今後のあり方についても検討する必要がある。 
 老朽化した団地、特に高度成長期に建設された団地の多くにおいて、団地に求められる
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事業の実施により、新たな姿形への変貌が求められている。それらの個々の事業における
施設、機能の導入のための駐車場再構成に向けて、団地の駐車場整備状況や自家用車需要
の実態、カーシェアリングによる自家用車削減の可能性、行政による建築指導状況の実態
を把握し、現状の課題を明確にし、今後の駐車場整備の具体的な考え方を示す必要がある。 
 
 
2. 研究の対象 
2.1 定義 
 本論文では、大阪府が公営住宅団地として整備する大阪府営住宅、大阪府住宅供給公社
が整備する賃貸住宅団地、独立行政法人都市再編機構が整備する賃貸住宅団地を、公的賃
貸住宅団地とし、それらを「団地」とする。 
 本論文では「今後の団地に求められる事業」を「団地再編」とする。また長寿命化によ
って、既存の住棟や未利用空間など、これまでのストックを活用する形の団地再編を「ス
トック活用型団地再編」、住棟の建替えを主体とした形の団地再編を「建替型団地再編」と
する。 
 本論文では団地に居住する世帯を居住世帯とし、保有する自動車(二輪を除く)を自家用車
とする。居住世帯が自家用車を駐車する目的に専用する、取り付け道路を含む区画された
平面を駐車場とする。また自家用車 1 台分の駐車場を、駐車場 1 台と表記し、駐車場の区
画数を駐車場台数と表記する。 
 
2.2 研究の対象 
 本研究では、我が国第二の都市規模である大阪の都市域と近郊において、今後築 50年を
迎えることにより、団地再編の必要性が高まると考えられる、昭和 40年代(1965～1974年)
に建設された団地の駐車場を研究の対象とする。 
 
 
3. 研究の目的 
 本研究の目的は、「駐車場の再構成により、団地に新たな施設、機能を導入することが可
能であること」を明らかにし、「公的賃貸住宅団地の再編に向けた駐車場整備のあり方」を
示すことによって、量的確保を目的として整備されてきた駐車場に対して、団地再編に際
しての地域や団地に求められている施設、機能の導入を図ることを目的とした、今後の駐
車場整備について具体的な考え方を提示することである。 
 なお、「あり方」とは、「ある物事の、当然そうでなければならないような形や状態や、
物事の正しい存在のしかた」とする。 
 
 
4. 研究の意義 
 本研究は団地再編における今後の駐車場整備の考え方、方向性を示した。具体的な団地
再編が求められる中で、駐車場整備の明快な考え方を、団地駐車場整備状況と行政指導の
現状を俯瞰し、さらにカーシェアリング普及等の新たな社会状況を取り入れ、量的安全性
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ではないフレキシブルな対応の必要性に言及しつつ、現状の駐車場用地の有効活用を図る
ための再整備の考え方の根拠を示した。 
 本研究の成果は、公的賃貸住宅団地が果たすべき役割を実現する団地再編の企画、計画
に対して、有益な知見を提供し、今後の方向を示すことにより、他の一般的な集住環境に
おける駐車場整備に関する行政指導のあり方にも示唆を与え、最終的に国民のさらなる健
康で豊かな生活の実現に寄与する。 
 
 
5. 論文の構成 
 本論文は序論、本論、結論から構成される。 
 序論では、研究の背景と目的、意義を述べ、本研究が解決すべき課題を示した。また本
論文の構成、研究の方法について述べ、さらに既往の研究を概観し、研究の位置付けを示
した。 
 本論は、第 1章から第 4章によって構成される。 
 第 1 章では、大阪府下の団地における駐車場整備状況、居住世帯の駐車場利用状況、大
阪府下の市町村における駐車場の設置基準から、団地の既設駐車場が市町村の設置基準を
満たしていない団地の状況、既設駐車場の台数に余剰がある団地の状況を明らかにし、「駐
車場の再構成の方向」と、再構成の方向からみた「駐車場整備のあり方」を示した。 
 第 2 章では、団地の居住世帯を対象としたアンケート調査結果から、団地における自家
用車保有と駐車場利用の実態、今後の駐車場の需要を明らかにし、「駐車場の再構成に向け
た課題」と、再構成に向けた課題からみた「駐車場整備のあり方」を示した。 
 第 3 章では、団地の居住世帯を対象としたアンケート調査結果から、カーシェアリング
の普及によって削減される自家用車の状況、転用が可能となる駐車場の状況を明らかにし、
「駐車場の再構成に向けた方法」と、再構成に向けた方法からみた「駐車場整備のあり方」
を示した。 
 第 4 章では、大阪府下の市町村を対象としたアンケート調査結果から、市町村における
共同住宅開発時の駐車場設置の指導状況を明らかにし、団地再編における「駐車場の再構
成に向けた行政の課題」と、行政の課題からみた「駐車場整備のあり方」を示した。 
 結論では、本論の第 1章から第 4章を総括し、「駐車場の再構成によって新たな施設、機
能を導入すること」が可能であることを示し、「公的賃貸住宅団地の再編に向けた駐車場整
備のあり方」を論じた。 
加えて本論文で示した駐車場空間整備のあり方に基づき、さまざまな団地の状況の中で、
早急に必要とされている団地再編を進めつつ、将来の人口減少社会にも対応できるような
フレキシブルな駐車場整備手法の実践を今後の課題として提示した。 
 
 
6. 研究の方法 
 本研究では、以下の調査を実施した。 
 大阪府下の市町村を対象に、「設置基準設定状況調査」として、共同住宅開発時の駐車場
設置基準について、各市町村が公表している条例や指導要綱等を調査した。また大阪府下
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の市町村の開発指導担当者を対象に、「共同住宅開発時の駐車場設置の指導状況調査」とし
て、共同住宅開発時における駐車場の設置に係る指導についてアンケート調査を行った。 
 大阪府下の団地を対象に、「駐車場整備状況調査」として、各団地の管理戸数と駐車場設
置台数、駐車場の形状について、事業主体により提供された資料などから調査した。また
同じく大阪府下の団地を対象に、「自家用車保有状況調査」として、駐車場契約台数と入居
戸数について、事業主体により提供された資料などから調査した。 
 都市郊外に立地する団地の居住世帯を対象に、「自家用車保有状況と保有意向調査」「自
家用車利用状況調査」「カーシェアリング利用意向調査」として、それぞれアンケート調査
を実施した。またカーシェアリングの利用者を対象に、「カーシェアリング利用実態調査」
としてヒアリング調査を行った。 
 これらの調査の結果に基づき、以下の検討を行った。 
 「設置基準設定状況調査」と「駐車場整備状況調査」の結果から、大阪府下の団地にお
ける駐車場設置率を求め、それぞれの団地がある市町村の設置基準と比較した。また「自
家用車保有状況調査」の結果から、それぞれの団地における自家用車の保有率を求め、駐
車場設置率と比較した。これらの結果から「団地における既設の駐車場が市町村の設置基
準を満たしていない団地数」と「駐車場台数に余剰のある団地数」を明らかにした。 
 「自家用車保有状況と保有意向調査」の結果から、居住世帯の自家用車保有台数と既設
駐車場の台数を比較し、「団地における駐車場台数の過不足」を求めた。また同調査の結果
から居住世帯の自家用車保有意向に基づく「団地における将来の自家用車保有率の変化」
を求めた。これらの結果から、居住世帯の「自家用車保有状況」「駐車場利用状況」「自家
用車需要状況」を明らかにした。 
 「自家用車利用状況調査」「カーシェアリング利用意向調査」「カーシェアリング利用実
態調査」の結果から、カーシェアリング利用コストと自家用車保有コストを比較し、また
カーシェアリング利用世帯のカーシェアリング利用時間と居住世帯の自家用車利用時間を
比較した。これらの結果から、団地の居住世帯がカーシェアリングへ乗り換えることによ
る「カーシェアリング普及により削減される自家用車の台数」と、「転用可能な駐車場用地
の面積」を明らかにした。 
 「設置基準設定状況調査」「共同住宅開発時の駐車場設置の指導状況調査」の結果から、
市町村における設置基準以外の指導、規定の内容、設置基準の設定根拠、団地の開発にお
ける設置基準の緩和状況、設置基準の今後の方向を整理した。これらの結果から「共同住
宅開発における駐車場設置の指導状況」を明らかにした。 
 これらの検討の結果にもとづき、以下の考察を行った。 
 「団地における既設の駐車場が市町村の設置基準を満たしていない団地数」と「駐車場
台数に余剰のある団地数」から「駐車場の再構成の方向」について考察し、「自家用車保有
状況」および「駐車場利用状況」「自家用車需要状況」から、「駐車場の再構成に向けた課
題」について考察した。また「カーシェアリング普及により削減される自家用車の台数」
と、「転用可能な駐車場用地の面積」から、「駐車場の再構成に向けた方法」について考察
し、「共同住宅開発における駐車場設置の指導状況」から「駐車場の再構成に向けた行政の
課題」について考察した。 
 これらの考察に基づき「駐車場整備のあり方」について、事業者の立場における「計画・
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設計」、行政の立場における「開発指導」のあり方を論じた。 
 最後に以上を総括し、「駐車場の再構成により、団地に新たな施設、機能を導入すること
が可能であること」を示し、「公的賃貸住宅団地の再編に向けた駐車場整備のあり方」を論
じた。 
 
 
7. 研究の位置付け 
7.1 集合住宅団地の駐車場についての既往研究 
 住田ら18)19)20)(1968)は、大阪近郊の公的集合住宅団地における居住世帯の自家用車保有、
利用状況、住民意識を調査し、敷地内への自動車の流入や、敷地内の通路上駐車の実態、
駐車場整備に対する住民意識を示し、集合住宅団地における自家用車管理の課題を述べて
いる。 
 加藤21)(1970)は、札幌市内の公的集合住宅団地における自家用車保有に対する住民意識を
調査し、自家用車保有率が 1965年から 10年間で数%から 50%弱まで上昇する可能性があ
ることを示している。また加藤22)(1972)は、札幌市内の公的集合住宅団地における自家用車
保有、使用状況、自家用車に対する住民意識を調査し、自家用車保有率の変化、敷地内に
おける駐車場所の状況を示し、集合住宅団地における自家用車管理の課題を述べている。 
 これらの研究は、1960 年代半ばから 1970 年代初頭にかけて実施されたもので、集合住
宅団地住民の自家用車保有率が上昇しつつあるなか、集合住宅団地における「自家用車の
管理」が課題として挙げられている。 
 山本ら23)24)(1979)(1980)は、東京近郊の公的分譲住宅団地における駐車場の設置状況を調
査し、集合住宅団地において入居当初から駐車場が不足する状況があったこと、また駐車
場を増設した後も依然不足する状況にあることを示している。 
 田辺ら25)(1983)は、東京近郊の集合住宅団地における駐車場の設置状況を調査し、公的分
譲住宅団地では、住民の自家用車保有率は上昇しているものの、保有率を満たす駐車場台
数が確保される状況があること、その一方で、公的賃貸住宅団地では、駐車場が不足して
いる状況があることを示している。 
 北原26)(1991)は、仙台市内の公営住宅団地における駐車場設置状況を調査し、自家用車台
数が駐車場台数を大きく上回り、駐車場不足により迷惑駐車などの問題が発生している状
況があることを示している。 
 田中ら27)(1991)は、名古屋市内の公営住宅団地における駐車場設置状況を調査し、自家用
車保有率が駐車場設置率を大きく上回る状況があること、自家用車保有世帯と非保有世帯
における年齢、収入等の階層構成が異なることを示し、今後の駐車場不足への対応として、
階層構成の変容を予測した駐車場の整備が必要であると述べている。 
 これらの研究は、1970 年代末から 1990 年代初頭にかけて実施されたもので、住民の自
家用車台数に対して駐車場の設置数が不足する状況にあるなか、集合住宅団地における「駐
車場の不足」が課題として挙げられている。 
 関原ら28)(1991)は、住宅都市整備公団(現UR都市再生機構)が新規に供給する分譲住宅団
地、賃貸住宅団地では、設置率は概ね入居世帯の保有率を満足する状況にあるが、今後も
居住環境に配慮しつつ高設置率化を図っていく必要性があると述べている。 
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 久保田ら29)(1997)は、東京近郊の集合住宅団地における駐車場設置状況を調査し、1990
年代に建設された集合住宅団地では、概ね需要を満たす駐車場が供給されており、それ以
前に建設されたものでも、増設により駐車場の不足が解消しつつあることを示し、今後は
大型車両への対応、複数台保有への対応が必要と述べている。 
 これらの研究は 1980年代末から 1990年代にかけて実施されたもので、新築の集合住宅
団地においては設置率の向上、既設の集合住宅団地においては増設により、駐車場不足が
解消される状況がみられることがわかる。しかし、将来の駐車場に対する要求は、一台当
たりの駐車場面積の拡大や複数台保有に対応した設置率の向上であり、「駐車場の拡大」が
課題として挙げられている。 
 林ら30)(1996)は、福岡市内の集合住宅団地の住民における年収、世帯構成、ライフサイク
ルステージ別の自家用車保有率を調査し、高齢の世帯や、退職者の世帯では保有率が低く、
他の世帯では高いことを示している。また林31)は(1997)、福岡市内の集合住宅団地における
ライフサイクルステージ別の自家用車保有状況をモデル化し、団地住民のライフステージ
構成の違いによる団地ごとの自家用車保有状況の特性を考慮した駐車場計画を行う必要が
あることを述べている。 
 福岡ら32)(1998)は、札幌市内の民間分譲住宅団地における住民の自家用車保有状況、敷地
のオープンスペースの状況、住民意識を調査し、オープンスペースが少ないと住民が感じ
る住民が多い状況を示し、今後の駐車場計画のあり方を述べている。 
 南ら33)(2007)は、市街地に立地する 1980年代以降に建てられた民間分譲住宅団地、公的
賃貸住宅団地における敷地面積、駐車場設置率等を調査し、敷地面積に対して駐車場の占
める空間が大きくなっている状況を示している。また南ら34)(2008)は、駐車場の占める空間
の大きさを指標化し、今後の駐車場計画には、その指標に基づく評価を反映させる必要が
あることを述べている。 
 これらの研究は、1990 年代後半から 2000 年代に実施されたもので、駐車場の不足や駐
車場の拡大は課題となっておらず、それらが解消した状況における、今後の「駐車場計画
のあり方」を課題としている。 
 賀満田ら35)(2013)は、大阪近郊の 2005年以降に建てられた民間分譲住宅団地における駐
車場利用状況を調査し、駐車場に余剰があること、自治体による設置基準が過大となって
いることを示し、敷地の有効活用を目的として、駐車場台数の適正化を図る必要があるこ
とを述べている。 
 この研究は、2010年代に実施されたもので、駐車場の余剰や、設置基準の過大が示され、
駐車場台数の適正化、敷地の有効活用といった「駐車場整備のあり方」が課題となってい
る。 
 このように、集合住宅団地の駐車場についての研究は、1960～70 年代に、「自家用車の
管理」を課題として始まり、その後の 1980～1990年代に「駐車場の不足」「駐車場の拡大」
といった駐車場の量的課題が対象となり、2000年代以降の近年において「駐車場計画のあ
り方」や「駐車場整備のあり方」を課題としている。 
 
7.2 カーシェアリングについての既往研究 
 松實ら36)(2007)は中京都市圏におけるパーソントリップ調査(以下PT調査)を実施し、カー
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シェアリング導入によって自動車台数の削減が可能であることを示している。また山本
ら37)(2007)は愛知県豊田市、石村ら38)(2011)は松山都市圏におけるPT調査を実施し、同じく
それらの都市域において、カーシェアリング導入による自動車台数の削減が可能であると
述べている。 
 これらの研究はいずれも都市域における PT 調査の結果から自動車の利用状況が示され、
カーシェアリング導入による「自動車削減の可能性」を課題としている。 
 太田ら39)(2008)は全国の免許保有者を対象として、カーシェアリングの利用意向を調査し、
利用促進の手法について述べている。田口ら40)(2009)は、秋田市域の住民を対象として、カ
ーシェアリング利用意向について調査し、カーシェアリングの導入可能性を検討している。
太田ら41)(2009)は相模原市域の住民、事業所を対象として、カーシェアリング利用意向を調
査し、カーシェアリング需要について述べている。安江ら42)(2013)は、名古屋市域のカーシ
ェア事業者等の会員を対象としてカーシェアリング利用意向を調査し、利用促進に向けた
手法について述べている。 
 これらの研究は、全国あるいは市域におけるカーシェアリングの利用意向を調査した結
果を示し、市民、住民からみた「カーシェアリング導入の可能性」を課題としている。 
 賀満田ら35)(2013)は、大阪近郊の 2005年以降に建てられた民間分譲住宅団地の住民を対
象としてカーシェアリング利用意向を調査し、カーシェアリング導入による駐車場台数の
削減の可能性について述べている。 
 この研究は、民間分譲住宅団地住民のカーシェアの利用意向を示し、「カーシェアリング
導入による駐車場削減」を課題としている。 
 このように、近年のカーシェアリングと自家用車についての研究は、都市域における「自
動車削減の可能性」、「カーシェアリング導入の可能性」、団地における「カーシェアリング
導入による駐車場削減」を課題としている。 
 
7.3 研究の位置付け 
 本研究は、公的賃貸住宅団地における団地再編を対象とした「駐車場の再構成」と「駐
車場整備のあり方」を課題とする。また公的賃貸住宅団地におけるカーシェアリング導入
による自家用車削減の可能性に着目し、カーシェアリング導入による「駐車場の再構成」
と「駐車場整備のあり方」、さらに自治体における駐車場設置についての指導状況からみた
「駐車場整備のあり方」を課題とする。 
 このような公的賃貸住宅団地の団地再編に向けた「駐車場の再構成」「駐車場整備のあり
方」を課題とした研究は見当たらない。 
 
 
注 
注 1 各法の目的は以下のとおりである2)3)4)5)6)7)。 
①公営住宅法 
第一条  この法律は、国及び地方公共団体が協力して、健康で文化的な生活を営むに足り
る住宅を整備し、これを住宅に困窮する低額所得者に対して低廉な家賃で賃貸し、又は転
貸することにより、国民生活の安定と社会福祉の増進に寄与することを目的とする。 
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②地方住宅供給公社法 
第１条 地方住宅供給公社は、住宅の不足の著しい地域において、住宅を必要とする勤労
者の資金を受け入れ、これをその他の資金とあわせて活用して、これらの者に居住環境の
良好な集団住宅及びその用に供する宅地を供給し、もつて住民の生活の安定と社会福祉の
増進に寄与することを目的とする。 
③日本住宅公団法 
第一条 日本住宅公団は、住宅の不足の著しい地域において、住宅に困窮する勤労者のた
めに耐火性能を有する構造の集団住宅及び宅地の大規模な供給を行うとともに、健全な新
市街地を造成するための土地区画整理事業を施行することにより、国民生活の安定と社会
福祉の増進に寄与することを目的とする。 
④住宅・都市整備公団法 
第一条 住宅・都市整備公団は、住宅事情の改善を特に必要とする大都市地域その他の都
市地域において健康で文化的な生活を営むに足りる良好な居住性能及び居住環境を有する
集団住宅及び宅地の大規模な供給を行うとともに、当該地域において健全な市街地に造成
し、又は再開発するために市街地開発事業等を行い、並びに都市環境の改善の効果の大き
い根幹的な都市公園の整備を行うこと等により、国民生活の安定と福祉の増進に寄与する
ことを目的とする。 
⑤都市基盤整備公団法 
第一条 都市基盤整備公団は、地方公共団体、民間事業者等との協力及び役割分担の下に、
人口及び経済、文化等に関する機能の集中に対応した秩序ある整備が十分に行われていな
い大都市地域その他の都市地域における健康で文化的な都市生活及び機能的な都市活動の
基盤整備として居住環境の向上及び都市機能の増進を図るための市街地の整備改善並びに
賃貸住宅の供給及び管理に関する業務を行い、並びに都市環境の改善の効果の大きい根幹
的な都市公園の整備を行うこと等により、国民生活の安定向上と国民経済の健全な発展に
寄与することを目的とする。 
⑥独立行政法人都市再生機構法 
第三条  独立行政法人都市再生機構（以下「機構」という。）は、機能的な都市活動及び
豊かな都市生活を営む基盤の整備が社会経済情勢の変化に対応して十分に行われていない
大都市及び地域社会の中心となる都市において、市街地の整備改善及び賃貸住宅の供給の
支援に関する業務を行うことにより、社会経済情勢の変化に対応した都市機能の高度化及
び居住環境の向上を通じてこれらの都市の再生を図るとともに、都市基盤整備公団（以下
「都市公団」という。）から承継した賃貸住宅等の管理等に関する業務を行うことにより、
良好な居住環境を備えた賃貸住宅の安定的な確保を図り、もって都市の健全な発展と国民
生活の安定向上に寄与することを目的とする。 
注 2 以下の計画等に基づき、団地再生事業が進められている。 
 公営住宅等長寿命化計画策定指針10)(2009)が国土交通省から示されている。UR都市再生
機構では、UR賃貸住宅の長寿命化に関する計画11)(2014)が示されている。また公営住宅と
公社賃貸住宅について、大阪府を例にとると、それぞれ大阪府営住宅ストック総合活用計
画12)(2012)、大阪府住宅供給公社のあり方13)(2008)が示されている。 
注 3 住宅団地の再生のあり方に関する検討会による、住宅団地の再生のあり方－とりまと
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め14)(2016)では、以下の通り示されている。「我が国では、高度経済成長期以降に、都市近
郊を中心に大規模な住宅団地が供給された。これらの中には、既に建物や設備の老朽化が
進み、建替え、改修を含めた再生を図る必要に迫られているものも多くなっている。また、
人口減少社会の到来に伴い、都市近郊等の住宅団地においては、空き家の増加や住民の高
齢化が進展し、団地の集約・再編と併せて、医療・福祉・子育て支援施設などの生活支援
施設の整備により、地域の拠点として再生していくことが求められている。」 
 またUR都市再生機構では、UR賃貸住宅の長寿命化に関する計画10)において、長寿命化
の目的の一つとして、「新たな社会ニーズ(超高齢社会、子育て支援、地域の防災拠点、等)
への対応」が挙げられている。 
 公営住宅と公社賃貸住宅について、大阪府を例にとると、大阪府営住宅ストック総合活
用計画12)では、大阪府営住宅が対応すべき課題の一つとして、「都市型高齢社会・人口減少
社会に対応するため、府営住宅資産を活用して、生活支援サービスの導入を促進する等、
地域の人々にとって、豊かさが実感でき、地域力の向上に資するとともに、雇用を創出す
るなど成長戦略に寄与する地域のまちづくりを地域経営の主体である市町とともに進め行
くことが必要です。」としており、また大阪府住宅供給公社のあり方13)では、公社団地の今
後のあり方の一つとして「一定のまとまった敷地を有する団地が多く、建替えに伴い、土
地の高度利用により余剰地(再生地)を生み出し、これを活用することにより地元市等と連携
して施設の導入を図るなど、地域のまちづくりにも貢献できる」としている。 
注 4 一般財団法人自動車検査登録情報協会ウェブサイトにおいて公開されている自家用
車保有台数の推移15)より計算した。 
注 5 国土交通省では将来交通需要推計16)において、我が国の自家用車台数は 2020 年の
6540万台をピークとして、その後は減少し、2050年には5,810万台になると予測している。 
注 6 会計検査院による、平成 22年 10月 19日付け 独立行政法人都市再生機構理事長あ
ての『賃貸住宅団地内の駐車場事業の経営について』43)において、「契約台数は 16 年度の
約 31万台をピークに減少に転じ、21年度は約 29万台に減少している。」と示されている。 
 
 
賃貸住宅団地内の駐車場台数と契約台数の推移 
（出典 会計検査院 賃貸住宅団地内の駐車場事業の経営について） 
 
注 7 公益財団法人交通エコロジー・モビリティ財団17)によると、カーシェアリングとは以
下のとおりである。 
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 「カーシェアリングとは、1台の自動車を複数の会員が共同で利用する自動車の新しい利
用形態で、当初は仲間同士等で自然発生的に行われていたものが、組織的に運営されるよ
うになったものです。」またカーシェアリングの世界的状況として以下の通り説明している。
「組織的なカーシェアリングは、1980年代後半に欧州で始まり、90年代には北米などにも
広まり、2012年 10月時点では欧米を中心に世界 27カ国で運営されており、利用者人口は
1,788,000人、車両数は 43,550台に達しています。」 
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1.1 はじめに 
 高度成長期に建設された多くの団地において、建設後の自家用車保有世帯の増加による
駐車場不足に対応するために、駐車場が増設されてきた。しかし、団地では、一戸につき
一台分の駐車場注 1)が確保されていないもの、市町村が定める設置基準（条例、開発指導要
綱等によって開発時に設置が求められる最低限の台数、以下設置基準）を満たしていない
ものがある。 
 一方近年、駐車場を部分的に閉鎖するなど、駐車場台数に余剰のある団地がみられる。 
 駐車場台数に余剰のある団地について、団地再編を考える場合、ストック活用型団地再
編では、余剰となっている駐車場は、新たな機能を導入する用地として転用するなど、団
地再編に向けた転用、活用が可能である。また建替え型団地再編では、設置基準を満たし
ていない団地は、設置基準を満たすよう駐車場を増設する必要がある。しかし、余剰のあ
る団地において、設置基準を満たす建替えを行うと、余剰がさらに増加する可能性がある。
余剰が生じないよう整備することで、新たな施設、機能を導入する用地や空間を確保する
ことが可能である。 
 今後の駐車場整備の計画においては、余剰に対応し駐車場を多様な目的に転用、活用す
ることが容易な場所として計画すること、また設計においては、用地、空間の転用や建築
物の導入が容易な設計とすることが望ましいと考えられる。さらに法、条例、要綱整備な
どにおける開発指導のあり方は、駐車場を多様な目的に転用可能な空間として整備するこ
とを指導することが望まれる。 
 そこで本章では、団地における駐車場整備状況や利用状況、設置基準等の実態を把握し、
それらの結果から、今後の駐車場整備のあり方を検討した。 
 本章では大阪府下の団地における駐車場整備状況、居住世帯の駐車場利用状況、大阪府
下の市町村が定める設置基準を調査し、団地における既設の駐車場が市町村の設置基準を
満たしていない団地の状況、既設の駐車場台数に余剰がある団地の状況を明らかにした。
その結果に基づき、「駐車場の再構成の方向」と再構成の方向からみた「駐車場整備のあり
方」を示した。 
 
1.2 本章の目的 
 本章の目的は、①駐車場の設置率(=駐車場設置台数/管理戸数)が市町村の設置基準を満た
していない団地数、②それらの団地のうち駐車場台数に余剰のある団地数を明らかにし、
③「駐車場の再構成の方向」と、④再構成の方向からみた「駐車場整備のあり方」を示す
ことである。 
 
1.3 研究の方法 
1.3.1 研究の方法 
 「駐車場の設置率が市町村の設置基準を満たしていない団地数」を明らかにすることを
目的に、「駐車場整備状況調査」として、大阪府下の団地における管理戸数と駐車場設置台
数、駐車場の形状を事業主体により提供された資料などから調査した。大阪府営住宅(以下
府営住宅)、大阪府住宅供給公社の賃貸集合住宅(以下公社団地)、大阪府にあるＵＲ都市再
生機構の賃貸集合住宅(以下ＵＲ団地)について、それぞれ管理戸数 200戸以上の団地を対象
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とした。なお府営住宅のうち、入居者の収入基準が異なる特定公共賃貸住宅、また府営住
宅と公社団地が混在するペア住宅は除外した。 
 また「設置基準設定状況調査」として、大阪府下の市町村における設置基準について、
大阪府下の 43市町村を対象とし、各市町村が公表している条例や指導要綱等から整理した。 
 「駐車場整備状況調査」と「設置基準設定状況調査」の結果から、団地の管理戸数と駐
車場設置台数から設置率を求め、それぞれの団地がある市町村の設置基準と比較した。 
 続いて「駐車場台数に余剰のある団地数」を明らかにすることを目的に、「自家用車保有
状況調査」として、それぞれの団地における駐車場契約台数と入居戸数について事業主体
により提供された資料などから調査した。「駐車場の設置率が市町村の設置基準を満たして
いない団地」のうち、昭和 40 年代に建設された団地を対象とした。「自家用車保有状況調
査」の結果から、駐車場契約台数を自家用車保有台数と見なし、それぞれの団地の自家用
車保有台数と居住戸数から、自家用車の保有率(=自家用車保有台数/居住戸数)を求め、設置
率と比較した。 
 これらの結果から、「駐車場の再構成の方向」を考察し、再構成の方向からみた「駐車場
整備のあり方」について、事業者の立場における「計画・設計」、行政の立場における「開
発指導」のあり方を論じた。 
 
1.3.2 駐車場台数の余剰の定義 
 本研究では、駐車場台数の余剰を以下の通り定義した。 
 それぞれの団地において、居住世帯の自家用車保有状況から、設置が必要とされる駐車
場台数(以下、必要駐車場台数とする)を、「管理戸数×保有率」によって求められる値とし、
設置台数との差、「駐車場設置台数－必要駐車場台数」を余剰台数とした。そして余剰台数
を管理戸数で除して一般化した値を、需給差(単位:ポイント)とし、設置台数が必要台数より
多く、需給差が正の場合には余剰があり、逆に少なく、負の場合には余剰がないと定義し
た。なお、需給差を求める式を変換すると、設置率と保有率の差、「設置率－保有率」によ
って表され、本研究では、需給差を駐車場の余剰を定量的に示す指標とした。 
  なお、空き駐車場台数の実数である「駐車場設置台数－保有台数」を余剰台数としなか
ったのは、団地に空き住戸がある場合において、空き駐車場台数の実数には、空き住戸に
入居する世帯が必要とする分の駐車場台数が含まれることから、余剰を過大に評価するこ
とを避けるためである。 
 本研究では、居住世帯の自家用車保有に係る属性(保有の有無や台数)は、団地の立地、交
通の利便性などから決定されると考え、空き住戸に入居する世帯における保有率を、現状
の居住世帯の保有率と同率とし、空き住戸に入居する世帯が保有すると想定される台数を、
「空住戸数×保有率」として求めた。この想定される台数と保有台数を加えた台数を、「必
要駐車場台数」とし(これは管理戸数×保有率に等しい)、設置台数との差である、「設置台
数－必要駐車場台数」を余剰台数とした。 
 余剰台数の計算事例を以下に示す。 
 管理戸数 1,428戸、駐車場設置台数 734台(設置率 51.4% (734台／1,428戸))の団地にお
いて入居戸数は 1,252戸、保有台数は 487台(保有率 38.9%(487台／1,252戸))であった。 
 空き駐車場台数の実数「駐車場設置台数－保有台数」は 247台(734台－487台)であるが、
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これには空き住戸 176戸(1,428戸－1,252戸、空き家率 12.3%)に入居する世帯が必要とす
る台数が含まれる。そこで、空き住戸に入居する世帯が保有すると想定される台数を 68台
(空住戸数×保有率＝176戸×38.9%)とし、この分が過大に評価されているとした。 
 これより空き住戸に入居する世帯が保有すると想定される台数 68台に、現状の保有台数
を加えた 555 台(68 台＋487 台)を必要駐車場台数とし、余剰台数「駐車場設置台数－必要
駐車場台数」は 179台(734台－555台)、需給差「余剰台数／管理戸数」は 12.5ポイント(179
台／1,428戸)とした。 
 なお、「必要駐車場台数」555台は、「管理戸数×保有率＝1,428戸×38.9%」により求め
られ、需給差 12.5ポイントは「設置率－保有率＝51.4%－38.9%」によって求められる。 
 一方、需給差の値が負の値をとる場合について、本研究では余剰がないと定義した。た
だし、需給差の値が負の値をとる団地でも実際の駐車場台数の不足にはなっていない。そ
の事例を以下に示す。 
 管理戸数 340戸、駐車場設置台数 220台の団地において、入居戸数は 304戸、保有台数
は 203台であった。この場合、保有率は 66.8%(203台／304戸)となり、「必要駐車場台数」
は 227台(340戸×66.8%)である。 
 必要台数が駐車場設置台数を上回り、余剰台数は－7台(220－227台)、需給差は、－2.1
ポイントとなることから、本研究では余剰がないとする。しかしこの団地は、居住世帯が
保有する 203 台以上の駐車場が確保されており、本団地の現状において実際の駐車場台数
不足にはなっていない。 
 このような団地において、実数として不足が生じるのは、空き住戸の多くに入居があり、
それら世帯の保有率が、既居住世帯の保有率と同率または同率以上であったときである。 
 
1.4 駐車場の設置率が市町村の設置基準を満たしていない団地数 
1.4.1 駐車場整備状況調査 
(1) 調査概要 
 府営住宅、公社団地、UR団地における管理戸数 200戸以上の 357団地について、管理戸
数と駐車場設置台数に関する資料を、各事業者から提供を受け注 2)、駐車場設置台数を管理
戸数で除し、それぞれの団地における駐車場の設置率(単位%)を求めた。 
 管理者別の団地の内訳は、府営住宅 194団地 106,457戸、公社団地 38団地 13,266戸、
UR団地 125団地 98,445戸である。調査対象とした団地の概要を表 1-1に示した。 
 357団地のうち、昭和 40年代(1965～1974年)に開発された団地は、150団地であり、他
の年代に開発された団地と比較して多く、特徴的な年代となっている。 
 昭和 40年代に開発された団地の管理者別の内訳は、府営住宅 94団地 61,559戸、公社団
地 22団地 8,835戸、UR団地 34団地 46,633戸である。 
 本調査では、357団地を「全年代団地」として整理し、昭和 40年代に建設された団地を
「S40年代団地」として整理した。 
 「全年代団地」の立地について図 1-1に示した。 
 大阪府は北部の北摂山地、西部の生駒山地、金剛山地、南部の和泉山地に囲まれ、大阪
湾に注ぐ淀川および大和川の氾濫原である大阪平野、また山地裾部にある千里丘陵(北摂山
地裾)、泉北丘陵、泉南台地(それぞれ和泉山地袖)からなり、多くの団地は平野部および丘
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陵、台地に開発され、一部が湾岸の埋め立て域にある。 
 「S40年代団地」の立地について図 1-2に示した。「S40年代団地」は大阪市内の団地が
少なく、周辺域に立地する。 
 また大阪府は、西日本旅客鉄道（JR 西日本）のほか、近畿日本鉄道（近鉄）、京阪電気
鉄道、阪急電鉄、阪神電気鉄道、南海電気鉄道、北大阪急行電鉄、泉北高速鉄道など鉄道
網が発達しており、団地はそれら鉄道の駅から徒歩、またはバスによってアクセスされる。 
  
 
 
表 1-1 調査対象団地 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
●府営住宅 〇公社団地 △ＵＲ団地     鉄道  
図 1-1 調査対象団地の位置 
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●府営住宅 〇公社団地 △ＵＲ団地     鉄道  
図 1-2 S40年代団地の位置 
 
 
 
 
 
(2)駐車場の設置率 
1)「全年代団地」 
 「全年代団地」のそれぞれの団地における駐車場の設置率について図 1-3に示した。 
 府営住宅 194団地における設置率の平均は 57.6%であった。設置率別に、25%未満、25%
以上 50%未満、50%以上 75%未満、75%以上 100%未満、100%以上に分類すると、50%以
上 75%未満の団地が 194団地中 127団地と多かった。100%を超える団地は無かった。 
 公社団地における設置率の平均は 72.4%で、三者の中ではもっとも高かった。38団地中、
50%以上 75%未満、75%以上 100%未満の団地がそれぞれ 20団地、15団地で多かった。100%
を超える団地は無かった。 
 ＵＲ団地における設置率の平均は 49.7%で、三者の中ではもっとも低かった。125団地中、
25%以上 50%未満、50%以上 75%未満の団地がそれぞれ 54団地、49団地と多かった。Ｕ
Ｒ団地では、50%未満の団地が 125 団地中 65 団地と全体の半数以上であった。100%以上
の団地が 1団地あった。 
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図 1-3 駐車場設置率（全対象団地） 
 
 
2)「S40年代団地」 
 「S40年代団地」における駐車場設置率について図 1-4に示した。 
 「S40年代団地」のうち、府営住宅 94団地における設置率の平均は 59.3%であった。94
団地中、50%以上 75%未満の団地が 60団地と多かった。公社団地 22団地における設置率
の平均は 75.9%であった。三者の中ではもっとも高かった。22団地中、50%以上 75%未満、
75%以上 100%未満の団地がそれぞれ 9団地、12団地と多かった。ＵＲ団地 34団地におけ
る設置率の平均は 48.0%で、三者の中では最も低かった。34 団地中、25%以上 50%未満、
50%以上 75%未満の団地がそれぞれ 12団地、18団地と多かった。 
 府営住宅、公社団地、UR団地とも 100%以上の団地は無かった。 
 
 
 
 
図 1-4 駐車場設置率（S40年代団地） 
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1.4.2  設置基準設定状況調査 
(1) 調査概要 
 大阪府下 43市町村における「世帯向け共同住宅における設置基準」を公表された条例や
指導要綱等を調査し注 3)、「駐車場整備状況調査」で対象とした「全年代団地」「S40 年代団
地」が該当する設置基準を整理した。43市町村の位置について図 1-5に示した。 
 
 
 
 
 
図 1-5 大阪府下市町村位置 
 
 
 
(2) 設置基準の設定状況 
 設置基準の設定状況について、表 1-2に示した。 
 43市町村のうち、条件分けせず一律で設置基準を規定している市町村が 29あり、条件分
けして規定している市町村が 12 あった。条件分けについてみると、「開発戸数」で分ける
市町村が 4、「開発面積」「区分所有住宅か否か」で分ける市町村がそれぞれ 2、「住戸面積
および戸数」「開発面積および公的住宅か否か」「地域および公的住宅か否か」「用途地域」
で分ける市町村がそれぞれ 1あった。 
 また努力目標としている市町村が 1、建築主事が置かず、独自の基準を持たない市町村が
1あった。 
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(3) 設置基準と該当する団地数 
 設置基準について、対象とした団地が該当する市町村の条件分け別に、開発戸数に対す
る駐車場台数の割合(単位％)に換算した値と、それぞれに該当する団地の数を表 1-3に示し
た。また設置基準の一覧について表 1-4(1)、1-4(2)に示した。 
 条件分け無しの市町村についてみると、設置基準を 50%または 50%以上とする 8市町村
において、「全対象団地」は 27団地、「S40年代団地」は 4団地あった。設置基準を 70%以
上とする市町村において、それぞれ 7団地、2団地、80%以上とする市町村においては両団
地とも無く、100%または 100%以上とする 19市町村において、それぞれ 74団地、37団地
あった。 
 「開発戸数」で分ける市町村についてみると、条件分けを 50戸以上、設置基準を 80%と
する市町村において、「全対象団地」は 17団地、「S40年代団地」は 7団地あった。条件分
けを 51戸以上、設置基準を 70%とする市町村において、それぞれ 13団地、3団地あった。
条件分けを 70戸以上、設置基準を 80%とする市町村において、それぞれ 78団地、55団地
あった。条件分けを 201戸以上、設置基準を 100%とする市町村において、それぞれ 13団
地、7団地あった。 
 「開発面積」で分ける市町村についてみると、条件分けを 3,000m2以上、設置基準を 100%
以上とする 2市町村において、「全対象団地」は 4団地、「S40年代団地」は 1団地あった。 
 「区分所有住宅か否か」で分ける市町村についてみると、条件分けを非区分所有、設置
基準を 50%とする市町村において、「全対象団地」は 2団地、「S40年代団地」は 1団地あ
った。条件分けを非区分所有、設置基準を 70%とする市町村において、それぞれ 3団地、2
団地あった。 
 「住戸面積および戸数」で分ける市町村についてみると、条件分けを住戸面積 35m2以上
かつ 70 戸以上、設置基準を 50%とする市町村において、「全対象団地」は 68 団地、「S40
年代団地」は 11団地あった。 
「開発面積および公的住宅か否か」で分ける市町村についてみると、条件分けを開発面
積 3,000m2以上かつ公的住宅で、設置基準を 70%とする市町村において、「全対象団地」が
26団地、「S40年代団地」が 10団地あった。 
「地域および公的住宅か否か」で分ける市町村についてみると、地域 a において設置基
準を 50%とし、地域 bかつ公的住宅において設置基準を 70%とする市町村において、地域
aでは「全対象団地」が 6団地、「S40年代団地」が 2団地あり、地域 bではそれぞれ、12
団地、6団地あった。 
「用途地域」で分ける市町村についてみると、設置基準を 80%以上とする第一種低層住
居専用地域において、「全対象団地」が 1 団地、「S40 年代団地」が 1 団地あった。設置基
準を 60%以上とする第一種中高層住居専用地域と第二種中高層住居専用地域において、「全
対象団地」が 1 団地、設置基準を 50%以上とする第一種住居地域において、「全対象団地」
が 1団地、設置基準を 80%以上とする工業地域において「全対象団地」が 1団地、「S40年
代団地」が 1団地あった。 
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表 1-2 市町村における設置基準 
 
 
 
表 1-3 設置基準別の団地数 
 
 
2-12 
 
表 1-4(1) 市町村別設置基準一覧(その 1) 
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表 1-4(2) 市町村別設置基準一覧(その 2) 
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1.4.3  駐車場の設置率が市町村の設置基準を満たしていない団地数 
(1) 設置率と設置基準の比較 
1) 「全年代団地」 
「全年代団地」について、設置基準と設置率を比較した結果を図 1-6に示した。設置基準
が 50%、50%以上に規定される区域にある団地で、設置基準を満たしていないのは、府営
住宅 49団地中 24団地(49.0%)、公社団地 2団地中 1団地(50.0%)、ＵＲ団地 53団地中 42
団地(79.2%)であった。 
 設置基準が 60%、70%、70%以上、80%、80%以上に規定される区域にある団地で、設置
基準を満たしていないのは、府営住宅 79団地中 71団地(89.9%)、公社団地 26団地中 10団
地(38.5%)、ＵＲ団地 55団地中 47団地(85.5%)であった。 
 設置基準が 100%、100%以上に規定される区域にある団地で、設置基準を満たしていな
いのは、府営住宅 66団地、公社団地 10団地、ＵＲ団地 17団地の全ての団地であり、設置
基準を満たした団地は無かった。 
 
 
 
 
 
 
図 1-6 設置率と設置基準の比較(全対象団地) 
 
 
設置基準 50%、50%以上 
設置基準 60%、70%、70%以上、80%、80%以上 
設置基準 100%、100%以上 
2-15 
 
基準を満たしていない団地における設置率と設置基準の差(単位ポイント)について、図
1-7に示した。府営住宅では 25ポイント以上 50ポイント未満の団地が多かった。公社団地
では 10ポイント未満、ＵＲ団地では 10ポイント以上 25ポイント未満の団地が多かった。 
 
 
図 1-7 設置率と設置基準の差(全対象団地) 
 
2)「S40年代団地」 
 「S40年代団地」について、設置基準と設置率を比較した結果について図 1-8に示した。
設置基準が 50%、50%以上に規定される区域にある団地で、設置基準を満たしていないの
は、府営住宅 11団地中 6団地(54.5%)、ＵＲ団地 8団地中 7団地(87.5%)であった。公社団
地はなかった。 
 
 
 
 
図 1-8 設置率と設置基準の差(S40年代団地) 
設置基準 50%、50%以上 
設置基準 60%、70%、70%以上、80%、80%以上 
設置基準 100%、100%以上 
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 設置基準が 60%、70%、70%以上、80%、80%以上に規定される区域にある団地で、設置
基準を満たしていないのは、府営住宅 51団地中 47団地(92.2%)、公社団地 15団地中 7団
地(46.7%)、ＵＲ団地 20団地中 19団地(95.0%)であった。 
 設置基準が 100%、100%以上に規定される区域ある団地で、設置基準を満たしていない
のは、府営住宅 32団地、公社団地 7団地、ＵＲ団地 6団地、全ての団地であった。 
 基準を満たしていない団地の設置率と設置基準の差について図 1-9に示した。府営住宅、
公社団地、ＵＲ団地とも、25ポイント以上 50ポイント未満の団地が多かった。 
 
 
 
図 1-9 設置率と設置基準の差(S40年代団地) 
 
 
 
(2) 駐車場の設置率が市町村の設置基準を満たしていない団地数 
 「全年代団地」では、設置基準を満たしていない団地は 357団地中 288団地(80.7%)であ
った。また「S40年代団地」では 150団地中 131団地(87.3%)であった。「S40年代団地」
において、設置基準を満たしていない団地の割合は「全年代団地」に比較して高かった。 
 設置基準を満たしていない「全年代団地」288団地について、設置基準に基づいて設置が
必要とされる駐車場の台数を求めると 146,200 台であった。一方で、既設の駐車場台数は
101,515 台であり、44,685 台の駐車場が不足していた。また「S40 年代団地」131 団地に
おいて、設置基準から必要とされる台数は 87,204 台、既設の駐車場台数は 61,053 台であ
り、26,151台の駐車場が不足していた。 
 
1.5  駐車場台数に余剰のある団地数 
1.5.1 自家用車保有状況調査 
(1) 調査概要 
 「S40年代団地」のうち、設置基準を満たしていない団地について、駐車場契約台数と入
居戸数を整理した。府営住宅と公社団地については、各事業者から駐車場契約台数と入居
戸数について情報の提供を受け注 2)、これを整理した。ＵＲ団地については、駐車場契約台
数をＵＲ都市機構のウェブサイトに公開された駐車場空き状況から整理し注 4)、入居戸数に
ついて、空き住戸数の現地調査を行った結果注 5)から整理した。これより、それぞれの団地
における自家用車保有率(以下保有率)を求めた。 
 なお設置基準を満たしていない「S40年代団地」131団地のうち、耐震改修等により、調
2-17 
 
査時において、募集を停止していた 22団地を除く 109団地(府営住宅 72団地 48,916戸、
公社団地 14団地 5,019戸、ＵＲ団地 23団地 34,672戸)を検討の対象とした。 
 
(2) 自家用車保有状況 
 団地ごとの保有率について図 1-10に示した。 
 府営住宅における平均の保有率は47.1%であった。25%以上50%未満の団地が多かった。
公社団地とＵＲ団地における平均の保有率は、それぞれ 56.5%、42.3%であった。公社団地
では 50%以上 75%未満の団地が多く、ＵＲ団地では 25%以上 50%未満の団地が多かった。 
 
 
 
図 1-10 自家用車の保有率 
 
 
 
(3) 需給差 
 団地における設置率と保有率から需給差を求め、その結果を図 1-11に示した。 
 府営住宅において需給差が正となる団地は 72団地中 69団地(95.8%)であった。需給差が
負となる団地は 3 団地であった。公社団地において需給差が正となる団地は 14 団地中 12
団地(85.7%)、ＵＲ団地では、23団地中 17団地(73.9%)であった。需給差が負となる団地は
それぞれ 2団地、6団地であった。 
 
 
 
図 1-11 受給差 
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1.5.2 駐車場台数に余剰のある団地数 
(1) 駐車場台数に余剰のある団地数 
 駐車場台数に余剰のある団地の状況について表 1-5に示した。 
需給差が正の団地を駐車場台数に余剰がある団地とすると、その団地数は、対象とした
109団地のうち府営住宅 69団地、公社団地 12団地、ＵＲ団地 17団地の計 98団地(90.0%)
であった。 
余剰の台数を求めると、府営住宅 69団地における管理戸数は 47,301戸、入居戸数 41,858
戸、設置台数 28,532 台、保有台数 20,291 台であった。これより保有率は
48.5%(20,291/41,858)であり、必要駐車場台数は 22,929台(47,301×48.5%)と求められる。
よって余剰台数は設置台数 28,532台から必要駐車場台数 22,929台を差し引いた 5,602台
であり、1団地あたりの平均余剰台数は、約 81台であった。 
同様に、公社団地 12団地では、管理戸数は 4,421戸、入居戸数 4,282戸、設置台数 3,176
台、保有台数 2,452台であった。これより余剰台数を求めると、644台であり、1団地あた
りの平均余剰台数は、約 54台であった。 
ＵＲ団地 17団地では、管理戸数は 21,059戸、入居戸数 19,709戸、設置台数 10,511台、
保有台数 7,851台であった。これより余剰台数を求めると、2,122台であり、1団地あたり
の平均余剰台数は、約 125台であった。 
 
 
表 1-5 駐車場台数に余剰のある団地の状況 
 
 
 
(2) 駐車場の形態 
「駐車場台数に余剰のある団地」98 団地における駐車場の形態について、平面駐車場、
立体(自走式)駐車場、立体(機械式)駐車場に分類し、結果を図 1-12に示した。 
 府営住宅 69 団地の駐車場はすべて平面駐車場のみ整備されていた。公社団地では、12
団地中 1 団地において、平面と立体(自走式、機械式)駐車場が整備され、他の 11 団地は平
面駐車場のみ整備されていた。ＵＲ団地では、17 団地中 6 団地において、立体(自走式)駐
車場が一部に整備され、他の 11団地では平面駐車場のみ整備されていた。 
 駐車場の形態について図 1-13(1)～1-13(5)に示した。平面駐車場は敷地の外縁部や住棟間
に整備されていた。立体(自走式)駐車場は平面駐車場の上に整備されており、住棟と一体化
したものはなかった。 
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図 1-12 駐車場の形態別団地数 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 1-13(1) 主な団地における駐車場（平面） (府営 門真住宅) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 1-13(2) 主な団地における駐車場（平面） (公社 下田部 A・B団地) 
団地名 下田部 A・B団地 
地先 高槻市 
登町 12 
管理戸数 680 
入居戸数 663 
設置台数 505 
保有台数 357 
余剰台数 139 
 
団地名 門真住宅 
地先 門真市 
千石西町千石東町 
管理戸数 2,364 
入居戸数 1,881 
設置台数 900 
保有台数 613 
余剰台数 130 
 駐車場 
駐車場 
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図 1-13(3) 主な団地における駐車場（平面） (ＵＲ 富田団地) 
 
 
 
図 1-13(4) 主な団地における駐車場（立体+機械式立体） 公社(三原台 B団地) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 1-13(5)  主な団地における駐車場（立体） ＵＲ(ＵＲ千島団地) 
 
団地名 ＵＲ富田団地 
地先 高槻市 
牧田町 6番 他 
管理戸数 2,647 
入居戸数 2,537 
設置台数 1,561 
保有台数 1,151 
余剰台数 361 
 
団地名 ＵＲ千島団地 
地先 大阪市 
大正区千島二丁目 4番 
管理戸数 2,236 
入居戸数 2,070 
設置台数 963 
保有台数 625 
余剰台数 288 
 
団地名 三原台 B 
地先 堺市 
南区三原台 3-1 
管理戸数 211 
入居戸数 199 
設置台数 122 
保有台数 86 
余剰台数 31 
 
立体駐車場 
立体駐車場 
駐車場 
駐車場 
駐車場 
機械式立体駐車場 
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1.6 駐車場の再構成の方向 
 開発から 50年を迎えることにより、団地再編の必要性が高まると考えられる「S40年代
団地」では、①調査対象とした 150団地中 131団地が設置基準を満たしていなかった、②
131団地のうち 109団地について駐車場の余剰の有無をみたところ、98団地において駐車
場台数に余剰があった、③それらの団地における駐車場は多くが平面駐車場であり、転用
が容易な構造であった。 
 これより「S40年代団地」のうち、多くの団地において、転用、活用が可能な余剰の駐車
場があることがわかった。 
 よって「駐車場の再構成の方向」は、駐車場の余剰を削減することであり、団地再編に
資するよう、新たな機能を導入する用地として転用、活用することである。 
 ストック活用型団地再編においては、余剰の駐車場に、生活支援施設や地域の拠点とな
る施設を導入することが可能である。また建替型団地再編においては、駐車場に余剰があ
るにもかかわらず、設置基準に基づく市町村の開発指導によって駐車場が増設され、空間
の有効利用が損なわれる可能性があるが、市町村の開発指導および設置基準のあり方を再
考すること、たとえば設置基準の緩和等によって、生活支援施設や地域の拠点となる施設
を導入することが可能である。 
 
1.7 再構成の方向からみた駐車場整備のあり方 
 これまでの我が国の団地における駐車場の整備の方向は、居住世帯の自家用車保有台数
の増加に伴い駐車場台数を増やすことであった。事業者においては、既設団地では緑地や
住棟間の共用空間の転用による増設が行われ、新規の開発では、自走式や機械式の立体駐
車場の導入による駐車場台数の増加が行われてきた。また行政においては、条例や開発指
導要綱等により需要を満たす駐車場台数の設置が指導されてきた。 
 しかし現在、駐車場台数に余剰のある団地、条例や開発指導要綱等の規定が需要を上回
る団地は多く、団地再編における駐車場の再構成の方向は、余剰の駐車場を削減し、新た
な施設、機能の導入のために転用、活用することである。 
 再構成の方向からみた「駐車場整備のあり方」は、事業者の立場における「計画・設計」、
行政の立場における「開発指導」のあり方について、以下のとおり考えられる。 
 計画、設計のあり方は、駐車場を多様な目的へ転用することが容易な空間、たとえば生
活支援施設や地域の拠点となる施設といった建築物を導入することが容易な空間として計
画することである。具体的には、駐車場を道路に面した用地を当てること、駐車場の底地
を一団地認定から除外しておくことである。 
 また設計においては、転用、建築物の導入が容易な設計とすることである。具体的には
駐車場を地下や住棟内に設けないこと、立体式の駐車場としないこと、駐車場にも水道・
ガス・電気等の施設整備を行うことである。 
 法、条例、要綱整備などの開発指導のあり方は、市町村における共同住宅等の開発指導
において、駐車場について、多様な目的に転用可能な空間として整備することを指導する
ことである。 
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注 
注 1)一世帯当たりの自家用車保有台数は全国平均で 1.069台／世帯である1) 
注 2)2013年 3月末時点において 
注 3)2015年 4月時点において 
注 4)ウェブサイトの調査2)を 2015年 2月に実施した。ウェブサイトで公開された各団地別
の空き駐車場台数を、団地の駐車場設置台数から差し引き、契約台数とした。 
注 5)現地調査は 2015年 2月に実施した。調査対象の各団地について、空き住戸数を目視に
より確認し、管理戸数から差し引いて居住戸数とした。 
 
参考文献 
1) NewsRelease:自動車検査登録情報協会,2015.8 
2)UR都市再生機構ウェブサイト, http://www.ur-net.go.jp/kansai/,最終参照 2016.2 
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第 2章 駐車場の再構成に向けた課題 
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2.1 はじめに 
第 1 と章では駐車場に余剰のある団地について駐車場整備の現状を把握し再構成の方向
を検討したが、全国的にみると需要の伸びは小さくなっているものの、自家用車台数は増
加しており注 1)。特に都市郊外の団地における居住世帯の生活は、自家用車に依存している
と考えられる。 
既設の駐車場台数が需要に対して不足している団地における、これまでの駐車場整備の
課題は、需要に応じた台数の駐車場をどのように整備するかであった。しかし今後は、団
地再編のための空間の有効活用を目的とした駐車場の再構成をどのように行うかが課題で
ある。 
駐車場の計画においては、たとえばカーシェリングの導入などの自家用車保有台数の削
減に向けた施策を導入することが必要とされよう。また入居する世帯について、自家用車
保有世帯の保有状況が異なる家族構成、年齢層を調整した団地運営（たとえば自家用車を
持たない世帯の家賃を下げるなど）を行うことによって、自家用車数を管理することも考
えられる。あるいは自家用車の増減のある団地間で駐車場を融通させる、敷地外に駐車場
を確保するなど、団地及びその周辺地域において一体的に駐車場を整備すること、駐車場
を、緑地、広場など他の共用空間と相互に転換することを容易に可能にする配置、勾配、
平面形状とすることで、自家用車の増加や減少を吸収することが考えられる。 
よって団地の駐車場の再構成を考えるうえで、都市郊外団地における今後の自家用車の
需要を把握することが必要である。 
本章では、昭和 40年代に開発された団地の居住世帯を対象として、自家用車保有に関す
るアンケート調査を行い、団地における自家用車保有状況と駐車場利用の実態、さらに今
後の自家用車需要を明らかにした。その結果に基づき、「駐車場の再構成に向けた課題」と、
再構成に向けた課題からみた「駐車場整備のあり方」を示した。 
 
2.2 本章の目的 
  本章の目的は、昭和 40年代に開発された団地の居住世帯における、①自家用車保有の状
況、②駐車場利用の状況、③今後の自家用車需要の状況を明らかし、④「駐車場の再構成
に向けた課題」と、⑤再構成に向けた課題からみた「駐車場整備のあり方」を示すことで
ある。 
 
2.3 研究の方法 
2.3.1 研究の方法 
 居住世帯の「自家用車保有の状況」「駐車場利用の状況」「自家用車需要の状況」を明ら
かにすることを目的に、「自家用車保有状況と保有意向調査」として、団地の居住世帯に対
してアンケート調査を実施した。 
 調査の結果から、居住世帯の自家用車保有台数、既設の駐車場台数に対する余剰又は不
足の駐車場台数、さらに居住世帯の自家用車保有率の変化を求めた。  
 これらの結果から、「駐車場の再構成に向けた課題」を考察し、再構成に向けた課題から
みた「駐車場整備のあり方」について、事業者の立場における「計画・設計」、行政の立場
における「開発指導」のあり方を論じた。 
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 なお本研究では、居住世帯の家族構成別にみた自家用車保有の状況を示す指標として、
影響度という指標を導入した。本研究における影響度とは、団地の居住世帯を家族構成お
よび年齢層で分類し、分類別の世帯群における「世帯の数が団地の全世帯数に占める割合(a)
と、その世帯群が保有する自家用車台数が団地の全世帯が保有する自家用車台数に占める
割合(b)の比(=a/b)」とした。この値が 1を超える場合において、影響度が高いとした。また、
1より低い場合には影響度が低いとし、1と等しい場合は影響度を中庸とした。 
 なお、影響度の値は家族構成・年齢層別の世帯群における「それぞれの自家用車保有率
／全世帯の自家用車保有率」に等しい。団地内で比較する場合には、影響度は家族構成別、
年齢層別の世帯群における自家用車保有率に等しい意味であるが、団地間の比較を容易に
する。 
 また本章では、本研究が対象とする公的賃貸住宅団地に加えて、隣接する分譲住宅団地
を調査対象団地とした。 
 
2.3.2 対象団地 
 1972年(昭和 47年)から 1975年(昭和 50年)にかけて入居が始まった、男山団地を対象と
した。男山団地の立地を図 2-1、周辺の状況を図 2-2、概要を図 2-3、表 2-1 に示した。男
山団地は、大阪都市圏の郊外市町村に位置付けられる京都府八幡市2)にあり、大阪市の中心
市街地から約 25kmに位置する。 
 住宅公団が開発し、現在はＵＲ都市再生機構が管理する賃貸住宅団地（以下賃貸）4,602
戸（Ａ地区 1,714戸、Ｂ地区 1,510戸、Ｃ地区 720戸、Ｄ地区 521戸、中央地区 137戸）
と、住宅公団が開発分譲した分譲住宅団地（以下分譲）1,350戸（第二住宅 450戸、第三住
宅 410戸、第四住宅 490戸）からなる。 
 両団地を合わせた管理戸数は約 6,000 戸あり、大阪都市圏の郊外市町村において、昭和
40 年代に開発された集合住宅団地のうち、2,000 戸を超える規模の大きい団地の一つであ
る。 
 賃貸、分譲および周辺の戸建て住宅地を合わせた男山地域における高齢化率は 26.1％
(2013年)であり、八幡市域における 21.6%(2010年)を上回る3)。  
 男山団地における建替等の団地再生の状況は、アンケート調査を実施した 2012年の時点
において、分譲では、3団地のうち 1団地において、建替に向けた協議が進められていたが、
2015年に建替え案が否決され中止されている。賃貸では、管理者であるＵＲ都市再生機構
が策定したＵＲ賃貸住宅ストック再生・再編方針4)5)において、ＵＲ男山団地は、「地域の整
備課題、住宅需要等に応じて、大規模な再生事業、改善事業を複合的・選択的に実施」と
されていたが、具体的な計画はなかった。 
 表 2-2に男山団地における駐車場の設置状況について示した。男山団地における駐車場は
段階的に増設されており、自家用車の需要が高く、日常生活における自家用車への依存が
高いと考えられる。なお、京都府と八幡市における自家用車保有率は、それぞれ 83.5%、
110.7%注 2)である。また八幡市の開発指導要綱に示された駐車場の設置基準は 80%注 3)であ
る。 
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図 2-1 男山団地の立地 〇:2,000戸超の団地 
 
 
 
図 2-2 男山団地の周辺概要 
 
 
表 2-1 男山団地の概要 
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表 2-2 男山団地における駐車場台数の推移 
 
 
 
 
図 2-3 男山団地の概要 
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2.4自家用車保有・駐車場利用・自家用車需要の状況 
2.4.1 自家用車保有状況と保有意向調査 
(1)調査概要 
 団地の居住世帯を対象として、自家用車保有状況と保有意向についてのアンケート調査
を 2012年 9月に実施した。アンケートの概要を表 2-3に示した。賃貸と、分譲の第二、第
三住宅については戸別にアンケート票を配布し、各住棟の各階段室ごとに一階の階段室入
り口にある郵便受け上部に設置した段ボール製の回収箱で回収した。分譲の第四住宅につ
いては、同住宅の管理組合が戸別にアンケート票を配布し回収した。 
 居住世帯のうち、自家用車を保有する世帯(以下保有世帯)には、自家用車の「保有台数」、
保有している自家用車についての「今後の保有の意向」、また保有しない世帯(以下非保有世
帯)には、「今後の自家用車保有の意向」を回答してもらった。賃貸では 1,119票が回収され、
回収率は 26.5%であった。分譲では 814票が回収され、回収率は 62.6%であった。 
 保有世帯に対する「今後の保有の意向」のアンケートでは、以下の通り回答してもらっ
た。現在保有している自家用車の今後における保有意向について、「1.持ち続けよう(買い換
えを含む)と思っている、2.所有をやめようと思っている」から選択してもらった。2台保有
する世帯では、それぞれの車両について選択してもらった。また保有世帯には、今後にお
いて自家用車を増やす意向について「1.ない、2.ある」から選択してもらった。 
 非保有世帯に対する「今後の自家用車保有の意向」のアンケートでは、今後の自家用車の保有意向に
ついて、「1.今後も所有するつもりはない、2.今後は所有したいと思っている」から選択してもらった。 
 なお、本研究では、団地において整備すべき駐車場は自らが保有する車両(自己所有車)
を駐車するためのものと考え、それ以外の車両、例えば社有車については調査対象としな
かった。賃貸では駐車場利用における規約として、「原則として、自己所有車に限られ、(住
まいのしおり:都市再生機構)」とされ、原則として存在しない。 
 また本調査では、世帯が保有する自家用車の台数を最大 2台とした。3台以上保有する世
帯には 3 台中 2 台について任意に選択してもらい、それぞれについて保有意向を回答して
もらった。3台以上保有する世帯における 3台目以降を調査しなかった理由は、居住世帯の
主な構成として一人世帯、夫婦世帯が多く、3台以上保有する世帯は少ないと判断したため
である。なお、本調査の 1 ヶ月後に、同団地において 3 台以上保有する世帯の割合を調査
したところ注 4)、分譲では 0.6%と少なく(調査対象 537世帯中 3世帯)、賃貸では 0%であっ
た(調査対象 606世帯中 0世帯)。 
 さらに本調査では一戸を一世帯とみなし、世帯の家族構成を以下の通りに分類した。 
 世帯を構成する者(以下構成員)が一人の世帯を「単身世帯」とし、さらに性別によって「単
身男性世帯」と「単身女性世帯」に分けた。未成年の構成員が一人以上いる世帯を「子育
て世帯」とし、親世代の状況別に「子育て(母子・父子)世帯」と「子育て(夫婦と子・3世代)
世帯」に分けた。夫婦のみの世帯を「夫婦世帯」とした。成人した子世代とその親世代が
同居する世帯について 2世代世帯とし、構成員に 70歳代以上の者がいる「2世代(70代有)
世帯」と、いない「2 世代(70 代無)世帯」に分けた。これら以外の家族構成を「その他」、
記入漏れ等により構成が不明の世帯を「不明」とした。 
 なお、「2世代(70代有)世帯」は、現役世帯（20～60歳代）にその親世代が同居する世帯を想
定した。また「2世代(70代無)世帯」は現役世帯に成人した子世代が同居する世帯を想定した。 
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表 2-3 アンケート調査の概要 
 
 
(2)団地の家族構成 
1) 家族構成別の世帯数 
 アンケート調査の結果から、男山団地における家族構成別の世帯数について図 2-4に示した。 
 賃貸では、夫婦世帯が 1,119世帯中 306世帯(27.3%)と最も多く、次いで単身女性世帯の
213世帯(19.0%)、単身男性世帯の 190世帯(17.0%)であった。単身世帯は 403世帯(36.0%)
であり夫婦世帯より多かった。子育て(母子・父子)世帯と子育て(夫婦と子・3 世代)世帯は
それぞれ 28世帯(2.5%)、96世帯(8.6%)で、子育て世帯は合わせて 124世帯(11.1%)であっ
た。2世代(70代有)世帯、2世代(70代無)世帯はそれぞれ 69(6.2%)、125世帯(11.2%であり、
2世代世帯は 194世帯(17.4%)であった。 
 分譲では、夫婦世帯が 814世帯中、241世帯(29.6%)でもっとも多く、次いで単身女性世
帯の 142 世帯(17.4%)、2 世代世帯(70 台無)の 118 世帯(14.5%)であった。単身世帯は 227
世帯(27.8%)であり、夫婦世帯に次いで多かった。子育て(母子・父子)世帯と子育て(夫婦と
子・3世代)世帯はそれぞれ 30世帯(3.7%)、86世帯(10.6%)で、子育て世帯は 116世帯(14.3%)
であった。2世代(70代有)世帯、2世代(70代無)世帯はそれぞれ 65(8.0%)、118世帯(14.5%)
で、2世代世帯は合わせて 183世帯(22.5%)であった。 
 
 
賃貸 
 
分譲 
図 2-4 家族構成別世帯数 
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2) 年齢層別の世帯数 
 各世帯における最年長者の年齢層別世帯数について図 2-5に示した。 
 賃貸では 1,119世帯中、60代が 309世帯(27.6%)でもっとも多く、次いで 70代の 229世
帯(20.5%)であった。両年代を合わせると 538世帯(48.1%)であり、全体の約半数を占めた。 
 分譲では 814世帯中、60代が 250世帯(30.7%)でもっとも多く、次いで 70代の 115
世帯(19.0%)であった。両年代合わせると 405 世帯(49.7%)であり、全体の約半数を占
めた。 
 
 
 
賃貸 
 
分譲 
図 2-5 各世帯の最年長者の年齢層別世帯数 
 
 
 
2.4.2 賃貸における自家用車保有、駐車場利用、自家用車需要の状況 
(1)自家用車保有の状況 
1）家族構成別自家用車保有の状況 
 アンケート結果から家族構成別の自家用車保有台数、保有率、影響度を求めた。その結
果を表 2-4に示した。 
 1,119世帯中 553世帯が 1台、41世帯が 2台を保有し、計 635台が保有されていた。保
有率は 56.7%であった。保有台数が多い家族構成は、夫婦世帯 202 台、単身男性世帯 105
台、2世代(70代無)世帯 95台、子育て(夫婦と子、3世代)世帯 93台だった。 
 影響度が 1.7と高かった家族構成は、子育て(夫婦と子、3世代)世帯であった。また 2世
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代(70代無)世帯と夫婦世帯の影響度はそれぞれ 1.3、1.2と高かった。 
 影響度が 0.4と低かった家族構成は、単身女性世帯であった。また子育て(母子・父子)世
帯、2 世代(70 代有)世帯の影響度はそれぞれ 0.7、0.8 と低かった。単身男性世帯の影響度
は 1.0で中庸だった。 
 
 
表 2-4 家族構成別自家用車保有台数・保有率・影響度（賃貸） 
 
 
 
 
2)家族構成別、年齢層別自家用車保有の状況 
  1,119 世帯のうち、家族構成がその他と不明の世帯を除く 1,027 世帯について、家族構
成別、各世帯の最年長者の年齢層別に、世帯数、保有台数、保有率、影響度を求めた。そ
の結果を図 2-6に示した。なお「2世代(70代有)世帯」は子世代の年齢層、「2世代(70代無)
世帯」は親世代の年齢層で分類した。また保有率、影響度は 10世帯以上のサンプルがある
年齢層について求めた。 
 
a.単身男性世帯 
 単身男性世帯 190世帯のうち、60、70代の世帯数がそれぞれ 47、51世帯、合わせて 98
世帯と多く、保有台数もそれぞれ 23、29台、合わせて 52台と多かった。影響度は、30、
40代がそれぞれ 1.2、1.3と高く、50、60、80代はそれぞれ 0.9、0.9、0.5と低く、70代
は 1.0で中庸だった。影響度の値は年齢層によってばらついたが、単身男性世帯における影
響度は 1.0で中庸だった。 
 
b.単身女性世帯 
 単身女性世帯 213世帯のうち、60、70代の世帯数がそれぞれ 63、68世帯、合わせて 131
世帯と多かった。保有台数が多いのは 60 代の 17 台だった。影響度は、どの年齢層も 0.0
～0.7と低く、特に 70、80代はそれぞれ 0.2、0.0と低かった。単身女性世帯における影響
度が 0.4と他の家族構成と比較して低かったのは、全ての年齢層において影響度が低く、特
に高齢の世帯で低いためであった。 
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c.子育て(母子・父子)世帯 
 子育て(母子・父子)世帯は、単身の親世代と未成年の子の世帯である。28 世帯のうち、
年齢層が 60代以上の世帯は無く、30、40代の世帯数がそれぞれ 11世帯、合わせて 22世
帯と多かった。保有台数が多いのは、40代の 7台であり、影響度は 1.1と高かった。しか
し、他の年齢層における保有台数は少なく、子育て（母子・父子）世帯における影響度は
0.7と低かった。 
 
d.子育て(夫婦と子、3世代)世帯 
 子育て(夫婦と子、3世代)世帯は、未成年の子がいる夫婦および 3世代の世帯である。年
齢層が 70代以上の世帯は無かった。96世帯のうち、30、40代の世帯数がそれぞれ 36、33
世帯、合わせて 69世帯と多く、保有台数も、それぞれ 38、31台、合わせて 69台と多かっ
た。 
 影響度は 20、30、40代で、それぞれ 1.4、1.9、1.7と高かった。子育て(夫婦と子、3世
代)世帯における影響度が 1.7と高いのは、これらの年齢層において高いためであった。 
 
e.夫婦世帯 
 夫婦世帯 306世帯のうち、60、70代の世帯数は 106、100世帯、合わせて 206世帯と多
く、保有台数もそれぞれ 82台、51台、合わせて 133台と多かった。影響度は 20～60代で
1.3～2.0と高かった。70、80代の影響度はそれぞれ 0.9、0.2と低かった。夫婦世帯におけ
る影響度が 1.2と高いのは、60代以下の世帯において影響度が高いためであった。 
 
f.2世代(70代有)世帯 
 2世代(70代有)世帯については、子世代の年代で分類した。分類上、すべての世帯におい
て 70代以上の構成員がいる。69 世帯のうち、30、40 代の世帯数が 22、19 世帯、合わせ
て 41世帯と多く、保有台数もそれぞれ 10台、合わせて 20台と多かった。影響度は、どの
年齢層も 0.4～0.9 と低かった。2 世代(70 代有)世帯における影響度が 0.8 と低いのは、全
体に影響度が低いためであった。 
 
g.2世代(70代無)世帯 
 2世代(70代無)世帯については、親世代の年代で分類した。分類上、すべての世帯におい
て 70代以上の構成員はいない。125世帯のうち、50、60代の世帯数が 42、80世帯、合わ
せて 122世帯と多く、保有台数もそれぞれ 27、65台、合わせて 92台と多かった。影響度
は、50、60代において、それぞれ 1.1、1.4と高かった。2世代(70代無)世帯における影響
度が 1.3と高いのは、これらの年齢層において高いためであった。 
 
3)自家用車保有の状況 
 賃貸の居住世帯における自家用車保有率は 56.7%であった。影響度は、子育て(夫婦と子、
3世代)世帯、2世代(70代無)世帯、60代以下の夫婦世帯において高く、いずれも 70代以上
の構成員がない世帯であった。これらの世帯において保有される自家用車が、団地におけ
る自家用車保有の状況に対する影響が大きかった。 
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図 2-6 年齢層別の保有台数（賃貸） 
■世帯数  ■保有台数  数値 影響度 
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(2)駐車場利用の状況 
1）自家用車保有台数と駐車場台数との比較 
 賃貸における全ての居住世帯が保有する自家用車台数を、居住世帯数と保有率から求め
（入居世帯数×保有率）、駐車場台数と比較した。 
 居住世帯数 4,253世帯、保有率 56.7%から、自家用車保有台数は 2,411台（4,253世帯×
56.7%）と求められる。駐車場台数は 2,570 台であり、159 台の駐車場（2,570 台－2,411
台）が余剰になっていると考えられる。賃貸では、居住世帯が保有する全ての自家用車が
団地内の駐車場を利用し、その上で空き駐車場があると考えられる。 
 なお、実際の空き駐車場は 186 台であり(表 1)、これから自家用車保有台数を 2,384 台
(2,570 台－186 台(空き駐車場))とすると、保有率は 56.1%(2,384台／4,253 世帯)と求めら
れる。この 56.1%に対してアンケート調査から求められた保有率 56.7%(635 台／1,119 世
帯)を検定すると、有意水準 5%で有意な差がなかった（Z=－0.47）。これより本章では賃貸
における自家用車保有率をアンケート調査から求められた 56.7%とする。 
 
2）駐車場利用の状況 
 賃貸には、159台の空き駐車場があると考えられる。しかし空き住戸が 349戸（4,602戸
－4,253戸）あることから、一概にそれらが余剰の駐車場となっているとはいえない。 
 そこで本研究では、管理戸数に保有率を乗じた値を、その団地において計画上必要な駐
車場台数（以下、「必要駐車場台数」）として、「既設の駐車場台数」との差（既設の駐車場
台数－必要駐車場台数）を、「既設駐車場における過不足（台数）」とした。「既設駐車場に
おける過不足（台数）」が負の場合に、駐車場台数が不足するとした。 
 なお、賃貸では入居世帯の入れ替わりに伴って、空き家が定常的に数パーセント発生す
るが、本研究では、これを見込まないものとした。 
 「必要駐車場台数」は、管理戸数 4,602戸、保有率 56.7%とから、2,609台（4,602戸×
56.7%）、「既設駐車場における過不足（台数）」は、－39 台（2,570 台－2,609 台）と求め
られる。 
 賃貸における駐車場利用の状況についてみると、「必要駐車場台数」に対して、39台不足
しているが、空き家があるために、居住世帯の自家用車保有台数に対して駐車場台数は不
足していない状況になっていると考えられる。 
 
(3)自家用車需要の状況 
1）家族構成別保有台数の増減 
 アンケート調査から、家族構成別の自家用車保有台数の増減について求めた。その結果
を表 2-5に示した。 
 自家用車保有世帯のうち、保有している自家用車について「所有をやめようと思ってい
る」と回答した世帯を「保有を止める意向のある世帯」とした。なお、2台保有している世
帯については、それぞれの車両について回答してもらった。 
 一方、自家用車を増やす意向について「ある」と回答した世帯と、非保有世帯のうち、「今
後は所有したいと思っている」と回答した世帯を「新たに保有する意向のある世帯」とし
た。 
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 「保有を止める意向のある世帯」がそれぞれ自家用車を減らし、「新たに保有する意向の
ある世帯」がそれぞれ 1台の自家用車を保有したとして保有台数の増減を求めた。 
  この結果、自家用車保有台数の増減は、97台の増加と 78台の減少によって、差し引き
19台が増加し、保有率は 56.7%から 58.4%に上昇することがわかった。 
 保有台数が増加した家族構成は、単身男性世帯、子育て（母子・父子）世帯、子育て（夫
婦と子、3世代）世帯、不明の世帯であった。2世代（70代無）世帯は変わらなかった。単
身女性世帯、夫婦世帯、2世代(70代有り)世帯、その他の世帯では減少した。 
 影響度が上昇したのは、子育て（母子・父子）世帯、子育て（夫婦と子、3 世代）世帯、
不明の世帯であった。単身男性世帯、単身女性世帯、2 世帯（70 代無）世帯は変わらず、
夫婦世帯、2世代（70有）世帯、その他の世帯では低下した。 
 
 
表 2-5 保有台数、保有率の変化（賃貸） 
 
 
 
2）家族構成別、年齢層別保有台数の増減 
 家族構成が、その他、不明の世帯を除く 1,027 世帯について、各世帯の最年長者の年齢
層別に自家用車台数の増減の変化を求めた。その結果を図 2-7に示した。 
 
a.単身男性世帯 
 単身男性世帯では 20～50代において 13台の増加、2台の減少により、差し引き 11台の
増加であった。一方、60～80代において 3台の増加、7台の減少により、差し引き 4台の
減少であった。90 代では増加も減少もなかった。これより単身男性世帯における自家用車
保有台数は 7台の増加となった。 
 
b.単身女性世帯 
 単身女性世帯では 20～50代において 7台の増加、2台の減少により、差し引き 5台の増
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加であった。60～70代では 1台の増加、7台の減少により、差し引き 6台の減少であった。
80、90代では増加も減少もなかった。これより単身女性世帯における自家用車保有台数は
1台の減少となった。 
 
c.子育て（母子・父子）世帯 
 子育て（母子・父子）世帯では 20～50代のすべての年齢層において台数が増加し、減少
する世帯は無かった。これより子育て（母子・父子）世帯における自家用車保有台数は 14
台の増加となった。 
 
d.子育て（夫婦と子・3世代） 
 子育て（夫婦と子・3世代）では 20～50代において 18台の増加、3台の減少により、差
し引き 15台の増加であった。60代では増加も減少もなかった。これより子育て（夫婦と子・
3世代）における自家用車保有台数は 15台の増加となった。 
 
e.夫婦世帯 
 夫婦世帯では 20～50代において 14台の増加、5台の減少により、差し引き 9台の増加
であった。60代以上では 2台の増加、26台の減少で、差し引き 24台の減少であった。80
代、90 代では増加も減少もなかった。夫婦世帯では、60 代、70 代で減少が大きく、自家
用車保有台数は 15台の減少となった。 
 
f.2世代（70代有）世帯 
 2世代（70代有）世帯では 30、40、60、70代において 1台の増加、7台の減少により、
差し引き 6台の減少であった。20台、50台では増加も減少もなかった。これより 2世代（70
代有）世帯における自家用車保有台数は 6台の減少となった。 
 
g.2世代（70代無）世帯 
 2世代（70代無）世帯では 40～60代において 14台の増加、14台の減少により、差し引
きで増減はなかった。2世代（70代無）世帯では、他の家族構成と比べて 60代においても
台数を増やす世帯が多く、増減がなかった。 
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図 2-7 家族構成別、年齢層別の増減（賃貸） 
 
 
 
3）保有台数・保有率の増減 
 保有意向による増減から、自家用車保有率は 56.7%から 58.4%に上昇すると考えられる。
ただし、これは京都府と八幡市における保有率、八幡市の基準を下回っている。 
 子育て(母子・父子、夫婦と子・3世代）世帯と単身男性世帯において保有台数が増加し、
他の家族構成では減少したが、差し引いた自家用車保有台数は増加したため保有率は上昇
した。 
 年齢層別にみると、自家用車保有台数が増加した家族構成のうち、子育て（母子・父子、
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夫婦と子・3世代）世帯では、概ねすべての年齢層で増加していた。単身男性世帯では、20
～50代の増加が 60代以上の減少を上回ったため増加していた。 
 自家用車保有台数が減少した家族構成のうち、単身女性世帯、夫婦世帯では、60 代以上
の高齢の世帯における減少が 20～50代における増加を上回ったため減少していた。2世代
(70代有)世帯では、増加した年齢層がなく全体に減少する傾向が強かった。70代以上の親
世代の影響が強いことが推察される。 
 2 世代(70 台無)世帯では、60 代において、他の家族構成同様減少がみられる一方、他の
家族構成とは異なり増加がみられ、差し引きの増減が無かった。子世代の影響が強いこと
が推察される。 
  
4)自家用車需要の状況 
  居住世帯の自家用車保有意向からみた今後の自家用車需要として、保有率の変化から将
来の「必要駐車場台数」をみると、保有率が 56.7%から 58.4%に上昇することから、「必要
駐車場台数」は 2,688台（4,602戸×58.4%）となる。「既設駐車場における過不足（台数）」
は、－39台から－118台(2,570台－2,688台)となり、118台の不足になると考えられる。 
 
2.4.3 分譲における自家用車保有・駐車場利用・自家用車需要の状況 
(1)自家用車保有の状況 
1）家族構成別保有状況 
 アンケート結果から家族構成別の自家用車保有台数、保有率、影響度を求めた。その結
果を表 2-6に示した。 
 814世帯中 477世帯が 1台、50世帯が 2台を保有し、計 577台が保有されていた。保有
率は 70.9%であった。保有台数が多い家族構成は、夫婦世帯 189 台、2 世代(70 代無)世帯
112台、子育て(夫婦と子、3世代)世帯 87台であった。 
 影響度が 1.4と最も高かった家族構成は、子育て(夫婦と子、3世代)世帯であった。また
2世代(70代無)世帯と夫婦世帯の影響度はそれぞれ 1.3と 1.1と高かった。 
 影響度が 0.5 と最も低かったのは、単身女性であった。また子育て(母子・父子)世帯、2
世代(70代有)世帯、単身男性世帯の影響度はそれぞれ 0.9と低かった。 
 
表 2-6 家族構成別自家用車保有台数・保有率・影響度（分譲） 
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2)年齢層別自家用車保有状況 
 814世帯のうち、家族構成がその他、不明の世帯を除く 767世帯について、家族構成別、
各世帯の最年長者の年齢層別に、世帯数、保有台数、保有率、影響度を求めた。その結果
を図 2-8に示した。なお「2世代(70代有)世帯」は子世代の年齢層、「2世代(70代無)世帯」
は親世代の年齢層で分類した。また保有率、影響度は 10世帯以上のサンプルがある年齢層
について求めた。 
 
a.単身男性世帯 
 単身男性世帯 85世帯のうち、60、70代の世帯数がそれぞれ 24世帯、合わせて 48世帯
と多く、保有台数もそれぞれ 19、16 台、合わせて 35 台と多かった。影響度は、60 代が
1.1と高かったが、40、50、70代はそれぞれ 0.8、0.9、0.9と低かった。単身男性世帯にお
ける影響度が 0.9と低いのは、60代以外の影響度が低いためであった。 
 
b.単身女性世帯 
 単身女性世帯 142世帯のうち、60、70代の世帯数がそれぞれ 41、51世帯、合わせて 92
世帯と多かった。保有台数が多いのは 50、60 代で、それぞれ 16、19 台、合わせて 35 台
だった。影響度は、50代が 1.2と高かったが、他の年齢層では 0.1～0.7と低かった。 
 70、80代はそれぞれ 0.1と特に低かった。単身女性世帯における影響度が 0.5と低かっ
たのは、多くの年齢層において影響度が低く、特に高齢の世帯で低いためであった。 
 
c.子育て(母子・父子)世帯 
 子育て(母子・父子)世帯 30 世帯において、60 代以上の世帯はなかった。40 代の世帯数
が 25世帯と多く、保有台数も 17台と多かったが、影響度は 1.0で中庸であった。40代以
外の年齢層における保有台数は少なく、子育て（母子・父子）世帯における影響度は 0.9と
低かった。 
d.子育て(夫婦と子、3世代)世帯 
 子育て(夫婦と子、3 世代)世帯 86 世帯において、70 代以上の世帯はなかった。30、40
代の世帯数がそれぞれ 33、34 世帯、合わせて 67 世帯と多く、保有台数も 36、32 台、合
わせて 68台と多かった。影響度は、どの年齢層も 1.4～1.5と高かった。子育て(夫婦と子、
3世代)世帯における影響度が 1.4と高いのは、30、40、50代の年齢層において影響度が高
いためであった。 
 
e.夫婦世帯 
 夫婦世帯 241世帯のうち、60、70代の世帯数がそれぞれ 94、74世帯、合わせて 168世
帯と多く、保有台数もそれぞれ 80、53台、合わせて 133台と多かった。影響度は 20～60
代で 1.2～1.5と高かった。70代の影響度は 1.0で中庸であり、80代は 0.3と低かった。夫
婦世帯における影響度が 1.1と高いのは 60代以下の世帯において影響度が高いためであっ
た。 
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f. 2世代(70代有)世帯 
 2世代(70代有)世帯 65世帯のうち、40代の世帯数が 38世帯と多く、保有台数も 22台
で多かった。影響度は 30、40 代の年齢層において 0.8、0.9 と低かった。2 世代(70 代有)
世帯における影響度が 0.9と低いのは、30、40代において低いためであった。 
 
g.2世代(70代無)世帯 
 2世代(70代無)世帯 70世帯のうち、50、60代の世帯数がそれぞれ 33、81世帯、合わせ
て 114世帯と多く、保有台数も 37、71台、合わせて 108台と多かった。影響度は 1.2、1.6
と高かった。2世代(70 代無)世帯の影響度が 1.3と高いのは、50、60代において高いため
であった。 
 
3)自家用車保有の状況 
 分譲における居住世帯の自家用車保有率は 70.9%であった。影響度は、子育て(夫婦と子、
3世代)世帯、2世代(70代無)世帯、60代以下の夫婦世帯において高く、いずれも 70代以上
の構成員がない世帯であり、これらの世帯において保有される自家用車が、団地における
自家用車台数に対する影響が大きい。 
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図 2-8 年齢層別の保有台数（分譲） 
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(2) 駐車場利用の状況 
1）自家用車保有台数と駐車場台数の比較 
 分譲の全居住世帯が保有する自家用車台数を、居住世帯数と保有率から求め（入居世帯
数×保有率）、駐車場台数と比較した。自家用車保有台数は、居住世帯数 1,300世帯、保有
率 70.9%から 922 台(1,300 世帯×70.9%)と求められる。駐車場台数は 835 台であり、87
台（922台－835台）が不足していると考えられる。実際の駐車場の利用状況についてみる
と、空き駐車場が 16台(表 1)あるものの、概ね空き駐車場がある状況ではない。よって 16
台と 87台を合わせた 100台以上の自家用車が団地外の駐車場を利用していると考えられる。 
 
2）駐車場利用の状況 
 「必要駐車場台数」は、管理戸数 1,350戸と保有率 70.9%から、957台（1,350戸×70.9%）
であり、これより「既設駐車場における過不足（台数）」は、－122 台（835 台－957 台）
と求められる。 
 分譲における駐車場利用の状況は、「必要駐車場台数」に対して 122 台が不足しており、
100世帯以上の世帯が団地外に駐車場を確保しなければならない状況と考えられる。 
 
(3) 自家用車需要の状況 
1）家族構成別保有台数の増減 
 アンケート調査から、家族構成別保有台数の増減について求めた。その結果を表 2-7に示
した。 
 居住世帯の自家用車保有台数の増減は、47 台の増加と 72 台の減少によって、差し引き
25台が減少し、保有率は 70.9%から 67.8%に低下することがわかった。保有台数は、子育
て（母子・父子）世帯、子育て（夫婦と子、3世代）世帯において増加したが、他の家族構
成では減少した。影響度が上昇したのは子育て（母子・父子）世帯、子育て（夫婦と子、3
世代）世帯、2 世代（70 代無）世帯であった。単身男性世帯、不明の世帯では変わらず、
単身女性世帯、夫婦世帯、2世代（70有）世帯、その他の世帯では低下した。 
 
表 2-7 保有台数、保有率の変化（分譲） 
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2）年齢層別の自家用車保有台数の増減 
 家族構成が、その他、不明の世帯を除く 767 世帯について、各世帯の最年長者の年齢層
別に自家用車保有台数の増減の変化を求めた。その結果を図 2-9に示した。 
 
a.単身男性世帯 
 単身男性世帯では 20～50代において 2台の増加、1台の減少により、差し引き 1台の増
加であった。60、70代においては 1台の増加、7台の減少により、差し引き 6台の減少で
あった。80、90代では増加も減少もなかった。これより単身男性世帯における自家用車保
有台数は 5台の減少となった。 
 
b.単身女性世帯 
 単身女性世帯では 20～50代において 2台の増加、2台の減少により差し引きで増減はな
かった。60、70代において 1台の増加、11台の減少により、差し引き 10台の減少であっ
た。80代では増加も減少もなかった。これより単身女性世帯では、特に 60代の減少が大き
く、自家用車保有台数は 10台の減少となった。 
 
c.子育て（母子・父子）世帯 
 子育て（母子・父子）世帯では 40 代において 9 台の増加であった。減少する年代はなかっ
た。これより子育て（母子・父子）世帯における自家用車保有台数は 9台の増加となった。 
 
d.子育て（夫婦と子・3世代） 
 子育て（夫婦と子・3世代）では 20～50代において 8台の増加、2台の減少により、差
し引き 6台の増加であった。60代では増加も減少もなかった。これより子育て（夫婦と子・
3世代）における自家用車保有台数は 6台の増加となった。 
 
e.夫婦世帯 
 夫婦世帯では 20～50代において 6台の増加、1台の減少により、差し引き 5台の増加で
あった。60～80代において 3台の増加、27台の減少により、差し引き 24台の減少であっ
た。これより夫婦世帯では、特に 60、70代の減少が大きく、自家用車保有台数は 19台の
減少となった。 
 
f.2世代（70代有）世帯 
 2世代（70代有）世帯では 20～50代において 3台の増加、6台の減少により、差し引き
3台の減少であった。60代において 1台が減少し、70代では増加も減少もなかった。これ
より 2世代（70代有）世帯における自家用車保有台数は 4台の減少であった。 
 
g.2世代（70代無）世帯 
 2 世代（70 代無）世帯では 20～50 代において台数の減少はなく、6 台の増加であった。
60代では 3台の増加、10台の減少により、7台の減少であった。2世代（70代無）世帯に
おける自家用車保有台数は 1台の減少であった。 
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図 2-9 家族構成別、年齢層別の増減（分譲） 
 
 
 
3）保有台数・保有率の増減 
 保有意向による増減から保有率は 70.9%から 67.8%に低下する。なお、これは京都府と
八幡市における保有率、八幡市の基準を下回っている。 
 子育て（母子・父子、夫婦と子・3世代）世帯では自家用車保有台数が増加したが、他の
家族構成における減少が大きく、全体の自家用車保有台数は減少し、保有率が低下した。 
 年齢層別にみると、自家用車保有台数が増加した子育て（母子・父子、夫婦と子・3世代）
世帯では、増加した年齢層、増加も減少も無かった年齢層が多く、減少のある年齢層がな
3-23 
 
かった。  
 自家用車保有台数が減少した家族構成をみると、単身男性世帯、単身女性世帯、夫婦世
帯では、60代以上の世帯における減少が、20～50代における増加を上回ったため、自家用
車保有台数が減少していた。また 2 世代(70 代有)世帯では 30 代、40 代では増加する世帯
もみられたが、全体に減少する世帯が多かったことにより自家用車保有台数は減少してお
り、親世帯の影響が推察される。2 世代(70 代無)世帯では、他の家族構成と比較して、50
代、60代においても増加がみられ、子世代の影響が強いことが推察される。 
 
4)自家用車需要の状況 
 居住世帯の自家用車保有意向からみた今後の自家用車需要として、保有率の変化から将
来の「必要駐車場台数」をみると、保有率は 70.9%から 67.8%に低下することから、「必要
駐車場台数」は 915台（1,350戸×67.8%）であると考えられる。現状の居住世帯の自家用
車保有台数は減少し「既設駐車場における過不足(台数)」は－122台から－80台となると考
えられる。 
 
2.5 「駐車場の再構成」に向けた課題 
2.5.1 居住世帯の自家用車保有の特性 
(1)賃貸 
 居住世帯の家族構成は、夫婦世帯、単身世帯が多かった。世帯の最年長者の年齢層別に
みると、60代、70代の世帯が多かった。居住世帯の自家用車保有状況についてみると、保
有率は 56.7%であり、「必要駐車場台数」に対する「既設駐車場における過不足(台数)」は
－39台であり駐車場は不足していた。影響度は、50代以下の若年層の世帯である子育て(夫
婦と子、3世代)世帯、2世代(70代無)世帯、また 60代以下の夫婦世帯において高かった。 
 居住世帯の今後の保有意向についてみると、50代以下の若年層である子育て(母子・父子)
世帯と子育て(夫婦と子、3世代)世帯、50代以下の単身男性世帯において増やす意向が強く、
60代以上の世帯で減らす意向が強かった。増加が減少を上回り、保有率は 56.7%から 58.4%
に上昇する。これより「既設駐車場における過不足(台数)」は－39台から－118台となる。
ただし将来においても保有率は八幡市の基準を下回る。 
 
 (2)分譲 
 分譲では、居住世帯の家族構成は、夫婦世帯、単身世帯が多かった。世帯の最年長者の年
齢層別にみると、60代、70代が多かった。居住世帯の自家用車保有状況についてみると、保
有率は 70.9%であり、「必要駐車場台数」に対する「既設駐車場における過不足(台数)」は－
122台であり、駐車場は不足していた。影響度は、50代以下の若年層の世帯である子育て(夫
婦と子、3世代)世帯、2世代(70代無)世帯、また 60代以下の夫婦世帯において高かった。 
 居住世帯の今後の保有意向についてみると、50代以下の若年層である子育て(母子・父子)
世帯と子育て(夫婦と子、3世代)世帯において増やす意向が強く、60代以上の世帯で減らす
意向が強かった。減少が増加を上回り、自家用車保有率は 70.9%から 67.8%に低下する。
これより「既設駐車場における過不足(台数)」は－122台から－80台となる。将来における
保有率は八幡市の基準を下回る。 
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(3) 居住世帯の自家用車保有の特性 
 自家用車保有率についてみると、賃貸の保有率は分譲より低かった。分譲と賃貸では、
家族構成別、年齢層別の世帯数の分布、それぞれの影響度は概ね同等であり、また分譲と
賃貸は隣接しており立地条件に違いは無く、さらに賃貸には空き駐車場が多数あることか
ら保有の制限ではなかった(表 1)。賃貸の保有率が低いのは本調査からは明確にはされなか
ったが、世帯収入等の他の要因によるものと推察される。 
 将来の自家用車保有台数の増減について、家族構成別の保有意向からみると、賃貸、分
譲とも子育て世帯において増加であり、単身男性を除く他の家族構成では増減無しまたは
減少で、単身男性世帯における増減は賃貸では増加、分譲で減少であった。年齢層別にみ
ると、賃貸、分譲とも 20～50 代において増加する世帯が多く、60 代以上において減少す
る世帯が多かった。 
 居住世帯の自家用車保有の特性は、比較的年齢層が高齢の 60代、70代の世帯において世
帯数、保有台数が多いが今後は自家用車保有台数が減少し、子育て世帯をはじめとする比
較的若年の世帯において自家用車保有台数が増加することである。この増減のバランスに
よって、団地全体の自家用車保有台数が増加または減少する。 
 
2.5.2 団地再編における「必要駐車場台数」 
(1)賃貸 
 団地再編における「必要駐車場台数」を、居住世帯における現状と将来の自家用車保有
率から試算する。 
 賃貸では、継続的に居住世帯が入替わるが、その世帯の家族構成、年齢層は多様であり注
5)、現在の居住世帯から求められた保有率には変化がないと考えられる。団地再編における
「必要駐車場台数」を、現状の自家用車保有率から求めると 2,609 台、将来の自家用車保
有率から求めると 2,688台である。 
 団地再編における「必要駐車場台数」を 2,609台として計画した場合には、将来に 79台
3.0%の不足が生じ、2,688台として計画した場合には、再編当初において余剰が生じる。 
 一方、八幡市の基準に従って整備した場合には、設置台数は 3,682台(4,602戸×80%)と
なり、「必要駐車場台数」に対して、再編当初において 1073台、将来においても 994台の
余剰が発生すると考えられる。 
 
(2)分譲 
 分譲では、居住世帯が団地再編後も住み続けると考えられることから、団地再編におけ
る「必要駐車場台数」を、現状の自家用車保有率から求めると 957 台、将来の自家用車保
有率から求めると 915台である。 
 団地再編における「必要駐車場台数」を 957 台として計画した場合には、将来に 42 台
4.4%の余剰が生じ、915 台として計画した場合には、再編当初において不足すると考えら
れる。 
 一方、八幡市の基準に従って整備した場合には、設置台数は 1,080台(1,350戸×80%)と
なり、「必要駐車場台数」に対して、再編当初において 123台、将来において 165台の余剰
が発生すると考えられる。 
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(3) 団地再編における「必要駐車場台数」 
 賃貸、分譲とも「必要駐車場台数」は現状、将来とも、既設の駐車場台数より多く、余
剰となる駐車場は無かった。団地再編における「必要駐車場台数」についてみると、賃貸
では、将来増加し、分譲では減少し、その増減はそれぞれ 3.0%、4.4%であった。賃貸、分
譲とも「必要駐車場台数」に対して八幡市の基準は上回っており、基準に従って駐車場を
設置した場合には多量の余剰が発生する。 
 
2.5.3 駐車場の再構成に向けた課題 
 昭和 40年代に整備された都市郊外の団地では、①「必要駐車場台数」は現状、将来とも
既設の駐車場台数を上回っており、余剰となる駐車場が無かった。ただし、②「必要駐車
場台数」は現状、将来とも八幡市の基準を下回っていた。また③今後の自家用車台数の増
減をみると、賃貸、分譲とも、子育て世帯では増加し、他の家族構成でも 20〜50歳代の世
帯において増加するが、60 歳代以上の世帯においてはどの家族構成においても減少した。
賃貸では増加が減少を上回り自家用車保有台数は増加し、分譲では減少が増加を上回り自
家用車保有台数は減少した。その増減は現状の保有台数の数パーセントにあたる台数であ
った。 
 これより昭和 40年代に整備された都市郊外の団地では、余剰となる駐車場が無い団地が
あること、団地に居住する世帯の家族構成や年齢構成により、将来における「必要駐車場
台数」には数パーセントの増減が見込まれること、将来における「必要駐車場台数」は市
町村の基準を下回ることがわかった。 
 よって、「駐車場の再構成に向けた課題」は、駐車場に余剰の無い団地において自家用車
の削減を行い転用・活用な駐車場を生み出すことである。また居住世帯の将来の自家用車
保有状況を踏まえ、数パーセントの保有率の変動に対応した駐車場を整備することである。
さらに、駐車場に余剰の無い団地であっても、設置基準に基づく市町村の開発指導によっ
て多くの余剰を生む可能性があり、市町村の開発指導および設置基準のあり方を再考する
ことである。 
 ストック活用型団地再編では、駐車場に余剰の無い団地においては駐車場を増やす必要
があるが、団地再編の目的を考えるならば、自家用車保有台数を減らし、転用・活用な空
間を生む必要がある。また居住世帯の自家用車保有の意向に基づく増減を考慮した「必要
駐車場台数」を計画する必要がある。 
 建替型団地再編では、駐車場に余剰の無い団地においては駐車場台数を増やす必要があ
るが、市町村の基準に従って駐車場を設置すると多くの余剰が発生することから、余剰を
生まない計画とする必要がある。また転用・活用な空間をより多く生むため、自家用車保
有台数を減らす必要がある。さらに居住世帯の自家用車保有の意向に基づく増減を考慮し
た「必要駐車場台数」を計画とする必要がある。 
 
2.6 再構成の課題からみた駐車場整備のあり方 
 かつての団地では比較的若年の世帯が多かったこと、高度成長下における所得の向上が
あったこと、自家用車の利便性を享受するライフスタイルが普及したことなどにより、自
家用車保有の要求は強く、団地における「必要駐車場台数」は増加してきた。都市郊外に
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は、現状、将来において、既設の駐車場台数が「必要駐車場台数」に対して不足している
団地がある。 
 既設の駐車場台数が「必要駐車場台数」に対して不足している団地における、これまで
の駐車場整備の課題は、需要に応じた台数の駐車場をどのように整備するかであった。し
かし今後は、空間の有効利用を目的とした駐車場の再構成をどのように行うかが課題であ
る。 
 再構成の課題からみた、今後の駐車場整備のあり方は、事業者の立場における「計画・
設計」、行政の立場における「開発指導」のあり方について、以下のとおり考えられる。 
 計画・設計のあり方は、計画においては、自家用車保有台数の削減に向けた施策を導入
することである。たとえばカーシェリングの導入などである。 
 自家用車保有台数の増減を調整した計画とすることである。団地の居住世帯の家族構成、
年齢層に偏りを出さない団地の運営を行うことにより、自家用車保有状況を管理すること
である。 
 保有率の変動による自家用車台数の増減を吸収する計画とすることである。増減のある
団地間で駐車場を融通させる、敷地外に駐車場を確保するなど、団地及びその周辺地域に
おいて一体的に駐車場を整備することである。また設計においては、駐車場を、緑地、広
場など他の共用空間と相互に転換することを容易に可能にする配置、勾配、平面形状とす
ることである。 
 開発指導のあり方は、団地再編における基準の見直しを行うことや、団地ごとの実状に
応じた柔軟な運用とすること、カーシェアリングの導入による基準の緩和や、敷地外に駐
車場を設けることを容認することにより、過剰な駐車場が生じない開発指導を行うことで
ある。 
 
注 
注 1)一世帯当たりの自家用車保有台数は全国平均で 1.069台／世帯である1) 
注 2)京都府における一世帯当たりの自家用車保有台数は 0.835台であり1)、八幡市における
それは 1.107台である（八幡市統計書H26年版6)より、自家用車台数を 35,101台(普通乗用
車、小型乗用車、軽自動車の合計)、世帯数を 31,711世帯として求めた）。 
注 3)八幡市の開発指導要綱における共同住宅の基準は以下の通り(自転車を除く)であり、全
面建替えする場合には、分譲、賃貸ともこの基準が適用される。「敷地内において計画戸数
の少なくとも 8割に相当する数の台数が駐車できる自動車駐車場(以下、共同住宅基本台数
とする)を設置する。ただしやむを得ない事由により、共同住宅基本台数の自動車駐車場を
確保できないときは、少なくとも共同住宅基本台数の 7割に相当する台数分を当該敷地に、
残る台数分を当該敷地周辺にそれぞれ確保する。」 
注 4)カーシェア利用意向からみた乗換可能な自家用車使用状況調査（2012 年 10 月）の結
果による。 
注5)別途実施された居住世帯の意識調査(2012年11月)から、過去2年間に入居した世帯（35
世帯）について、家族構成と被験者の年齢層を整理したところ(参考)、子育て世帯、単身世
帯、2人世帯、3人世帯などの多様な家族構成がみられ、被験者には 20歳代から 80歳代ま
での多様な年齢層が確認されたことから、本研究では入れ替わりに入居する世帯は年代、
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家族構成等が多様な世帯であると判断した。 
 
 
（参考）賃貸における入居世帯（2012年調査） 
 
 
 
参考文献 
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http://www.csis.u-tokyo.ac.jp/japanese/index.html,2015,11,1参照. 
3)男山地域再生基本計画:八幡市,2014,3. 
4)ＵＲ賃貸住の長寿命化に関する計画,UR都市機構,2014,4 
5)ＵＲ賃貸住宅ストック再生・再編方針に基づく実施計画,UR都市機構,2015,3 
6)八幡市:八幡市統計書H26年版,2015,12 
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第 3章 駐車場の再構成に向けた方法 
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3.1 はじめに 
 第 2章では自家用車の削減に向けた施策の導入が課題として挙げられた。居住者にとっ
ての自家用車は、公共交通には無い移動、運搬の利便性があり、それを団地再編の目的に
対して単純に削減することは現実的ではない。しかし一方、自家用車の所有にこだわらな
いライフスタイルも普及しつつあり、カーシェアリングシステム (以下カーシェアリング)
の普及が拡大している。 
 カーシェアリングは、一部の既存団地に導入されている。近畿圏にあるＵＲ団地では、
47団地に 54台(2015)が導入されている1)。図 3-1に導入されたＵＲ団地について示した。 
 団地にカーシェアリングを導入する効果2)として、①自家用車からカーシェアリング利
用への乗換による自家用車台数の削減、②削減された駐車場の転用が挙げられ、カーシェ
アリング導入は、駐車場に余剰の無い団地における「駐車場の再構成」に対して有効な方
法となることが考えられる。 
 本章では、自家用車を削減し転用可能な駐車場を生み出す施策として、カーシェアリン
グに着目し、団地におけるカーシェアリングの導入、普及の可能性について検討した。 
 今後の団地再編の一環として自家用車保有とカーシェアリングを共存させ、カーシェア
リング事業者を導入すること、団地管理者が自らカーシェアリング事業を運営すること、
自治会等の住民組織によりカーシェアリング事業を運営することなどによってカーシェア
リングを普及させ、自家用車の削減が可能になると考えられる。 
 また開発指導においては、カーシェアリング導入により設置基準を緩和することや、カ
ーシェアリング事業の導入に対して、設計基準の緩和や、税の免減などのインセンティブ
を与えて導入の促進を図ることによってカーシェアリングの普及が可能になると考えられ
る。 
 本章では、昭和 40 年代に建設された団地の居住世帯を対象としたアンケート調査およ
びカーシェリング利用者を対象としたヒアリング調査の結果から、カーシェアリングの導
入と普及によって削減可能と考えられる自家用車の台数、転用が可能になる駐車場の平面
積を明らかにした。これらの結果に基づき、「駐車場の再構成に向けた方法」と再構成に向
けた方法からみた「駐車場整備のあり方」を示した。 
 
 
 
図 3-1 カーシェアリングが導入されたUR団地とUR男山団地位置 
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3.2 本章の目的 
 本章の目的は、団地における、①カーシェアリングの導入と普及によって削減される自
家用車台数と、②転用可能な駐車場の平面積を明らかにし、③「駐車場の再構成」に向け
た方法と、④再構成に向けた方法からみた「駐車場整備のあり方」を示すことである。 
 
3.3 研究の方法 
3.3.1 研究の方法 
 都市郊外に立地する団地を対象として、居住世帯のカーシェアリング利用意向から、乗
換可能な自家用車使用状況を明らかにすることを目的として「カーシェアリング利用意向
調査」を実施した。またカーシェアリング利用実態から乗換可能な自家用車使用状況を明
らかにすることを目的として、「カーシェアリング利用実態調査」を実施した。さらに自家
用車の利用状況からカーシェアリングに乗換可能な自家用車台数を明らかにすることを目
的として、「自家用車利用状況調査」を実施した。 
 調査の結果から自家用車を保有する居住世帯が、カーシェアリングに乗換えることによ
って、削減可能と考えられる自家用車の台数と、転用可能な駐車場の平面積を求めた。 
 これらの結果から「駐車場の再構成」に向けた方法を考察し、再構成に向けた方法から
みた「駐車場整備のあり方」について、事業者の立場における「計画・設計」、行政の立場
における「開発指導」のあり方を論じた。 
 
3.3.2 対象団地 
 京都府八幡市にあるＵＲ男山団地を調査の対象とした。ＵＲ男山団地の概要を表 3-1、
図 3-2に示した。 
 ＵＲ男山団地の管理戸数は 4,602戸、駐車場台数は 2,570台であり、設置率（駐車場台
数／管理戸数）は 55.8%である。入居世帯数は 4,253世帯、空き家は 349戸3)で、空家率
は 7.6%であった。駐車場利用台数は 2,384台であり、利用率（駐車場利用台数／駐車場台
数）は 92.8%であった。 
 なお、第 2 章に示した通り、UR 男山団地の既設駐車場は必要駐車場台数を満たしてお
らず、また居住世帯の将来の自家用車保有意向を踏まえても、駐車場台数は不足した状態
にあると考えられる。 
 一方、ＵＲ男山団地では、2013年から 2015年にかけて、以下の施設等が導入されてい
る。地域のコミュニティ活動を支援する住民コミュニティスペース（1ヵ所、床面積約 50m2、
2013年 11月開所、団地内商店の空き店舗を転用)、若年層の入居促進に寄与する子育てサ
ロン（1ヵ所、床面積約 30m2、2014年 12月開所、集会所の一部を転用)、高齢者の生活
支援施設（1ヵ所、建築面積約 900m2、2015年度竣工、空き駐車場、緑地を転用)。 
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表 3-1 男山団地の概要 
 
 
 
図 3-2 UR男山団地の概要 
4-5 
 
3.4 カーシェアリング利用意向からみた乗換可能な自家用車使用状況 
3.4.1 カーシェアリング利用意向調査 
 団地居住世帯のへ乗換える意向の有無と、その意向がある居住世帯が保有する自家用車
の乗換可能な使用状況を明らかにすることを目的として、居住世帯を対象にアンケート調
査を実施した。調査の概要を表 3-2に示した。 
 
 
表 3-2 調査の概要 
 
 
 
 
 アンケート調査は 2012年 10月に実施した。UR男山団地 A、B、C、D、中央地区にお
いて、アンケート調査票を戸別に配布し、各住棟の各階段室ごとに一階の階段室入口にあ
る郵便受け上部に設置した段ボール製の回収箱で回収した。 
 アンケート調査では、調査票において、利用方法などのカーシェアリングに関する概要
を説明し、また『カーシェアリングの利用コストは利用時間の従量制であり、利用時間が
少ない場合には自家用車保有コストより安価になる場合があること』『自家用車保有とカー
シェアリング利用について代表的な条件におけるコスト比較』、『カーシェアリング普及に
よる団地における効果』について説明した。 
 被験者には、これらの読後に「自家用車の有無」「家族構成」「カーシェアリング利用の
意向」「カーシェアリング利用に向けた条件」について、それぞれ選択肢を選択してもらっ
た。 
 「カーシェアリング利用の意向」については、カーシェアリング利用について「1.利用
中、2.条件が合えば利用したい、3.利用したいとは思わない、4.利用できない」から一つを
選択してもらい、さらに「2.条件が合えば利用したい」を選択した回答者に対して、「1.
自家用車を持っていないので利用したい、2.自家用車に加えて利用したい、3.自家用車の
保有を止めて利用したい」から一つを選択してもらった。 
 「カーシェアリング利用に向けた条件」については、「カーシェアリング利用の意向」の
アンケートで「2.条件が合えば利用したい」を選択した回答者に対して、どのような条件
が合えば利用したいかについて、「1.特になし・すぐにでも利用したい、2.利用料金がもっ
と安くなれば、3.家の近くにあれば、4.今ある自家用車に乗らなくなったら、5.乗り捨て可
能になったら、6.今ある自家用車だけでは足りなくなったら、7.近くに予約や忘れ物対応、
利用アドバイスしてくれる事務所があれば」から複数回答してもらった。 
 なお、アンケート調査を実施した時点において、Ａ地区とＣ地区(図 2)に、事業者による
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カーシェア車両が配置され、事業者によるパンフレットの配布、チラシの掲示が実施され
ており、カーシェアに対する住民の認識の度合いは高いと考えられる。 
 また本章では一戸を一世帯とみなし、世帯の家族構成を以下の通りに分類した。 
 世帯を構成する者(以下構成員)が一人の世帯を「単身世帯」とし、さらに性別によって
「単身男性世帯」と「単身女性世帯」に分けた。未成年の構成員が一人以上いる世帯を「子
育て世帯」とし、親世代の状況別に「子育て(母子・父子)世帯」と「子育て(夫婦と子・3
世代)世帯」に分けた。夫婦のみの世帯を「夫婦世帯」とした。成人した子世代とその親世
代が同居する世帯を 2世代世帯とし、構成員に 70歳代以上がいる「2世代(70代有)世帯」
と、いない「2世代(70代無)世帯」に分けた。これ以外の家族構成を「その他」、記入漏れ
等により構成が不明の世帯を「不明」とした。 
 また本章では、世帯の最年長者の年齢によって、20～30歳代、40～60歳代、70歳代以
上に分類し、20～30 歳代を若年、40～60 歳代を中年、70 歳代以上を高年とした。「2 世
代(70代有)世帯」は子の年代で分類し、「2世代(70代無)世帯」は親の年代で分類した。 
 アンケート票を配布した 4,215世帯のうち 606世帯から回答があった。本章では、家族
構成がその他の世帯と不明の世帯を除く517世帯を検討の対象とした(有効回答率85.3%)。 
 家族構成別の世帯数と自家用車保有状況について表 3-3に示した。517世帯中 193世帯
が自家用車非保有世帯、324世帯が自家用車保有世帯であった。 
 
 
表 3-3 家族構成別世帯数 
 
 
 
 
 
4-7 
 
3.4.2 カーシェアリング利用意向と利用に向けた条件 
(1) 自家用車非保有世帯における利用意向と利用に向けた条件 
1) カーシェアリング利用意向 
 自家用車非保有世帯におけるカーシェアリング利用意向について表 3-4に示した。 
 自家用車非保有世帯 193世帯のうち「カーシェアリング利用意向」について、「利用中」
を選択したのは、3世帯(1.6%:193世帯中以下同)であった。「条件が合えば利用したい」を
選択したのは、48世帯(24.9%)、「利用したいと思わない」は 53世帯(27.5%)、「利用でき
ない」は 84世帯(43.5%)であった。不明は 5世帯(2.6%)であった。 
 「条件が合えば利用したい」と回答した 48 世帯の主な家族構成は、中年の単身男性世
帯(8世帯)、中年の 2世代(70代以上無)世帯(6世帯)、中年の夫婦世帯(5世帯)、中年の単身
女性世帯(5世帯)であった。 
 「利用したいと思わない」と回答した 53世帯の主な家族構成は、中年の単身女性世帯(13
世帯)、高年の単身女性世帯(7世帯)、中年の 2世代(70代以上無)世帯(6世帯)、中年の夫婦
世帯(6世帯)、2世代(70代以上有)世帯(5世帯)であった。 
 「利用できない」と回答した 84世帯の主な家族構成は、高年の単身女性世帯(23世帯)、
中年の単身女性世帯(18世帯)、高年の夫婦世帯(14世帯)、高年の単身男性世帯(13世帯)で
あった。 
 
 
表 3-4 カーシェアリング利用意向（自家用車非保有世帯） 
 
 
 
 
2)カーシェアリング利用に向けた条件 
 「条件が合えば利用したい」とした 48 世帯における、カーシェアリング利用に向けた
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条件ついて表 3-5に示した。 
 「特になし・すぐにでも利用したい」を挙げたのは 7 世帯(14.6%:48 世帯中、複数回答
有り、以下同)であった。「利用料金がもっと安くなれば」は 30世帯(62.5%)、「家の近くに
あれば」は 25 世帯(52.5%)であった。これらの条件を挙げた世帯の数はそれぞれ 48 世帯
の半数を超えていた。 
 
 
表 3-5 カーシェアリング利用に向けた条件 
 
 
 
 
 (2) 自家用車保有世帯におけるカーシェアリング利用意向と利用に向けた条件 
1) カーシェアリング利用意向 
 自家用車保有世帯におけるカーシェアリング利用意向について表 3-6に示した。 
 自家用車保有世帯 324世帯のうち「カーシェアリング利用意向」について「条件が合え
ば利用したい」かつ「自家用車に加えて利用したい」を選択した世帯は 32世帯(9.9%:324
世帯中、以下同)であった。「条件が合えば利用したい」かつ「自家用車から乗換えて利用
したい」を選択したのは 53世帯(16.4%)、「利用したいとは思わない」は 220世帯(67.9%)、
「利用できない」は 7世帯(2.2%)であった。不明は 12世帯(3.7%)、「利用中」を選択した
世帯はなかった。 
 「条件が合えば利用したい」かつ「自家用車に加えて利用したい」を選択した 32 世帯
の主な家族構成は、中年の 2世代(70代無)世帯(8世帯)、中年の夫婦世帯(6世帯)、中年の
子育て世帯(夫婦・3世代)であった。 
 「条件が合えば利用したい」かつ「自家用車から乗換えて利用したい」を選択した 53
世帯の主な家族構成は、中年の夫婦世帯(15世帯)、高年の夫婦世帯(6世帯)、高年の単身男
性世帯(6世帯)、中年の単身女性世帯(6世帯)であった。 
 「利用したいとは思わない」と回答した 220世帯の主な家族構成は、中年の夫婦世帯(48
世帯)、中年の 2世代世帯(70代無)(31世帯)、中年の単身男性世帯(27世帯)、若年の夫婦世
帯(18世帯)であった。 
4-9 
 
表 3-6 自家用車保有世帯のカーシェアリング利用意向 
 
 
 
 
2)カーシェア利用に向けた条件 
 「条件が合えば利用したい」かつ「自家用車から乗換えて利用したい」とした 53 世帯
における、カーシェア利用に向けた条件について表 3-7に示した。 
 「利用料金がもっと安くなれば」を挙げたのは 34世帯(64.2%:53世帯中、複数回答有り、
以下同)であった。また「家の近くにあれば」を挙げたのは 32 世帯(60.4%)、「今ある車に
乗らなくなったら」を挙げたのは 31世帯(58.5%)あり、これらの条件を挙げた世帯の数は
それぞれ 53世帯の半数を超えていた。 
 
 
表 3-7 カーシェアリング利用に向けた条件 
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3.4.3カーシェアリング利用意向からみた乗換可能な自家用車使用状況 
 自家用車保有世帯のうち、16.4%の世帯に自家用車から乗換えてカーシェアリングを利
用する意向があり、利用に向けた条件として、「利用料金がもっと安くなれば」というコス
トの条件、「家の近くにあれば」という配置の条件、「今ある車に乗らなくなったら」とい
う将来の廃車の条件が重要な条件として挙げられた。 
 これより、「カーシェアリング利用意向からみた乗換可能な自家用車使用状況」について
検討する。 
 「利用料金がもっと安くなれば」というコストの条件から「カーシェアリング利用意向
からみた乗換可能な自家用車使用状況」をみると、アンケート調査において、被験者に対
して自家用車保有コストと比較した結果を示し、読後に回答してもらっていることから、
「利用料金がもっと安くなれば」の比較対象として、自家用車保有コストが被験者の念頭
にあると考えられる。よって、乗換可能な自家用使用状況は、「カーシェアリング利用コス
トが自家用車保有コストより安価となる状況」であると考えられる。 
 「家の近くにあれば」という配置の条件からみると、配置の条件はカーシェアリング事
業の問題であり、自家用車使用状況ではないと考えられる。 
 「今ある車に乗らなくなったら」という将来の廃車の条件からみると、「近い将来に車両
の老朽化などにより廃車の時期を迎える状況」であると考えられる。 
 これより「カーシェアリング利用意向からみた乗換可能な自家用車使用状況」として、
「カーシェアリング利用コストが自家用車保有コストより安価となる状況」と「近い将来
に車両の老朽化などにより廃車の時期を迎える状況」であると考えられる。 
 アンケート調査結果において、コストの条件を挙げた世帯がもっとも多かったことから、
最も重要な条件と考えられる。これよりカーシェアリング利用意向からみた乗換可能な自
家用車使用状況を、「カーシェアリング利用コストが自家用車保有コストを下回る」とする。 
 
3.5 カーシェアリング利用実態からみた乗換可能な自家用車使用状況 
3.5.1 カーシェアリング利用実態調査 
 UR 男山団地に導入されたカーシェアリングの利用実態から、自家用車から乗換えた世
帯における「乗換が可能となる自家用車の使用状況」を明らかにすることを目的として、
カーシェアリング利用者に対してヒアリング調査を実施した。調査の概要を表 3-2に示し
た。 
 ＵＲ男山団地の中央センターにある住民コミュニティスペース注 1)に導入されたカーシ
ェアリング車両について注 2)、住民コミュニティスペースの常駐スタッフが、カーシェアリ
ングの利用者に対してヒアリングした。カーシェアリング車両の位置を図 3-2に示した。
利用者がカーシェアリングの利用を終えて帰着したタイミングにおいて、常駐スタッフが
利用者に声掛けし、アンケートに回答してもらった。 
 ヒアリング内容は、利用者の世帯(以下利用世帯)におけるカーシェアリングの利用頻度、
一回当たりの利用時間、主な利用目的、自家用車保有の有無、カーシェアリングによる自
家用車への意識変化、利用コスト・利便性の意識とした。 
 調査対象とした利用世帯は、カーシェアリングを繰り返し利用している、または繰り返
し利用する意向のある世帯とした。利用者の中には、カーシェアリングを一般的なレンタ
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カーと同様に、一回限りの利用としていた者がいたが、調査対象としなかった。 
 調査はカーシェアリング車両が導入された 2014年 7月 25日から同年 11月 25日まで 4
ヶ月間の土日を含む毎日、午前 10時から午後 6時の間に行った。 
 なお、「カーシェアリング利用意向からみた乗換可能自家用車調査」の結果から、カーシ
ェアリング利用世帯数は、相当に少ないと予想された。本調査では、全ての利用者への調
査を実施するため、また常駐スタッフが直接利用者へのヒアリング調査を実施するために、
常駐スタッフが常にカーシェアリングの利用状況を把握できる調査方法とした。このため、
常駐スタッフが利用状況を常時把握することが困難な、Ａ地区、Ｃ地区に導入されていた
カーシェアリング車両については調査対象としなかった。 
 
3.5.2 カーシェアリング利用実態 
(1)カーシェアリング利用世帯数 
 カーシェアリング利用世帯数について図 3-3に示した。 
 調査開始以降、新たに確認された利用世帯数は、7月 25日から 31までの間 0世帯、8
月は 5世帯、9月 4世帯、10月 2世帯、11月 1日から 25日までの間で 1世帯、計 12世
帯であった。調査の経過とともに確認された利用世帯は減少しており、12世帯によってシ
ェアされていると判断し、この 12世帯を検討対象とした。 
 
 
 
図 3-3 月別のカーシェア利用世帯数の推移 
 
 
 
(2) カーシェアリング利用世帯の居住地と自家用車保有状況 
 カーシェアリング利用世帯の居住地と自家用車保有状況について表 に示した。 
 12世帯のうち、UR男山団地に居住する世帯(以下ＵＲ男山団地世帯)は5世帯であった。
5 世帯の家族構成は、D 地区に居住する若年の単身男性世帯、A 地区に居住する若年の子
育て(夫婦、3 世代)世帯、B 地区に居住する中年の夫婦世帯、B 地区に居住する中年の 2
世代(70以上有)世帯、D地区に居住する中年の 2世代(70以上無)世帯であった。 
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 この 5世帯のうち、自家用車保有世帯は 1世帯、中年の 2世代(70以上有)世帯であった。
非保有世帯は 2世帯で、若年の単身男性世帯、若年の子育て(夫婦・3世代)世帯であった。
自家用車から乗換えた世帯は 2世帯で、中年の夫婦世帯と、中年の 2世代世帯(70代以上
無)であった。 
 UR男山団地を除く男山地域に居住する世帯(以下男山地域世帯)は 5世帯であった。5世
帯の家族構成は、若年の単身男性世帯、若年の単身女性世帯、中年の子育て(母子・父子)
世帯、中年の子育て(夫婦・3世代)世帯、高年の夫婦世帯であった。 
 この 5世帯のうち、自家用車保有世帯は 1 世帯で、中年の子育て(母子・父子)世帯であ
った。非保有世帯は 3世帯で、若年の単身男性世帯、若年の単身女性世帯、中年の子育て
(夫婦・3 世代)世帯であった。自家用車から乗換えた世帯は 1 世帯で、高年の夫婦世帯で
あった。 
 居住地の回答が無かった世帯は 2世帯で、若年の単身男性世帯と、若年の単身女性世帯
であり、自家用車の保有についても回答が得られなかった。 
 
(3)カーシェアリング利用世帯の利用状況 
1)利用頻度と時間 
 カーシェアリングの利用頻度と利用時間について表 3-8、図 3-4に示した。 
  12世帯のうち、利用頻度と時間の回答が得られたのは 8世帯であった。 
 利用頻度は、月に数回とする世帯が 5世帯、月に一回とする世帯が 2世帯、週に一回と
する世帯が 1世帯であった。一回当たりの利用時間は、2時間とする世帯が 5世帯、6時
間、1.5時間、1時間とする世帯がそれぞれ 1世帯であった。 
 年間利用時間を利用頻度×利用時間の 1 年分として求めると(利用頻度は、月に数回を
2.5 回/月、週一回を 52 回/年とした)、年間利用時間が 0～50 時間の世帯は 2 世帯、51～
100時間は 4世帯、101～150時間は 1世帯、151～200時間は 1世帯であった。1回あた
りの平均利用時間は 2.3 時間/回、平均の年間利用頻度、年間利用時間は、それぞれ 28.3
回/年、69.3時間/年であった。 
 年間利用時間が 0～50時間の 2世帯の家族構成は、ＵＲ男山団地世帯の中年の 2世代(70
以上有)世帯と、男山地域世帯の中年の子育て(母子・父子)世帯で、両世帯とも自家用車保
有世帯であった。 
 51～100時間の 4世帯の家族構成は、ＵＲ男山団地世帯の若年の単身男性世帯、中年の
夫婦世帯、男山地域世帯の若年の単身男性世帯、中年の子育て(夫婦・3世代)世帯であった。
これらの世帯のうち、中年の夫婦世帯は自家用車から乗り換えた世帯であり、他の世帯は
いずれも自家用車非保有世帯であった。 
 101～150 時間の 1 世帯は、男山地域の高年の夫婦世帯で、自家用車から乗り換えた世
帯であった。151～200時間の 1世帯は、ＵＲ男山団地世帯の中年の 2世代(70代無)世帯
で、自家用車から乗り換えた世帯であった。 
 UR男山団地に居住し、自家用車から乗換えた世帯の 2世帯(中年の夫婦世帯、中年の 2
世代世帯(70代以上無))における年間利用時間は、それぞれ 60時間と 180時間であった。 
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2)利用目的 
 カーシェアリングの主な利用目的について表 3-8に示した。12世帯のうち、主な利用目
的の回答が得られたのは 10世帯であった。 
 10世帯のうち、主な利用目的として買い物を挙げた世帯は 7世帯、家族の送迎を挙げた
のは 1世帯、家族等の用事を挙げたのは 1世帯、レジャーを挙げたのは 1世帯であった。 
 UR男山団地に居住し、自家用車から乗換えた世帯の 2世帯(中年の夫婦世帯、中年の 2
世代世帯(70代以上無))における主な利用目的は、それぞれ買い物と、家族等の用事であっ
た。 
 
 
表 3-8 利用世帯の居住地と自家用車保有、年間利用時間(〇が該当) 
 
 
 
 
図 3-4 カーシェアリング利用世帯の年間利用時間 
 
 
 
(4)自家用車からカーシェアに乗換えた世帯における利用状況と利用の意識 
 自家用車からカーシェアに乗換えた世帯における利用状況と利用の意識について表 3-9
に示した。 
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 ＵＲ男山団地世帯における、自家用車から乗換えた 2世帯についてみると、中年の夫婦
世帯の主な利用目的は「買い物」であった。年間利用時間は 60 時間(2.5 回/月×2 時間×
12カ月)であった。カーシェアによる自家用車への意識変化として、「自家用車はいらない
と思うようになった」という回答が得られた。また利用コスト・利便性についての意識と
して「乗換により車のコストが削減された」という回答が得られた。 
 中年の 2・3世代世帯(高年家族無し)の主な利用目的は「家族等の用事」であった。年間
利用時間は 180時間(2.5回/月×6時間×12カ月)であった。また、カーシェアによる自家
用車への意識変化として「自家用車はいらないと思うようになった」「車を手放すきっかけ
となった」という回答が得られた。また利用コスト・利便性についての意識として「コス
ト面において自家用車より安価である」という回答が得られた。 
 男山地域世帯における、自家用車から乗換えた 1世帯についてみると、主な利用目的は
「買い物」であった。年間利用時間は 104時間(52回/年×2時間)であった。カーシェアに
よる自家用車への意識変化として、「自家用車はいらないと思うようになった」「カーシェ
アリングが近くにあることを知って自家用車を手放した」という回答が得られた。また利
用コスト・利便性についての意識として「自家用車より安価」という回答が得られた。 
 
 
表 3-9 カーシェア利用状況と利用についての意識 
 
 
 
 
3.5.3カーシェアリング利用実態からみた乗換可能な自家用車使用状況 
 ＵＲ男山団地の利用世帯のうち、2 世帯が自家用車から乗換えた世帯であり、年間利用
時間は、それぞれ 60 時間、180 時間であった。両世帯からカーシェアリング利用コスト
は、自家用車保有コストより安価である旨の回答が得られた。 
 利用世帯のカーシェアリング年間利用時間は 200時間以下であり、その場合に自家用車
から乗換えた世帯におけるカーシェアリング利用コストに対する意識は「自家用車保有コ
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ストより安価」と考えられる。よって自家用車の年間使用時間が 200 時間以下において、
カーシェアリングへ乗換えた場合、利用時間を減ずることなく、3.4 で示したコストの条
件を満足すると判断される。  
 これより、本研究ではカーシェアリングの利用実態からみた乗換が可能となる自家用車
の使用状況を、「年間使用時間が 200時間以下」とする。 
 
3.6 自家用車の利用状況からみたカーシェアリングへ乗換可能な自家用車台数 
3.6.1 自家用車利用状況調査 
  3.4、3.5 の結果から、団地居住世帯におけるカーシェアリングへ乗換可能な自家用車
の使用状況は「カーシェアリング利用コストが自家用車保有コストを下回る」と、「年間使
用時間が 200時間以下」であった。 
 そこで、まず「カーシェアリング利用コストが自家用車保有コストを下回る」状態にあ
る自家用車の使用状況を明らかにするため、カーシェアリング利用コストと自家用車保有
コスト(車両費、税金、保険・車検費用、燃料費、駐車場代)を比較した。 
 つぎに、ＵＲ男山団地に居住する自家用車保有世帯を対象として、カーシェアリングへ
の乗換が可能な使用状況となっている自家用車の台数を明らかにするため、アンケート調
査を実施した。調査の概要を表 1に示した。なお、本アンケート調査は第 2章に示した自
家用車保有についてのアンケート調査と同時に実施した。 
これより、①カーシェアリング利用コストが自家用車保有コストを下回る自家用車台数、
②年間使用時間が 200時間以下の自家用車台数を求めた。 
 アンケート調査は 2012 年 9 月に実施した。アンケート調査は、アンケート調査用紙を
戸別に配布し、各住棟の各階段室ごとに一階の階段室入り口にある郵便受け上部に設置し
た回収箱で回収した。 
 「自家用車の有無」「家族構成」「自家用車の利用目的」「利用目的別の使用頻度」につい
て選択肢を選択してもらい、「利用目的別の使用時間」として、自家用車の使用時間帯(駐
車場を出る時刻(時単位)と駐車場に戻る時刻(時単位))を記入してもらった。配布戸数 4,215
世帯のうち 1,119世帯から回答があり、家族構成が不明などを除く 1,027世帯を検討の対
象とした(有効回答率 91.8%)。 
 
3.6.2 カーシェアリングが自家用車を下回るコストとなる自家用車の使用状況 
(1)カーシェアリング利用料金と自家用車保有コストの計算 
 年間利用時間に対する、カーシェアリング利用コストと自家用車保有コスト(車両購入費、
税金、保険・車検費用、燃料費、駐車場代)を求めた。 
 カーシェアリング利用料金 4)は、月額基本料金 1,030 円/月に、ベーシックタイプ(小型
自動車)の時間従量制料金として 824円/時間4)(長時間利用等の割引は考慮しない)とし、年
間使用時間に対する利用料金を求めた。なお利用料金には、保険費用、燃料費が含まれる。 
 自家用車保有コストは、小型自動車を 7 年間保有するとして、車両購入費(初期経費含
む)1,500,000 円、同自動車税(年 34,500 円)×7 年=241,500 円、車検 2 回(120,000 円/回:
自賠責等含む)×2回=240,000円、駐車場(8,000円/月)×12ヶ月×7年=672,000円、任意
保険(50000円/年)×7年=350,000円とした。また年間利用時間に対して、その 1/3の時間
4-16 
 
を走行時間、平均時速を 30(km/h)として、年間走行距離を求め、燃費とガソリン単価から
(燃費 15(km/L)・単価 160(円/L))、ガソリン代を求めた。これより 7 年間の総費用を算出
し、1/7にすることで、年額の自家用車保有コストとした。 
 
(2)カーシェアリング利用コストが自家用車保有コストを下回る自家用車の年間使用時間 
 年間利用時間に対する、カーシェアリング利用料金と自家用車保有コストを比較した結
果を図 3-5に示した。これより概ね年間使用時間 600時間において、カーシェアリング利
用コストと自家用車保有コストがほぼ同額となり、600 時間より少ない場合、カーシェア
リング利用料金の方が自家用車保有コストより安価であることがわかった。 
 これより、年間使用時間が 600時間以下の自家用車を、カーシェアリング利用コストが
自家用車保有コストを下回る自家用車とした。 
 
 
 
             カーシェアリング       自家用車 
図 3-5 カーシェアリング利用時間と自家用車保有コスト 
 
 
 
3.6.3 団地居住世帯の自家用車使用状況 
(1)自家用車保有状況 
 団地居住世帯の自家用車保有状況について、表 3-10に示した。 
  1,027 世帯のうち、513 世帯が 1台を、37世帯が 2 台保有しており、550 世帯が 587
台の自家用車を保有していた。この 1,027世帯における自家用車保有率は 57.2%であった。 
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表 3-10 自家用車保有状況と年間使用時間 
 
 
 
 
(2)自家用車使用状況 
1)使用頻度と使用時間 
 団地居住世帯の自家用車の使用頻度と使用時間について、図 3-6、図 3-7に示した。 
  587 台のうち、使用頻度と使用時間の回答が得られた 451 台の目的別使用頻度をみる
と、通勤の使用頻度で多かったのは週 4・5回と週 6・7回であった。病院・送迎では月数
回、買物は週 1回と週 2・3回、食事・レジャーは月数回が多かった。 
 目的別の使用時間(団地の駐車場を出てから戻るまでの間の時間)をみると、使用時間は、
通勤では 10時間以上、病院・送迎、買物では 1～2時間と 3～5時間とする回答が多かっ
た。食事・レジャーでは 6～9 時間とする回答がやや多かったが、他の時間と比べて大き
な差はなかった。 
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図 3-6 自家用車使用頻度（台 N=451） 
 
 
 
図 3-7 自家用車使用時間（台 N=451） 
 
 
 
2)年間使用時間 
 使用頻度と使用時間から、年間使用時間(使用頻度×使用時間の 1 年間分)を算出した。
その結果を表 3-10に示した。 
 なお、利用頻度は、月に数回を 2.5回/月、週 1回は 52回/年、週 2～3回は 130回/年(=52
×2.5)、週 4～5回は 234回/年(=52×4.5)、年 6～7回は 338回/年(=52×6.5)とした。 
 これより、年間使用時間 200時間以下の車両は 23台(5.1%:451台中以下同)、200超 600
時間以下は 62台(13.7%)、600超が 366台(81.2%)であった。 
 
3.6.4 カーシェアリングへ乗換えが可能な使用状況にある自家用車台数 
(1) カーシェアリング利用コストが自家用車保有コストを下回る自家用車台数 
 自家用車の年間使用時間について図 3-8に示した。 
 年間使用時間 600時間以下の台数は 85台(18.8%:451台中)であった。それらを保有する
主な家族構成は、中年の夫婦世帯(17台)、高年の夫婦世帯(13台)、中年の 2・3世代世帯(高
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年家族無し)(14台)であった。 
 
(2)年間使用時間 200時間以下の自家用車台数 
 年間使用時間 200時間以下の自家用車台数は 23台(5.1%:451台中)であった。それらを
保有する主な家族構成は、高年の夫婦世帯(5 台)、中年の 2・3 世代世帯(高年家族無し)(4
台)、中年の単身男性世帯(4台)、中年の単身女性世帯(4台)であった。 
 
 
 
図 3-8 年間使用時間（台  N=451） 
 
 
 
3.7 カーシェアリングの普及によって削減される自家用車台数 
 ＵＲ男山団地全体において、カーシェアリングの普及によってカーシェアリングへ乗換
可能となる自家用車台数を求めた。 
 年間使用時間が 200時間以下の自家用車台数を、居住世帯数、自家用車保有率、自家用
車のうち年間使用時間が 200時間以下の割合から求めると、124台(=4,602戸×92.4%(非
空室率=1－空室率)×57.2%(自家用車保有率)×5.1%(年間使用時間 200 時間以下の割合))
であった。 
 またカーシェアリング利用コストの方が安価になる自家用車台数を、居住世帯数、自家
用車保有率、自家用車のうち年間使用時間が 600 時間以下の割合から求めると、457 台
(=4,602 戸×92.4%(非空室率=1－空室率)×57.2%(自家用車保有率)×18.8%(年間使用時間
600時間以下の割合))であった。 
 ＵＲ男山団地の自家用車のうち、年間使用時間が 200時間以下の 124台は、実際にカー
シェアリングから乗換えた世帯のカーシェアリング利用状況から推察される台数であり
「実現性が高い削減可能台数」と考えられる。また、カーシェアリング利用コストの方が
安価になる年間使用時間が 600時間以下の 457台は、カーシェアリング利用コストと自家
用車保有コストの比較から推察される最大の台数であり「潜在的な削減可能台数」と考え
られる。 
 
3.8 転用可能な駐車場台数と駐車場の平面積 
  1台当たりの駐車場面積を 15m2とし、カーシェアリングの普及により、「実現性が高い
削減可能台数」の 124台、「潜在的な削減可能台数」の 457台が削減された場合における
転用な可能な駐車場の平面積を求めた。 
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 カーシェアリング利用状況から、12世帯が 1台の車両をシェアし、削減される自家用車
12 台当たり 1 台のカーシェア車両が導入されるとする。また第 2 章で示したように UR
男山団地では空駐車場があることから、駐車場利用を待機している世帯はなく、乗換えら
れた車両台数分の駐車場台数が空くとする。また本論で対象としたカーシェアリングでは
電子キーを用いるため、鍵の受け渡しスペースは考慮しないものとする。 
 ＵＲ男山団地全体では「実現性が高い」場合に 124台の自家用車が削減されるのに対し
て、10 台(=124／12)のカーシェアリング車両が導入され、削減される駐車場台数は 114
台である。「潜在的」には、457 台の自家用車が削減されるのに対して、38 台(=457／12)
のカーシェアリング車両が導入され、削減される駐車場台数は 419台と求められる。 
 これより「実現性が高い」場合には、1,710m2(=(124－12)台×15m2/台)、「潜在的」に
は、6,285m2(=(457－38)台×15m2/台)が転用可能な面積と考えられる。 
 
3.9 「駐車場の再構成」に向けた方法 
3.9.1 カーシェアリングによる自家用車削減と駐車場の転用の可能性 
 ＵＲ男山団地では、主に中・高年の世帯において、乗換の意向があり、また使用時間が
少ない自家用車が保有されていた。ＵＲ男山団地では、中・高年の世帯数、自家用車保有
台数が多いこと、また加齢に伴い自家用車使用時間が短くなり、カーシェアリングへ乗換
が可能な自家用車台数が増えることが理由と考えられる。 
 ＵＲ男山団地では、カーシェアリングの導入、普及によって、実現性が高い場合におい
て、124 台の自家用車が削減され、114 台、1,680m2の駐車場が転用可能になり、また潜
在的には 457台の自家用車が削減され、419台、6,285m2の駐車場が転用可能になる。 
 ＵＲ男山団地は、大阪都市圏の郊外に位置し、規模も大きく、高齢化も進んでいること
から、都市郊外の団地として典型性があると考えられる。同様の団地において、カーシェ
アリングの導入と普及による、自家用車の削減と駐車場の転用が可能である。 
 
3.9.2 カーシェアリング普及に向けた方策 
 ＵＲ男山団地では、カーシェアリングへ乗換の意向がある世帯における利用に向けた条
件として、コストの他に、カーシェアリング車両の配置、将来の廃車が挙げられた。 
 カーシェアリング普及に向けた方策として、財源の課題はあるが、利用意向を有する世
帯が多く、また利用時間の少ない自家用車を保有する中・高年の世帯を対象として、①乗
換え可能な自家用車台数に対応した台数のカーシェア車両を住棟近くに配置し、需要を喚
起すること、②自家用車からの乗換に対して、自家用車を市場価格よりも高額に買取る、
乗換え世帯のカーシェアリング利用料を割り引く等のインセンティブを与え、乗換を促進
することが有効であると考えられる。 
 
3.9.3 「駐車場の再構成」に向けた方法 
 昭和 40 年代に整備された都市郊外の団地であるＵＲ男山団地では、①カーシェアリン
グの導入と普及によって、居住世帯の自家用車保有台数を削減することが、実現性が高い
場合において、124 台の削減と、114 台分 1,680m2の駐車場が転用可能であり、また潜在
的には 457台の削減と、419台分 6,285m2の駐車場が転用可能であること、また②普及に
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向けた方策として、カーシェアリング車両を利便性の高い位置へ配置すること、乗換えへ
のインセンティブを導入することが考えられる。 
 これより、団地へのカーシェアリングの導入は、自家用車削減と駐車場の転用に   対
して有効であることがわかった。 
 よつて、「駐車場の再構成に向けた方法」は、カーシェアリングの導入と普及に向けた施
策の実施である。 
 ストック活用型団地再編では、転用可能な駐車場を生み出すことを目的としてカーシェ
アリングを導入すること、また普及に向けて、住棟近くの駐車場にカーシェアリング車両
を配置すること、乗換えを促進するインセンティブを与える施策を実施することが、駐車
場の再構成の方法である。 
 建替型団地再編では、再編後の必要駐車場台数を削減することを目的としてカーシェア
リングを導入すること、カーシェアリングの導入を前提とした駐車場計画とすること、乗
換えを促進するインセンティブを与える施策を実施することが、駐車場の再構成の方法で
ある。 
 
3.10 再構成に向けた方法からみた駐車場整備のあり方 
 居住者にとって自家用車は、公共交通には無い移動、運搬の利便性があり、それを団地
再編の目的に単純に削減することは現実的ではない。一方、自家用車の所有にこだわらな
いライフスタイルが普及しつつあり、カーシェリング普及が拡大している。 
 団地におけるカーシェアリングの導入、普及により、転用可能な駐車場を生み出すこと
が可能であり、自家用車保有とカーシェアリング利用を共存させることが駐車場整備に望
まれる。 
 再構成に向けた方法からみた、今後の駐車場整備のあり方は、事業者の立場における「計
画・設計」、行政の立場における「開発指導」のあり方について、以下のとおり考えられる。 
 「計画・設計」のあり方は、計画においては、カーシェアリング導入を計画することで
ある。カーシェアリング事業者を導入すること、管理者が自らカーシェアリング事業を運
営すること、自治会等の住民組織によりカーシェアリング事業を運営することを計画する
ことである。また設計は、カーシェアリング利用の利便性を高める駐車場とすることであ
る。住棟の近傍の駐車場はカーシェアリング車両の置き場とすることである。 
 開発指導のあり方は、カーシェアリング導入により設置基準を緩和すること、またカー
シェアリング事業の導入に対して、設計基準の緩和や、税の免減などのインセンティブを
与え、導入の促進を図ることである。 
 
 
注 
注 1) 関西大学、ＵＲ、八幡市による共同プロジェクト「だんだんテラス」 
注 2) 関西大学とタイムズ 24 株式会社による「カーシェアリング社会実験に関する連携
2014,4」 
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第 4章 駐車場の再構成に向けた行政の課題 
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4.1 はじめに 
 行政の駐車場整備に係る建築指導は、長らく不法駐車への対策として行われてきた。し
かし、駐車場の設置基準が居住世帯の需要を上回るなど、駐車場整備に係る行政の開発指
導に課題がみられる。 
 「S40年代団地」において、市町村の条例、開発指導要綱等に示された駐車場の設置基準
を満たしておらず、そのうえで駐車場に余剰がある団地は多い。それらの団地における建
替型団地再編では、設置基準に従った開発指導により駐車場が増設され、空間の有効活用
が損なわれる可能性がある。 
 また都市郊外の「S40年代団地」において、居住世帯の自家用車保有意向に基づく変化を
考慮しても、自家用車保有率が設置基準を下回る団地がある。このような団地の建替型団
地再編では、設置基準に従った開発指導により、空間の有効活用が損なわれる可能性があ
る。 
 需要を上回る過剰な台数の駐車場を設置することは、駐車場以外の共用空間を減少させ、
新たな機能や施設の導入を困難にし、団地再編の質を劣化させる原因となる。 
 今後の駐車場整備に係る行政の指導においては、自家用車保有状況などの個々の団地の
状況に応じた駐車場計画の作成を指導すること、カーシェアリング導入などの自家用車台
数削減のための計画を指導すること、新たな施設、機能の導入を考慮した駐車場計画、設
計を指導することが望まれる。さらに今後は団地に対する建築指導は、駐車場の量的確保
だけを目的とするのではなく、新たな施設、機能の導入、周辺地域との連続性や、住環境
の向上、景観への配慮など、団地再編を目的とすることが望まれる。 
そこで本章では、行政の駐車場設置に係る指導状況の実態を把握し、駐車場の再構成の
実現に向けた課題と、今後の指導のあり方を検討した。 
 本章では、大阪府下の市町村に対してアンケート調査を行い、市町村における、共同住
宅開発時の駐車場設置についての指導状況を明らかにした。それらの結果に基づき、団地
再編における「駐車場の再構成の実現に向けた行政の課題」と、行政の課題からみた「駐
車場整備のあり方」を示した。 
 
4.2 本章の目的 
 本章の目的は、①大阪府下の市町村における、共同住宅開発時の駐車場設置の指導状況を
明らかにし、②団地再編における「駐車場の再構成」に向けた行政の課題と、③行政の課
題からみた「駐車場整備のあり方」について示すことである。 
 
4.3 研究の方法 
4.3.1 研究の方法 
 共同住宅開発時の「設置基準以外の指導内容」「設置基準の設定根拠」「共同住宅開発に
おける設置基準の緩和状況」「今後の指導、規定の方向」を明らかにすることを目的として、
大阪府下 43市町村のうち建築主事のない 1市町村を除く 42市町村を対象に、「共同住宅開
発時の駐車場設置の指導状況調査」を実施した。また「設置基準以外の規定内容」を明ら
かにすることを目的として、各市町村が公表している条例や指導要綱等について「設置基
準設定状況調査」を実施した。なお「設置基準設定状況調査」の詳細は第 1 章に示したと
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おりである。 
 調査の結果から、設置基準以外の指導、規定の内容、設置基準の設定根拠、公的住宅の
開発における設置基準の緩和状況、今後の指導、規定の方向を整理し、共同住宅開発にお
ける駐車場設置の指導状況を整理した。 
 これらの結果から、団地再編における「駐車場の再構成」の実現に向けた行政の課題を
考察し、行政の課題からみた「駐車場整備のあり方」について、行政の立場における開発
指導のあり方を論じた。 
 
4.3.2 共同住宅開発時の駐車場設置の指導状況調査 
(1)調査方法 
 調査対象とした 42市町村の開発指導の担当者に対して、記入式のアンケート票を、郵便、
電子メールで送付し、回答後に返送、返信してもらった。調査は 2013年 12月に実施し、
42市町村すべてから回答を得た。 
 
(2)アンケート調査票 
 アンケート票は市町村ごとに作成し、アンケート票には、それぞれの市町村の条例、指
導要綱等に示された共同住宅開発時の駐車場設置に係る規定を示し、それら規定以外の「追
加や変更、内規等」について記述してもらった。この結果から「設置基準以外の指導、規
定内容」を整理した。 
 現行の規定の設定根拠について、それぞれの市町村の担当者がわかる範囲で記述しても
らった。この結果から「設置基準の設定根拠」を整理した。 
 近年(2010～2012 年度)において、共同住宅の開発指導時に駐車場規定を緩和した場合に
ついて、選択肢から選択(複数回答)してもらった。また共同住宅の開発において設置基準を
緩和した指導について、民間事業者による開発、公的事業者(府・県、市町村、公社、UR)
による開発のそれぞれについて一例を任意に挙げてもらい、建築戸数と、緩和内容、緩和
にあたっての状況を記述してもらった。この結果から「公的住宅(市町村営住宅、府営住宅、
公社団地、ＵＲ団地)の開発における設置基準の緩和状況」を整理した。 
 今後の設置基準等の規定を見直す意向があるかどうかについて、選択肢から選択しても
らい、さらに見直しを考えている場合には、見直しの理由を選択肢から選択してもらった。
最後に、共同住宅の駐車場設置規定についての課題や意見を記述してもらった。これらの
結果から「今後の指導、規定の方向」について整理した。 
 
4.4 共同住宅開発における駐車場設置の指導状況 
4.4.1  設置基準以外の指導、規定内容 
(1)調査結果 
 アンケート調査の結果と条例、指導要綱等から、設置基準以外の指導、規定を整理した。
その結果、①別途協議により駐車場台数を決定する、②開発区域以外に用地を取得して駐
車場を設置する、③その他の指導、規定に分けることができた。 
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1)別途協議により駐車場台数を決定する指導、規定 
 共同住宅の開発に際して設置基準を適用するのではなく、別途協議により駐車場台数を
決定する指導、規定について表 4-1に示した。 
 別途協議により駐車場台数を決定する指導または規定がある市町村は 42 市町村中 10 市
町村であった。そのうち、共同住宅の開発が「商業および近隣商業地域における開発」の
場合において、別途協議の対象とするのは 3市町村あった。「駅周辺における開発」、「進入
禁止などの交通規制がある開発」、「交通状況等を勘案し支障がない開発」の場合に対象と
する市町村がそれぞれ 2市町村あった。「駅周辺、近隣商業地域における商店との併用住宅
の開発」の場合に対象とする市町村が 1市町村あった。 
 
 
表 4-1 別途協議により駐車場台数を決定する開発 
 
 
 
 
2)開発区域以外に用地を取得して駐車場を設置する指導、規定 
 設置基準に示された駐車場台数の一部を「開発区域外に用地を取得して駐車場を設置す
る」指導、規定について表 4-2に示した。「開発区域外に用地を取得して駐車場を設置する」
ことを指導、規定する市町村は 42市町村中 12市町村あった。 
 12 市町村における、開発区域内に設置する駐車場台数の割合について、パーセントに換
算した値をみると、50%、60%、70%とする市町村がそれぞれ 2市町村、80%とする市町村
が 1市町村あった。 
 台数については「個別協議」とする市町村が 1 市町村、開発区域外に設置する駐車場台
数を「不足分」「一部」とする市町村がそれぞれ 1市町村、具体的数値等の記述がなかった
市町村が 2市町村だった。 
 開発区域外に設ける駐車場の、開発区域からの距離について表 4-3に示した。500m以内
とする市町村が 4市町村、300m以内が 3市町村、200mと 2km以内がそれぞれ 1市町村、
その他、「個別協議」が 1市町村、具体的数値がなかった市町村が 2市町村だった。 
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表 4-2 開発区域以外に用地を取得して駐車場を設置する指導、規定 
 
 
 
表 4-3 開発区域からの距離 
 
 
 
 
3)その他の指導、規定 
 その他の指導、規定について表 4-4に示した。  
「サービス付高齢者住宅において設置基準を緩和する」指導または規定がある市町村が 3
市町村、「高齢者専用共同住宅において設置基準を適用しない」とする指導がある市町村が
1市町村あった。 
  また「公的住宅において設置基準を緩和する」規定がある市町村が 1市町村あった。「設
置基準分の駐車場用地を確保した上で、当初の設置台数を減らす」ことを認める規定があ
る市町村が 1市町村あった。 
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表 4-4 その他の規定、指導の内容 
 
 
 
 
(2) 設置基準以外の規定、指導内容 
 設置基準以外の規定、指導の内容は、①商業地や駅周辺における開発、高齢者向け住宅・
公的住宅の開発など、通常の共同住宅開発とは条件が異なる場合において、「別途協議とす
る」「設置基準の緩和や適用を除外する」等、設置基準の内容を補完する内容であること、
②敷地内で確保できない場合に、「近隣で確保する」ことを求める内容であることが分かっ
た。 
 戻り入居がある団地再編は、通常の共同住宅開発とは条件が異なると考えられ、必要駐
車場台数を決定する要因は、戻り入居世帯の家族構成や年齢層、自家用車保有の将来意向
である。設置基準以外の指導、規定において、団地再編に対応した指導、規定は無かった。 
 
4.4.2 設置基準の設定根拠 
(1)調査結果 
 設置基準の設定根拠について表 4-5に示した。設定根拠について回答があった市町村は 8
市町村、特になしの回答が 8市町村であった。不明が 5市町村、記入無しが 21市町村であ
った。 
 設定根拠の回答があった 8 市町村のうち、市町村内における自家用車保有状況を根拠と
して設置基準を設定している市町村は O 市、SM町、KW市の 3市町であった。これらの
市町における規定をみると、O市の規定は住居の規模によって場合分けされていた。SM町
の規定は町域で一律であった。KW 市では住宅が区分所有か否かによって場合分けされて
いた。 
 駐車場整備状況や違法駐車対策、景観、交通への配慮を根拠として設置基準を設定して
いるのは TN市であった。TN市における規定をみると、市内のニュータウンを他の地域と
は別に一律の規定としていた。 
 近隣事例を参考に設定している市町村は TI市、K町の 2市町、従前の例に従って設定し
たのが CHI村の 1村、世帯当たりの保有台数を想定し設定したのが KN市の 1市だった。 
  
(2)設置基準の設定根拠 
 設置基準の設定根拠として、①少なくとも 3 市町において、住民の自家用車保有状況に
基づき設定しており、規定は、住宅の規模、区分所有かどうかで場合分けされていた。ま
た②少なくとも 1 市において、交通や景観など、まちづくりの観点から設定しており、そ
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の規定はニュータウン地区とその他とで場合分けされていた。 
 団地再編における必要駐車場台数は、団地それぞれの状況によって異なることが考えら
れる。設置基準の設定根拠として、住民の自家用車保有状況や、街づくりの観点はあるも
のの、団地それぞれの状況に応じた規定はなかった。 
 
 
表 4-5 設置基準の設定根拠 
 
  
 
 
4.4.3共同住宅開発における設置基準の緩和状況 
(1) 設置基準の緩和状況 
 共同住宅開発における設置基準の緩和状況について表 4-6に示した。 
 「規定を緩和することは一切無い」を選択した市町村は、42市町村中 18市町村で、もっ
とも多かった。一方、何らかの緩和した場合があった市町村は 20市町村だった。4市町村
からは回答がなかった。 
 緩和した場合についてみると、市町村数が多かったのは、「当該敷地外に駐車場がある、
または設ける場合」「車所有が少ない(高齢者用)場合」でそれぞれ 11市町村が選択した。次
いで、「利便性が高い場所(駅近(徒歩圏)や商業地域内など)の場合」が 5市町村、「車所有が
少ない(単身者用・社宅・寮など)場合」が 4市町村であった。 
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 「迷惑駐車・不法駐車対策が具体的に計画されている場合」「所得制限がある公的住宅(市
町村営、府営等)の場合」「所得制限がない公的住宅(市町村営、府営、公社、UR等)の場合」
を選択したのは 3市町村であった。「開発規模が特に小さい場合」が 1市町村、「代替措置(レ
ンタカーやカーシェアリングの導入等)の場合」「開発規模が特に大きい場合」「ニュータウ
ン等の規模が大きい住宅地内における開発の場合」を選択した市町村は無かった。 
  
 
表 4-6 駐車場規定を緩和した場合についてのアンケート結果 
 
 
 
 
(2) 緩和事例 
 緩和事例について表 4-7（1）と（2）に示した。緩和事例の回答は、民間開発については
42市町村中 10市町村から 11事例、公的住宅については 42市町村中 3市町村から 3事例
の回答があった。なお表中の緩和内容は、アンケートの回答をパーセント表記に変換して
いる。 
 民間開発における緩和事例についてみると TN市の二つの事例、KT市、SN市の事例で
は、いずれも高齢者向けの共同住宅のため緩和した事例で、TN市では戸数 19戸の開発に
おいて設置基準 33%を 0%に、109戸の開発において 100%を 50%、KT市は 6戸の開発に
おいて、100%を 8%に緩和していた。SN 市の回答では具体的な数値がなかったが、「共同
住宅入居者の実情に合わせて」緩和したとしていた。 
 IO市の事例は介護施設付き共同住宅の事例で、10戸の開発において、100%を 50%に緩
和していた。  
 MG市、FJ市、ST市の事例は、開発区域外の駐車場を確保することで緩和しており、敷
地内の設置率について 50%を 25%、50%を 33%、100%を 88%に緩和した事例であった。
FJ市、ST市については開発事業者以外の民間駐車場を敷地外駐車場とする事例であった。 
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 TK市、MK市の事例は開発敷地条件が悪いことを理由に緩和した事例であった。KN市
の事例は敷地外を認める緩和の事例であった。 
 
 
表 4-7(1) 民間開発における設置基準の緩和事例 
 
 
 
 
 公的住宅における緩和事例についてみると、TY 市における事例は、建替え事業(363 戸)
において、戻り入居世帯の自家用車保有状況を勘案し、設置基準 100%に対して、当初に
70%分を整備し、残り 30%分は用地を確保したうえで必要に応じて増設するという指導を
行った事例であった。M市の事例は、建替え事業(364戸)において、事業前の駐車場設置お
よび利用状況を勘案し、設置基準 100%に対して 60%に緩和した事例であった。TI 市にお
ける事例は、建替え事業(284 戸)において、入居者の所得などを勘案し、設置基準 100%に
対して 60%に緩和した事例であった。 
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表 4-7(2) 公的住宅の開発における設置基準の緩和事例 
 
 
 
 
(3) 公的住宅の開発における設置基準の緩和状況 
 公的住宅の開発における設置基準の緩和状況についてみると、アンケート調査における
回答では、公的住宅の開発はいずれも建替え事業であり、建替え前の駐車場設置状況、使
用状況、戻り入居世帯の自家用車保有状況などに基づいて設置基準が緩和されていた。緩
和の内容として、「設置基準を緩和する」「設置基準を満たす駐車場用地を確保したうえで、
当面の設置台数を減らす」の 2つが挙げられた。 
 これらの事例では、第 2章において示した、行政の視点からみた「駐車場整備のあり方」
における「実状に応じた設置基準の適用」が「設置基準の緩和」という形で実施されてい
た。 
 一方、カーシェアリングの導入は、必要駐車場台数の削減に効果的と考えられるが、カ
ーシェアリング等の代替措置によって設置基準を緩和した市町村は無かった。 
  
 
4.4.4 今後の指導の方向 
(1) 設置基準の見直しの有無 
 設置基準の見直しの有無について整理した。その結果を表 4-8に示した。 
 42市町村の内、今後の既定の見直しの有無について、「考えていない」を選択した市町村
は 22市町村、「見直しは考えていないが必要に応じて緩和する」を選択したのは 9市町村、
「見直しを考えている」のは 7市町村であった。4市町村からは回答がなかった。 
 
 
表 4-8 今後の規定の見直しの有無 
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 見直しを考えている 7 市町村について、その理由を選択してもらった結果を表 4-9 に示
した。「駐車場が余っている現状があるから」を選択した市町村は 3 市町村、「開発事業者
からの要望・要請があるから」は 2市町村、「条例、開発要綱について、全体を見直してい
るから」が 2市町村であった。「適用にあたって、変更することが多いから」を選択した市
町村はなかった。 
 またその他の回答として 1 市町村から「駐車場確保のため、敷地内のオープンスペース
やコミュニティスペース等の良好な環境形成を阻害している。建物以外の土地が駐車場に
取られ、余裕のない計画となっている。」ことを理由として挙げていた。 
  
 
表 4-9 見直しの理由 
 
 
 
 
(2)自由記述の内容 
 自由記述に記入があった市町村は 11 市町村であった。その内容について表 4-10 に示し
た。 
 11市町村のうち F、G、J、Lは、駐車場の規定には課題があること認識しているという
記述であった。課題として、Fでは小規模物件における駐車場確保、規定が建替えの阻害に
なっているという指摘への対応、機械式駐車場の維持の問題が挙げられていた。また G で
は、高齢者向け住宅、老人ホームなど従来の開発とは異なる場合における統一性の確保、
カーシェアリングによる緩和要求への対応が挙げられていた。J、Fでは一戸一台という規
定に問題があることが挙げられていた。 
 Dは、適正な駐車場台数の設定に課題があるが困難な問題であるという記述であった。H、
Iは、不法駐車の状況から現状の規定を緩和や改定することが困難であるという記述であっ
た。 
 C は、鉄道の無い町域における自家用車需要から駐車場の必要についての記述、K は、
居住世帯、地域などの多様さ、経済状況の変化などから既定の見直しが困難であることを
記述していた。 
 一方、B は、規定の見直しの要否について検討していることが記述されていた。また A
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では、個々のケースに応じて柔軟に対応し、規定を実施していないことが記述されていた。 
  
 
表 4-10 自由記述の内容 
 
 
 
 
(3) 今後の指導、規定の方向 
 今後の指導、規定の方向についてみると、42市町村のうち 9市町村において、「見直しは
しないが、規定を必要に応じて緩和する」としていた。また 7 市町村において「規定の見
直しについて考えている」としており、見直しの理由として、3市町村では駐車場の余剰を
挙げ、1 市町村は、「良好な環境形成を阻害し、余裕のない開発になっていること」を挙げ
ていた。 
 自由記述からみると、記述のあった 11市町村のうち、4市町村において現状の規定に課
題がある認識を有していた。課題として小規模開発や高齢者向け住宅、老人ホームなどの
開発、カーシェアリングへの対応といった、これまで無かった近年の新たな開発事例への
対応が挙げられた。また 1 市町村は「柔軟に対応しており、具体的な規定等は行っていな
い」としていた。 
 これより、一部の市町村では、現状の規定に対して問題意識を有しており、さらに設置
基準に対して、「規定を必要に応じて緩和する」「駐車場が良好な環境形成を阻害し、余裕
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のない共同住宅の開発になっているため見直しを検討している」という今後の方向、また
「柔軟に対応しており、具体的な規定等は行っていない」という現状の対応がみられるこ
とがわかった。これらの方向や対応は、団地再編における駐車場整備の指導にも有効であ
ると考えられるが、直接に団地再編における駐車場整備を位置づけた指導ではなかった。 
 
4.4.5 共同住宅開発における駐車場設置の指導状況 
 共同住宅開発における駐車場設置の規定についてみると、直接に団地再編を対象とした
規定は無かった。また規定において対象とする開発の分類や、規定を設定した根拠には、
個々の団地の状況に対応したものはなかった。 
 一方、一部の市町村において、高齢者向け住宅の開発における自家用車保有状況を勘案
した指導や、公的住宅の建替えにおける、従前の駐車場設置状況、使用状況、戻り入居世
帯の自家用車保有状況などに基づいた指導がなされており、個々の団地の「実状に応じた
設置基準の適用」が「設置基準の緩和」という形で実施されていた。また、今後の指導、
規定の方向として、一部の市町村において「必要に応じた緩和」「良好な環境形成に向けた
見直しを検討」「柔軟な対応を行う」としていた。しかし、これらの指導は、団地再編にお
ける駐車場整備を位置づけることによって行われるものではなかった。 
 これより、共同住宅開発における駐車場設置の指導状況についてみると、一部の市町村
では、設置基準を緩和する指導や、基準の適用について柔軟な対応がみられ、それらは団
地再編における対応として有効であると考えられるが、市町村の指導、規定において、直
接には団地再編が位置づけられていないことが分かった。 
 
4.5 駐車場の再構成の実現に向けた行政の課題 
 大阪府下の市町村では、団地の駐車場に係る開発指導において、①一部の市町村では、
設置基準を緩和する指導や、基準の適用について柔軟な対応がみられたが、②従前の共同
住宅開発とは開発の目的が異なる団地再編は位置づけられていなかった。 
 団地再編は、団地に新たな施設、機能、住環境の改善を目指すものであり、従前の共同
住宅開発とは開発の目的が異なる。また入居世帯の自家用車保有状況、将来の保有状況等
から団地再編後に必要とされる駐車場を明確にすることが可能であり、さらにカーシェア
リングの導入により必要とされる駐車場を削減することが可能である。 
 一部の市町村では個々の開発において設置基準を緩和する指導がみられ、それは団地再
編においても有効な指導であると考えられるが、「駐車場の再構成」を、より確実に実現す
るためには、団地再編における駐車場整備を「設置基準における条件分けの一つ」とした
り、「別途協議により駐車場台数を決定する開発内容」とするなどにより、指導、規定の中
に団地再編を位置付け、団地再編のための「駐車場の再構成」を指導する必要があること
がわかった。 
 よって、「駐車場の再構成」の実現に向けた行政の課題は、市町村の開発指導において、
駐車場を再構成し新たな機能や施設を導入するための、空間の有効活用を目的とした「駐
車場整備の指導体系」をつくることである。 
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4.6 行政の課題からみた駐車場整備のあり方 
 行政の駐車場整備に係る指導は、長らく不法駐車への対策として行われてきた。しかし、
駐車場の設置基準が居住世帯の需要を上回る状況が生じており、駐車場整備に係る行政の
開発指導は、今後の団地再編に対応した指導とする必要がある。 
 行政の課題からみた「駐車場整備のあり方」は、行政の立場における「開発指導」のあ
り方について、以下のとおり考えられる。 
 駐車場整備の指導体系において、居住世帯の自家用車保有状況などの個々の団地の状況
に応じた駐車場計画の作成を指導すること、またカーシェアリング導入など自家用車台数
削減のための計画を指導することである。また新たな機能や施設の導入を考慮した駐車場
の設計を指導することである。 
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結論 
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1. 結果の総括 
 第 1 章では、大阪府下に整備された団地における駐車場整備状況、居住世帯の駐車場利
用状況、大阪府下の市町村が条例、開発指導要綱などで定める設置基準を調査し、既設の
駐車場台数が市町村の設置基準を満たしていない団地の状況、既設の駐車場台数に余剰が
ある団地の状況を明らかにした。 
 開発から 50年を迎えることにより、団地再編の必要性が高まると考えられる「S40年代
団地」では、①調査対象とした 150団地中 131団地が市町村の設置基準を満たしていなか
った、②131団地のうち 109団地について駐車場の余剰の有無をみたところ、98団地にお
いて駐車場台数に余剰があった、③98団地のうち 91団地における駐車場の形態は平面駐車
場であり、用地の転用が容易な構造であった。 
 これより「S40年代団地」の多くにおいて、転用・活用が可能な余剰となっている駐車場
があることがわかった。 
 「駐車場の再構成の方向」として、駐車場の余剰を削減し、団地再編に資するよう、新
たな施設、機能を導入する用地として転用・活用することが示された。 
 第 2章では、昭和 40年代に整備された団地の居住世帯を対象として、自家用車保有に関
するアンケート調査を行い、団地における自家用車保有と駐車場利用の状況、また今後の
自家用車の需要を明らかにした。 
 昭和 40 年代に整備された団地である男山団地では、①「必要駐車場台数」は現状（UR
男山団他 2,609台、分譲 957台）、将来（2,688台、915台）とも既設の駐車場台数（2,570
台、835台）を上回っており、余剰となる駐車場は無かった。ただし、②「必要駐車場台数」
は現状、将来とも、団地のある八幡市の開発指導における基準から求められる駐車場台数
（3,682台、1,080台）を下回っていた。また、③今後の自家用車台数の増減をみると、子
育て世帯および他の家族構成でも 20〜50 歳代の世帯において増加するが、60 歳代以上の
世帯ではどの家族構成においても減少することより、将来の自家用車保有台数は、賃貸住
宅団地では増加が減少を上回ることにより増加し、分譲住宅団地では減少が増加を上回る
ことにより減少すると考えられ、その増減は現状の保有台数の数パーセント（UR男山団地
＋3.0%、分譲－4.4%）にあたる台数であった。 
 これより男山団地では、余剰となる駐車場が無いこと、団地に居住する世帯の家族構成
や年齢構成により将来における「必要駐車場台数」には数パーセントの増減が見込まれる
こと、将来における「必要駐車場台数」は市町村の基準を下回ることがわかった。 
 「駐車場の再構成に向けた課題」として、駐車場に余剰の無い団地においては自家用車
の削減を行い転用・活用な用地、空間を生み出すこと、また居住世帯の将来の自家用車保
有状況を踏まえ、数パーセントの保有率の変動に対応した駐車場を整備すること、設置基
準に基づく市町村の開発指導によって多くの余剰を生む可能性があり市町村の開発指導お
よび設置基準のあり方を再考することが示された。 
 第 3章では、自家用車台数を減らす方法としてカーシェアリングに着目し、昭和 40年代
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に整備された団地の居住世帯を対象としたアンケート調査、およびカーシェリング利用者
を対象としたヒアリング調査を行い、カーシェアリングの導入と普及によって削減可能と
考えられる自家用車の台数、転用が可能になる駐車場の平面積を明らかにした。 
 昭和 40年代に整備されたＵＲ男山団地では、①カーシェアリングの導入と普及によって、
実現性が高い場合において、124台の自家用車削減と、114台分 1,680m2の駐車場の転用が
可能であり、潜在的には 457 台の削減と、419 台分 6,285m2の駐車場が転用が可能である
こと、また②普及に向けた方策として、カーシェアリング車両を利便性の高い位置へ配置
すること、乗換えへのインセンティブをもたらす施策を導入することが効果的であると考
えられた。 
 これより、団地へのカーシェアリングの導入は、自家用車削減と駐車場の転用に対して
有効であることがわかった。 
 「駐車場の再構成に向けた方法」として、カーシェアリングの導入と普及に向けた施策
の実施が有効であることが示された。 
 第 4 章では、大阪府下の市町村に対してアンケート調査を行い、市町村における、共同
住宅開発時の駐車場設置についての指導状況を明らかにした。 
 大阪府下の市町村では、団地の駐車場設置に係る開発指導において、①一部の市町村で
は、設置基準を緩和する指導や、基準の適用について柔軟な対応がみられたが、②従前の
共同住宅開発とは開発の目的が異なる団地再編における駐車場整備を、条例、開発指導要
綱等の中に位置づけている市町村は無かった。 
 これより、一部の市町村では個々の開発において設置基準を緩和するなどの指導がみら
れ、それは団地再編においても有効な指導であると考えられるが、「駐車場の再構成」を、
より確実に実現するためには、団地再編における駐車場整備を「設置基準における条件分
けの一つ」としたり、「別途協議により駐車場台数を決定する開発内容」とするなどにより、
団地再編を条例、開発指導要綱等の中に位置づけ、団地再編のための「駐車場の再構成」
を指導する必要があることがわかった。 
 「駐車場の再構成の実現に向けた行政の課題」として、市町村の開発指導において、団
地再編を目的とする施設、機能を導入するための空間の有効活用を指導する「駐車場整備
の指導体系」をつくることが示された。 
 
 
2. 結論 
2.1 駐車場の再構成による団地に新たな施設、機能の導入 
 「S40年代団地」の多くにおいて、転用、活用が可能な駐車場がある。一方、駐車場台数
に余剰の無い団地においても、カーシェアリングの導入によって自家用車を削減すること
で転用、活用が可能な駐車場を生むことが可能である。 
 課題として、行政の指導が駐車場の再構成に対応する必要があるが、行政は団地再編を
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推進する立場にある。 
 よつて、団地再編を目的とする、駐車場の再構成により、団地に新たな施設、機能を導
入することが可能である。 
 
2.2 公的賃貸住宅団地の再編に向けた駐車場整備のあり方 
 かつての団地では比較的若年の世帯が多かったこと、高度成長下における所得の向上が
あったこと、自家用車の利便性を享受するライフスタイルが普及したことにより、団地に
おける「必要駐車場台数」は増加してきた。 
 これまでの我が国の団地における駐車場の整備の方向は、居住世帯の「必要駐車場台数」
の増加に伴い駐車場台数を増やすことであった。団地では緑地や住棟間の共用空間の転用
による駐車場の増設が行われ、新規の開発では、自走式や機械式の立体駐車場の導入によ
って駐車場台数の増加が行われてきた。 
 しかし「必要駐車場台数」に対して、既設の駐車場台数に余剰のある団地は多い。また
居住世帯の家族構成、年齢構成が変化したことにより、今後の団地における「必要駐車場
台数」が大きく増加することはない。このような団地では、駐車場を再構成し、新たな施
設、機能の導入のために転用・活用することが可能である。 
 ただし都市郊外には現状および将来において、既設の駐車場台数が「必要駐車場台数」
に対して不足している団地がある。このような団地では、今後の駐車場の再構成において
カーシェアリングなどの自家用車を削減する施策を導入し、団地再編を目的として、新た
な施設、機能の導入のための用地や空間を生み出すことが可能である。 
 一方、団地における駐車場整備に係る行政の指導は、長らく団地内外の不法駐車対策と
して行われてきた。しかし、条例や開発指導要綱等の規定が「必要駐車場台数」を大きく
上回る団地は多い。 
 今後の団地再編では、新たな施設、機能を導入することを目的として、「必要駐車場台数」
を整備すること、カーシェアリングの導入により「必要駐車場台数」を削減することが求
められる。行政は、これらの駐車場の再構成の必要に応じて、指導のあり方を再考する必
要がある。 
 本論各章から駐車場の再構成における計画のあり方をまとめると以下の通りである。 
 駐車場を多様な目的へ転用することが容易な空間、生活支援施設や地域の拠点となる施
設といった建築物を導入することが容易な空間として計画することである。駐車場を道路
に面した空間を当てること、駐車場の底地を一団地認定から除外しておくことである。 
 自家用車保有台数の増減を調整、吸収する施策を導入した計画とすることである。団地
の居住世帯の家族構成、年齢層を調整した団地の運営を行うことによって、自家用車保有
状況を管理することである。また増減のある団地間で駐車場を融通させる、敷地外に駐車
場を確保するなど、団地及びその周辺において一体的に駐車場を整備することである。 
 自家用車保有台数を削減する施策を導入した計画とすることである。特にカーシェアリ
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ングを導入した計画とすることである。カーシェアリング事業者を導入すること、管理者
が自らカーシェアリング事業を運営すること、自治会等の住民組織によりカーシェアリン
グ事業を運営することである。 
 駐車場の再構成における設計のあり方をまとめると以下の通りである。 
 空間の転用、建築物の導入が容易な設計とすることである。駐車場を地下や住棟内に設
けないこと、立体式の駐車場としないこと、駐車場にも水道・ガス・電気等の施設整備を
行うことである。 
 駐車場を、緑地、広場など他の共用空間と相互に転換することを可能にする配置、勾配、
平面形状とすることである。またカーシェアリング利用者の利便性を高める駐車場とする
ことである。住棟近傍の駐車場をカーシェアリング車両の設置場とすることである。 
 駐車場の再構成における開発指導のあり方をまとめると以下の通りである。 
 設置基準の見直しを行うことや、団地ごとの実状に応じた柔軟な運用とすることにより、
過剰な駐車場が生じない指導を行うことである。 
 駐車場整備の指導体系において、居住世帯の自家用車保有状況や将来意向などの個々の
団地の状況に応じた計画を指導すること、またカーシェアリング導入など自家用車台数削
減のための計画を指導することである。 
 駐車場を、多様な目的に転用可能な空間、新たな施設や機能の導入を考慮した空間とし
ての計画、設計を指導することである。 
 カーシェアリングの導入による設置基準を緩和することや、カーシェアリング事業の導
入に対して、設計基準の緩和や、税の免減などのインセンティブを与え、導入の促進を図
ることである。 
 以上より、公的賃貸住宅団地の再編における駐車場整備のあり方は、駐車場を居住世帯
の自家用車保有の需要を満たすことだけを目的として整備するのではなく、団地に求めら
れる機能の変化、需要の変化に応じて、多様な使い方ができるフレキシブルな空間として
整備すること、駐車場整備に際してカーシェアリングなどの自家用車を削減することを施
策として導入すること、一方で、これまで不法駐車対策を目的として行われてきた開発指
導を、団地再編を目的とした指導へと転換することである。 
 
 
3. 今後の課題 
3.1 今後の研究課題 
 公的賃貸住宅団地の再編における駐車場整備のあり方における今後の研究課題として、
①自家用車依存がより小さいと考えられる、都心部に近い団地における自家用車保有状況
や保有意向の把握と、それらに応じた団地再編に向けた駐車場のあり方の検討、また②団
地再編の計画に基づいた具体的な駐車場の計画、設計の検討が挙げられる。 
一方団地におけるカーシェアリング導入、普及を具体的により進めるための検討が必要
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である。 
研究課題として、①居住世帯の家族構成や年齢層などの団地特性に応じたカーシェアリ
ングの導入、普及方策の検討、カーシェアリング車両の適切な配置の検討、さらに②カー
シェアリング事業の採算性などの経済的課題の検討が挙げられる。 
また本研究では自家用車台数の削減手法としてカーシェアリングに着目したが、研究課
題として、公共交通の充実など他の方法についても検討が必要である。 
 そして今後は本研究において明らかとなった、行政の課題に対する具体的な施策、今後
の展開に対する具体的な施策について検討する必要がある。 
研究課題として、①団地再編に向けて市町村が指導すべき、市町村別、団地別に応じた、
より具体的な指導や施策についての検討、また②今後の展開に向けた、行政、事業者、住
民における合意形成についての検討が挙げられる。 
 
3.2 今後の課題 
 今後の団地のあり方が、これまでの住宅地としてのあり方に加え、地域における福祉や
新しい暮らしを創出する場であることが期待され、大きく変化している。このため団地住
民の団地に対する意識も変わる必要がある。 
 駐車場の利用と整備についてみると、団地再編を踏まえ、今後のあり方を理解すること、
自家用車保有台数の削減に向けて自家用車をシェアリングする生活様式を積極的に導入す
ること、行政の駐車場整備における指導を理解し、団地再編における駐車場整備について、
行政、事業者および住民の間における合意形成に協力することである。今後の課題の一つ
として考えられるのは、以上の理解と合意形成に向けた住民の啓発である。 
 また今後は本研究によって明らかとなった駐車場整備のあり方を、それぞれの団地の状
況に応じて、早急に必要とされている団地再編を進めつつ、具体化するために、団地ごと
の居住世帯や自家用車保有状況等の特性に応じた駐車場のあり方や具体的な空間計画、空
間設計の検討など、将来の少子化、人口減少社会という大きな社会構造の変化が予測され
る中、それらに対応できるような、フレキシブルな駐車場整備を実践すること、そのため
の計画、設計を実践することが今後の課題である。 
 
 
